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１．はじめに
　免疫学的に易感染状態にある周産期の母子において、感
染予防対策は重要である。授乳期の母親に発症する乳腺
炎、産褥熱、創部感染症や小児の伝染性膿痂疹は、主とし
て黄色ブドウ球菌によって引き起こされる感染症である。
黄色ブドウ球菌は、広く生活環境に存在し、ヒトの皮膚や
粘膜にも常在することがある。黄色ブドウ球菌は、化膿性
感染症や敗血症、肺炎などの感染症だけでなく、毒素を産
生し、食中毒やブドウ球菌性熱傷様皮膚症候群を引き起こ
す。特に、免疫能力の低い生後3か月までの乳児において、

黄色ブドウ球菌は敗血症の主たる原因菌として、重要であ
る1）。
　1961年に、メチシリンに耐性を示すメチシリン耐性黄色
ブドウ球菌（methicillin-resistant Staphylococcus aureus;MRSA）
がイギリスで報告されて以来、MRSAの分離率は増加し、
病院感染を引き起こす細菌として問題となってきた。
MRSAは、入院中の患者の感染が前提であったが、1981
年に米国ミシガン州の病院外来患者から検出されたMRSA
は、それまでの医療関連MRSA（health-care associated MRSA:
HA-MRSA）とは異なる遺伝子の特徴を持っていた。米国
疾病管理予防センター（Centers for Disease Control and 
Prevention：CDC）は、このMRSAを市中感染型MRSA
（community-assosiated MRSA:CA-MRSA）として報告し
た2）。
　1990年代に入り、西オーストラリアのアボリジニや米国
の刑務所、スポーツチーム、軍隊、小児などで集団発生が
報告され3）、入院や治療歴のない健常人の間にCA-MRSA
による感染例が世界的に報告された。CA-MRSAは主に皮
膚、軟部組織感染症を起こすことが多いが、時には重症化

して壊死性筋膜炎、菌血症、壊死性肺炎などに至る症例が
報告されている。近年は日本を含む世界中で蔓延化傾向に
あり、市中だけでなく医療施設内へ侵入して、感染を起こ
すことが報告され、問題となっている4, 5）。近年では、
CA-MRSAとHA-MRSAは、医療施設の中で同居している
状態である6）。
　1996年、CDCは感染制御対策において、それまでの隔離
対策を修正、統合した「病院における隔離予防策のための
ガイドライン（Guideline for Isolation Precautions in Hospital）」
を発表した。この中では、スタンダードプリコーション（標
準予防策）が示され、我が国においても感染制御の基本的
な対策になっている。標準予防策は、感染症の有無にかか
わらず、病院でケアを受ける全ての患者に適用する感染予
防策であり、血液・体液・汗を除く分泌物・排泄物・損傷
皮膚・粘膜に対する予防策である。感染制御において、感
染経路に対する予防策は重要である。黄色ブドウ球菌の感
染経路は、接触感染であり、ヒトからヒトへの直接接触や
汚染物を介した間接的な接触感染経路である。感染予防対
策として、手洗いは感染経路を遮断する重要な対策である。
　医療施設では、標準予防策に準拠し、厳重な対策が実施
されてきた。特に、免疫学的に易感染状態にある母子を対
象とする産科病棟やNICUなどの周産期施設においては、
感染予防対策の厳守は重要である。感染経路対策における
医療従事者の手洗いの励行は、重要な対策であり、手洗い
の効果については、多く報告されてきた。しかし、直接育
児を行う母親の手洗いについての報告は少ない。
　そこで本研究は、授乳期の母親の手洗い行動の状況を明
らかにし、今後の母子看護の示唆を得ることを目的として
行った。

２．方法
1）対象者
　A医療施設で分娩し、本研究に同意を得られた女性を対
象とした。A医療施設は、高度医療、特殊医療、救急医療
等を提供する中核的役割をもつ施設であった。

2）データ収集方法
　分娩後、同一人において退院時、産後1か月時（以下、1
か月時）、産後3か月時（以下、3か月時）に継続して、3
回データを収集した。データ収集は2005年8月から2006年2
月にかけて、自記式質問紙により行った。質問紙の配布と
回収は、退院時は施設職員により行った。1か月時、3か月
時は、郵送にて配布し、回収した。

3）質問紙の内容
　本研究では、特に育児場面において授乳や搾乳といった
母子間で直接接触があり、乳児の食事に関わる場面と、排
泄物の処理を伴うオムツ交換時の場面に絞って、手洗いの

有無を尋ねた。手洗いが必要と考えられる場面について、
4つの場面「授乳や搾乳の前はいつも実施している」、
「オムツ交換の後はいつも実施している」、「オムツ交換
後、便のときのみ実施している」、「目で見て手が汚れて
いると分かる時のみ実施している」を設定し、手洗いを実
施しているか否かについて尋ねた（複数回答可）。
　手洗いを実施している場合、手洗いの方法について①石
鹸と流水、②流水のみのどちらにあたるか尋ねた。手洗い
の所要時間については、何秒かけて手洗いをしているかを
尋ねた。
　対象者に、乳児の栄養方法について尋ねた。また、年
齢、初経産、分娩日、新生児の体重、妊娠継続日数、分娩
様式、新生児の入院の有無については、診療録から情報を
得た。

4）分析方法
　質問紙に回答のあった項目について、有効回答として分
析した。統計ソフトSPSS 15.0J for Windowsを用いて、統計
的検定を行った。2群の差の検定には、対応のあるｔ検定、
Mann-WhitneyのU検定、χ2検定、Fisherの直接法、
McNemarのχ2検定を行った。3群の差の検定には、
Friedman検定、CochranのQ検定を行った。有意水準は、p < 
0.05とした。

5）倫理的配慮
　対象者には、研究の趣旨、研究協力の自由意志の尊重と
拒否しても不利益はないこと、匿名性およびプライバシー
の保護、情報の守秘などについて口頭および文書を用いて
説明した。研究への同意は、文書で得た。
　なお、本研究は医療施設の倫理委員会および、三重県立
看護大学研究倫理審査の承認を得て行った。

３．結果
３．１　対象者の背景
　質問紙の回答者数および回収率は、退院時22人（68.8%）、
1か月時23人（71.9%）、3か月時24人（75.0%）であった。
　対象者32人の年齢は、平均31.34±3.747歳（24～42）、初
産婦は17人、経産婦は15人であった。
　妊娠継続日数は、平均277.59±7.184日（264～291）で
あった。分娩様式は、経膣分娩26人、帝王切開術6人であっ
た。新生児の体重は、平均3098.69±424.279ｇ（2320～3790）
であった。新生児の入院は、有り6人（18.7%）、無し26人
（81.3%）であった。
　乳児の栄養方法は、退院時（n = 22）は、母乳栄養のみ7人
（31.8%）、混合栄養14人（63.6%）、ミルク栄養1人（4.5%）
であった。同様にして、1か月時（n = 23）では、母乳栄養
のみ10人（43.5%）、混合栄養13人（56.5%）、ミルク栄
養0人であった。3か月時（n = 24）では、母乳栄養のみ13人

（54.2%）、混合栄養5人（20.8%）、ミルク栄養6人（25.0%）
であった（表1）。

３．２　手洗い場面での実施率
　実施率は、場面ごとに有効回答があった人の中に占める
実施していると回答した人の割合を求めた。「授乳や搾乳
の前にはいつも～」の場面での実施率は、退院時22人中21
人（95.5%）、1か月時23人中19人（82.6%）、3か月時24人
中18人（75.0%）と減少した。同様にして、「オムツ交換
の後はいつも～」の場面での実施率は、退院時22人中19人
（86.4%）、1か月時23人中16人（69.6%）、3か月時24人中8
人（33.3%）と減少した。
　一方、「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面では、
退院時22人中2人（9.1%）、1か月時23人中4人（17.4%）、3
か月時24人中8人（33.3%）と増加した。同様にして、「目
で見て手が汚れていると分かる時のみ～」の場面では、退
院時22人中1人（4.5%）、1か月時23人中8人（34.8%）、3か
月時24人中11人（45.8%）と増加した。
　退院時には、授乳や搾乳の前、オムツ交換後に高い実施
率で手洗いをしていた。しかし、時間経過とともに実施率
は減少し、オムツ交換後の便のときのみや、目で見て手が
汚れていると分かる時のみに手洗いをする人が増加した
（図1）。

３．３　手洗いの所要時間
1）所要時間の経時変化
　手洗いの所要時間について尋ねたところ、退院時22人の

平均所要時間は、20.55秒（5秒～60秒）であった。1か月時
23人の平均所要時間は、21.52秒（5秒～90秒）であった。
同様に、3か月時24人の平均所要時間は、17.25秒（3秒～30
秒）であった。退院時、1か月時、3か月時の3回に回答し
た14人において、手洗いの所要時間に有意な経時変化はな
かった（p > 0.05）。また、退院時と1か月時の2回に回答した
16人、同様にして1か月時と3か月時の2回に回答した21人、
退院時と3か月時の2回に回答した15人において、手洗いの
所要時間に有意な経時変化はなかった（p > 0.05）（図2）。

2）効果的な手洗いの経時変化
　手洗いの場合、15秒以上の時間をかけて洗うことが効果
的とされている。時期ごとに対象者を15秒未満と15秒以上
の2つのグループに分け、手洗いの所要時間について、さ
らに分析した。退院時、22人のうち15秒以上の人は、12人
（54.5%）であった。同様にして1か月時では、23人中17人
（73.9%）であった。3か月時では、24人中14人（58.3%）で
あった。効果的な手洗いをしている人の割合は、3つの時
期のうち、1か月時が一番多かった。
 本研究において、3回とも回答のあった人14人について、
効果的な手洗いをしている割合を分析した。退院時、14人
のうち15秒以上の人は、7人（50.0%）であった。同様にし
て1か月時では、14人中12人（85.7%）であった。3か月時
では、14人中9人（64.3%）であった。前述の結果と同様
に、1か月時は、退院時、3か月時と比べて、効果的な手洗
いをしている人の割合が多かった（図3）。

3）手洗い場面での実施の有無と所要時間との関連
　前述の手洗い場面での手洗いの実施の有無と手洗いの所
要時間との関連について、分析した。各時期において、各
々の手洗い場面での実施の有無の2群に分け、所要時間を
比較した。
（1）退院時
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面では、有りの21
人の平均所要時間21.05秒（5秒～60秒）、無しの1人の所要
時間10.00秒であった。「オムツ交換の後はいつも～」の場

面では、有りの19人の平均所要時間21.68秒（5秒～60秒）、
無しの3人の平均所要時間13.33秒（10秒～20秒）であっ
た。「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面では、有り
の2人の平均所要時間20.00秒（10秒～30秒）、無しの20人
の平均所要時間20.60秒（5秒～60秒）であった。
　「目で見て手が汚れていると分かる時のみ～」の場面で
は、有りの1人の所要時間30.00秒、無しの21人の平均所要
時間20.10秒（5秒～60秒）であった。
　いずれの場面においても、手洗いの実施の有無の2群間
において、所要時間に有意な差はなかった。

（2）1か月時
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面では、有りの19
人の平均所要時間20.26秒（5秒～90秒）、無しの4人の平均
所要時間27.50秒（20秒～30秒）であった。「オムツ交換の
後はいつも～」の場面では、有りの16人の平均所要時間
21.88秒（5秒～90秒）、無しの7人の平均所要時間20.71秒
（5秒～30秒）であった。「オムツ交換後、便のときの
み～」の場面では、有りの4人の平均所要時間27.50秒（20
秒～30秒）、無しの19人の平均所要時間20.26秒（5秒～
90秒）であった。「目で見て手が汚れていると分かる時の
み～」の場面では、有りの8人の平均所要時間25.63秒（5
秒～90秒）、無しの15人の平均所要時間19.33秒（5秒～30
秒）であった。
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面の2群間にお
いて、手洗いの実施が無いと回答した群のほうが、所要時
間が有意に長かった（p < 0.05）。また、「オムツ交換後、便
のときのみ～」の場面の2群間において、手洗いの実施が
有りと回答した群のほうが、所要時間が有意に長かった
（p < 0.05）。

（3）3か月時
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面では、有りの18
人の平均所要時間16.06秒（3秒～30秒）、無しの6人の平均
所要時間20.83秒（10秒～30秒）であった。「オムツ交換の
後はいつも～」の場面では、有りの8人の平均所要時間
14.50秒（6秒～30秒）、無しの16人の平均所要時間18.63秒
（3秒～30秒）であった。「オムツ交換後、便のときの
み～」の場面では、有りの8人の平均所要時間21.88秒（10
秒～30秒）、無しの16人の平均所要時間14.94秒（3秒～
30秒）であった。「目で見て手が汚れていると分かる時の
み～」の場面では、有りの11人の平均所要時間17.73秒（5
秒～30秒）、無しの13人の平均所要時間16.85秒（3秒～30
秒）であった。
　いずれの場面においても、手洗いの実施の有無の2群間
において、所要時間に有意な差はなかった。

4）所要時間と属性との関連
　時期ごとに、回答者の手洗い時間を15秒未満と15秒以上
の2つのグループに分け、年齢、初経産、分娩様式、妊娠
継続日数、新生児の入院、新生児の体重、乳児の栄養方法
との関連を分析した。年齢については、対象者集団の年齢
分布から、32歳未満と32歳以上の2つのグループに分けて
分析した。手洗い所要時間と属性との間には、有意な関連
はなかった（p > 0.05）。

３．４　手洗い方法
1）手洗い方法の経時変化
　手洗いの方法について尋ねたところ、退院時では回答
のあった22人全員（100%）が、石鹸と流水により手洗いを
していた。しかし、1か月時では、回答のあった23人のう
ち、石鹸と流水は18人（78.3%）、3か月時では、回答の
あった24人のうち、石鹸と流水は19人（79.2%）と減少し
た。流水のみの手洗いは、1か月時は23人中5人、3か月時
は24人中5人であった。この1か月時の5人と3か月時の5人
の回答者は、5人中3人が同一人であった。
　退院時、1か月時、3か月時の3回に回答した14人におい
て、手洗い方法に有意な経時変化はなかった（p > 0.05）。
また、退院時と1か月時、1か月時と3か月時、退院時と3か
月時の2回に回答した人において、手洗い方法に有意な経
時変化はなかった（p > 0.05）。同一人のグループにおいて、
手洗い方法における有意な経時変化はなかった（図4）。

2）手洗い方法と属性との関連
　時期ごとに、手洗い方法と年齢、初経産、分娩様式、妊
娠継続日数、新生児の入院、新生児の体重、乳児の栄養方
法との関連を分析した。なお年齢については、32歳未満と
32歳以上の2つのグループに分けて分析した。
　3か月時の手洗い方法と年齢との関連において、回答者
24人中32歳以上の人は10人であり、流水のみの手洗いをし
ている人は、いなかった。一方、32歳未満の人は14人であ
り、流水のみの手洗いをしている人は5人であった。2つの
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グループ間では、32歳以上のグループのほうが、流水のみ
の手洗いの割合が少ない傾向があった（p = 0.053）。その他
の属性との関連では、有意な関連はなかった（p > 0.05）。

４．考察
４．１　手洗い場面での手洗いの実施率
　東らの報告7）では、授乳時の手洗いを毎回していたのは、
入院中（100%）、1か月群（50.0%）、3か月群（35.7%）で
あった。本研究の授乳時「授乳や搾乳の前にはいつも～」
の結果と比較すると、退院時（95.5%）、1か月時（82.6%）、
3か月時（75.0%）と減少したが、1か月を過ぎても、手洗
いの実施率は、高い状態であった。調査をした施設におい
ては、分娩後の母親は、新生児室等で看護職員から、手洗
いや授乳・オムツ交換などの指導を受けていた。手洗いの
指導は、新生児室の入室時の手洗い場所等で、看護職員が
実際に手洗いをして母親に見せながら指導をしていた。ま
た、病棟内には手洗いのポスターを貼り、視覚的な媒体を
用いて指導していた。一方、手洗いの所要時間についての
説明は、されていなかった。分娩目的で入院する場合、入
院期間は1週間前後の短い期間である。しかし、母親自
身、手洗いが必要な場面を認識し、実際に手洗い行動がで
きるように支援することで、退院後の継続した手洗い行動
につながると考える。
　オムツ交換後には、排泄物の処理等で手が汚染されるこ
とが推測される。本研究では、退院時は「オムツ交換の後
はいつも～」（86.4%）の場面では、高い実施率であった
が、1か月時 （69.6%）、3か月時 （33.3%）と減少した。
また、1か月時、3か月時の時間経過とともに、「オムツ交
換後、便のときのみ～」「目で見て手が汚れていると分か
る時のみ～」の場面での実施率が増加した。オムツ交換
後、排泄物が便のときのみの手洗いや、目で見て手が汚れ
ていると分かる時のみの手洗いの場合、手洗いの回数自体
が減少している可能性が推測された。入院中は、病棟内の
手洗いが必要な場所に手洗いの設備があり、いつも手洗い
ができる環境が整えられていた。しかし、退院後の家庭や
外出先では、手洗いの設備は限られており、必ずしも育児

場面の近くに手洗い設備があるとは限らない。退院後の手
洗い実施率の低下は、手洗い環境の影響が推測された。本
研究では、出産前の手洗い行動の状況は、調査していな
い。今後、手洗い行動における入院および退院後の環境の
影響を明らかにするためには、妊娠中から退院後における
手洗い状況を調査することが必要と考える。
　生後3～4か月までの乳児は、特に免疫能力が低く、かつ
重症細菌感染症の発症頻度が高い時期である。また、産後
1か月頃までの母親は、感染性乳腺炎の発症頻度が高い時
期にあり8）、母子ともに感染性疾患のリスクの高い時期に
ある。従って、手洗いの指導は継続指導が必要な指導とし
てとらえ、母親の手洗い行動への認識を高め、行動変容を
持続する看護支援が必要と考える。分娩入院時が手洗いの
初回指導であれば、退院後の施設での外来受診時、地域に
おける乳児健診時などの機会の際に、医療施設と地域保健
サービス部門との連携により、指導を継続していくことが
必要であると考える。

４．２　手洗いの所要時間
　同一人のグループにおいて、手洗いの所要時間には、有
意な経時変化はみられなかった。本研究の調査施設の病棟
では、手洗いの指導において、看護職員が実際に手洗いを
して母親に見せながら指導をしていたが、手洗いの所要時
間についての説明はされていなかった。また本研究では、
回答へのバイアスをできるだけ少なくするため、設問の中
には、手洗いの時間に関する情報を入れなかった。本研究
では、3回の各期に回答した人は、14人と少なかった。し
かし、同一人のグループにおいて、所要時間には有意な経
時変化はみられなかったことから、回答者は普段自分が手
洗いにかけている時間を回答したと推測する。
　15秒以上の効果的な手洗いをしていた割合は、退院時
54.5%、1か月時73.9%、3か月時58.3%であった。1か月時
は、退院時、3か月時と比較すると、効果的な手洗いをし
ている人の割合が多かった。手洗い場面での手洗いの実施
の有無と手洗いの所要時間との関連について、「授乳や搾
乳の前にはいつも～」の場面の2群間において、手洗いの
実施が無いと回答した群のほうが、所要時間が有意に長
かった。また、「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面
の2群間において、手洗いの実施が有りと回答した群のほ
うが、所要時間が有意に長かった。1か月時、「授乳や搾
乳の前にはいつも～」の場面で手洗いの実施が無しと回答
した群、および「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面
で有りと回答した群の手洗いの平均所要時間は、2つの群
とも27.50秒であった。一方、退院時に同様の回答した2つ
の群の平均所要時間は10.00秒と20.00秒であり、3か月時で
は20.83秒と21.88秒であった。1か月時は、これら2つの群の
平均所要時間が、退院時や3か月時と比較すると長かった
ことから、効果的な手洗いの割合が、3つの時期で一番多

くなった可能性が推測された。
　排泄物の処理場面において、便の時のみの手洗いは、手
の汚染があるため、手洗いの時間が長くなったと推測され
る。この場合、尿のみを処理する場合は、手洗いをしてい
ない可能性が推測された。手洗い場面での実施率の低下か
ら考えると、手洗いの時間の長さが、必ずしも適切な手洗
い行動に結びついているとは限らないことが推測された。
手洗いの行動において、効果的な手洗いの所要時間に関す
る情報がない場合、個人の習慣化した手洗い行動が行われ
ると推測された。便などの汚染がないと手洗いをしない人
が増加したことは、排泄物を処理した後の手指には、目に
は見えない細菌やウィルスが付着していることを再度、指
導することが必要であると考える。
　田場らの報告9）では、小児病棟入院児の母親の手洗い指
導前の手洗い所要時間は、7秒から25秒程度であった。し
かし、指導しながらの手洗いでは、1分30秒から2分間と長
くなり、爪の周囲や母指の間、手首に洗い残しが若干残る
ものの、全体的に洗い残しが減った。石鹸と流水での手洗
い指導の場合、洗い残しの多い爪の周囲、母指の周辺、手
首などの部位に特に注意するように指導を行う。しかしな
がら、これに加えて手洗いの所要時間についても根拠を説
明し、指導することが必要と考える。
　多田らの報告10）では、NICUに入院している児の両親に
対する感染管理教育において、1回の初回指導では手洗い
は不十分であった。再教育後にコロニーの減少率や手洗い
の時間が増加し、改善がみられた。手洗いを指導した後、
母親が手洗いをしている場面を見る機会をとらえ、効果的
な手洗いであるか否かを評価することが必要と考える。さ
らに、再指導が必要であれば行うことで、指導効果が高く
なると考える。習慣化した手洗い行動をより効果的な手洗
い行動に変容するには、なぜその方法が必要なのかを根拠
を示しながら、根気強く指導を続けていくことが必要と考
える。
　このように、母親が手の汚染の原因や程度、育児場面に
応じて、科学的な根拠に基づいた効果的な手洗いを継続で
きる指導方法が必要と考える。手洗いの指導内容として、
手技の指導に加えて、手洗い前後の手指の細菌数の変化を
示した媒体、手洗いチェッカーなどを用いた手洗い前後の
洗い残しの確認などを行い、継続的に支援することが重要
と考える。

４．３　手洗い方法
　手洗いの方法の経時変化では、退院時22人全員（100%）
が石鹸と流水により手洗いを行っていた。しかし、1か月
時23人中18人（78.3%）、3か月時24人中19人（79.2%）と減
少した。本研究では、3回のすべてに回答した人は14人と
少なかった。しかし、同一人のグループにおいては、手洗
い方法に有意な変化がなかった。また、1か月時と3か月時

では、流水のみで手洗いしている5人のうち3人が同一人で
あった。入院中の手洗い場所には石鹸があり、石鹸と流水
による手洗いが可能な環境が整っていた。しかし、退院後
では、必ずしも手洗い場所には石鹸があるとは、限らない
と推測する。退院後の回答者は、それまでの習慣化した手
洗い行動に戻った可能性があると推測された。本研究の設
問では、手洗い場面で手洗いをしない理由を尋ねなかっ
た。退院後の手洗い環境の変化や多忙であることなど以外
にどのような要因があるのか、今後さらに明らかにしてい
く必要があると考える。
　3か月時の手洗い方法において、32歳以上の人のグルー
プには流水のみの手洗いをしている人はおらず、32歳未満
の人に比べ、流水のみの手洗いの割合が少ない傾向があっ
た。本研究において、手洗いの方法として尋ねたのは、
「石鹸と流水」、「流水のみ」の2つであった。退院後、
この2つ以外の方法で手を清潔にしている場合も考えられ
た。母親は、どのような場面で上記2つ以外の方法で手を
清潔にしているかについて、さらに調査が必要と考える。
　CDCは2002年に「医療現場における手指衛生のためのガ
イドライン」を発表した11）。このガイドラインでは、短時
間の手洗いの有効性には、科学的な根拠がないことが明ら
かになった。これにより、従来の石鹸と流水による手洗い
から、擦式アルコール消毒剤による手指消毒が推奨され
た。また、ガイドラインでは、手の汚れの原因物質や程度
により、手指に目で見て明らかな汚れがある時や有機物で
汚染されている時は、石鹸と流水による手洗いを行い、手
を十分に乾燥させた後に擦式アルコール消毒剤の使用を示
している。その後、日本の医療現場において、擦式アル
コール消毒剤による手指消毒が取り入れられた。松村らの
報告12）においても、NICUにおける擦式アルコール消毒剤
による手指消毒の有効性が確認された。擦式アルコール消
毒剤は、成分中に手荒れを防ぐ成分を配合しており、市販
されている。
　家庭や外出先において、手洗い環境へのアクセスが悪い
場合に手洗いが必要な時、手洗いを行う方法として擦式ア
ルコール消毒剤による手指消毒が考えられる。母親は、育
児の他にも食事の準備や掃除､洗濯などの家事の時、幾度
となく手洗いが必要となる。手荒れのある手指には、細菌
が定着しやすい13）。したがって、手の汚染の程度や場面に
より、手洗いの方法を選択し、手荒れなどの皮膚のトラブ
ルを予防することが、手洗いの指導には必要であると考え
る。
　家庭内において、CA-MRSAが保菌されることがある14）。
何らかの感染経路により家庭に持ち込まれたCA-MRSA
が、家族内で伝播し、感染症を引き起こす原因になる。手
洗いは感染予防の視点から、重要な予防対策である。個人
衛生の教育は、小児期に開始することが重要である。母親
の清潔習慣の子どもへの影響は、大きいと考える。従って、

小児を育児する母親と家族全体を含めた手洗いの指導につ
いて、今後検討していく必要があると考える。

５．本研究の限界と課題
　本研究は、1施設での調査であり、対象者が少なかった
ことから、研究結果を一般化することには、限界があると
考える。今後、さらに状況が異なる多くの施設においても
同様な調査が必要であると考える。また、本研究は質問紙に
よる調査のため、質問紙の回答と実際の手洗いとの間に
は、乖離の可能性も否定できないと考える。本研究では、
同一人のグループにおいては、手洗いの所要時間や手洗い
の方法において、有意な経時変化がなかった。このことか
ら、効果的な手洗いの行動を習慣化できるような取組みが
必要であることが示唆された。
　今後、母親の手洗い行動の意識や行動の変容を明らかに
し、効果的な指導の内容と方法を検討していくことが必要
と考える。　

６．結論
　授乳期の母親の育児場面での手洗い行動の状況を明らか
にするため、自記式質問紙により、分娩退院時、産後1か
月時、産後3か月時に継続調査し、以下の結論を得た。

1.　退院時には、授乳や搾乳の前（95.5%）、オムツ交換後
（86.4%）に高い実施率で手洗いをしていた。しかし、時
間経過とともに実施率は減少し、オムツ交換後の便のとき
のみや、目で見て手が汚れていると分かる時のみに手洗い
をする人が増加した。

2.　15秒以上の効果的な手洗いをしていた割合は、退院時
54.5%、1か月時73.9%、3か月時58.3%であり、1か月時は、
効果的な手洗いをしている人の割合が多かった。1か月時
は、「授乳や搾乳の前にはいつも実施している」の場面で
手洗いの実施が無しと回答した群、および「オムツ交換
後、便のときのみ実施している」の場面で有りと回答した
群の手洗いの平均所要時間が、退院時や3か月時と比較す
ると、長かったことから、効果的な手洗いの割合が3つの
時期で一番多くなった可能性が推測された。同一人のグ
ループにおいて、手洗いの所要時間に有意な経時変化はな
かった。

3.　石鹸と流水による手洗いは、退院時（100%）、1か月
時（78.3%）、3か月時（79.2%）と減少した。また、同一
人のグループにおいて、手洗い方法に有意な経時変化はな
かった。

　退院後の手洗い実施率と石鹸と流水による手洗いの減
少は、手洗い設備環境の変化が影響した可能性が推測され

た。今後、母親の手洗い行動への認識を高め、行動変容を
持続する看護支援が必要と考える。分娩入院時から退院後
の地域において、医療施設と地域保健サービス部門との連
携により、手洗いの指導を継続していくことが必要である
と示唆された。
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【原著】

　免疫学的に易感染状態にある周産期の母子において、感染予防対策は重要である。しかし、育児に直接か
かわり、子どもの安全を守る母親の手洗いについての報告は少ない。そこで本研究は、授乳期の母親の手洗
い行動の状況を明らかにし、今後の母子看護の示唆を得ることを目的として行った。
　分娩退院時、産後1か月時、産後3か月時に育児場面での手洗いの状況を自記式質問紙により、継続調査
した。「授乳や搾乳の前にはいつも実施している」場面での手洗い実施率は、退院時（95.5%）、1か月時
（82.6%）、3か月時（75.0%）と減少した。手洗いの所要時間は、15秒以上の有効的な手洗いをしている割合
は、退院時（54.5%）、1か月時（73.9%）、3か月時（58.3%）であった。手洗いの方法では、石鹸と流水によ
る手洗いは、退院時（100%）、1か月時（78.3％）、3か月時（79.2％）と減少した。同一人のグループにおい
て、手洗いの所要時間と手洗い方法の有意な経時変化はなかった。退院後の手洗い実施率と石鹸と流水によ
る手洗いの減少は、手洗い設備環境の変化が影響した可能性が推測された。
　今後、母親が効果的な手洗いを継続できるよう、母親の手洗い行動への認識を高め、行動変容を持続する
看護支援が必要と考える。分娩入院時から退院後の地域において、医療施設と地域保健サービス部門との連
携により、手洗いの指導を継続していく必要があることが示唆された。



― 112 ―

１．はじめに
　免疫学的に易感染状態にある周産期の母子において、感
染予防対策は重要である。授乳期の母親に発症する乳腺
炎、産褥熱、創部感染症や小児の伝染性膿痂疹は、主とし
て黄色ブドウ球菌によって引き起こされる感染症である。
黄色ブドウ球菌は、広く生活環境に存在し、ヒトの皮膚や
粘膜にも常在することがある。黄色ブドウ球菌は、化膿性
感染症や敗血症、肺炎などの感染症だけでなく、毒素を産
生し、食中毒やブドウ球菌性熱傷様皮膚症候群を引き起こ
す。特に、免疫能力の低い生後3か月までの乳児において、

黄色ブドウ球菌は敗血症の主たる原因菌として、重要であ
る1）。
　1961年に、メチシリンに耐性を示すメチシリン耐性黄色
ブドウ球菌（methicillin-resistant Staphylococcus aureus;MRSA）
がイギリスで報告されて以来、MRSAの分離率は増加し、
病院感染を引き起こす細菌として問題となってきた。
MRSAは、入院中の患者の感染が前提であったが、1981
年に米国ミシガン州の病院外来患者から検出されたMRSA
は、それまでの医療関連MRSA（health-care associated MRSA:
HA-MRSA）とは異なる遺伝子の特徴を持っていた。米国
疾病管理予防センター（Centers for Disease Control and 
Prevention：CDC）は、このMRSAを市中感染型MRSA
（community-assosiated MRSA:CA-MRSA）として報告し
た2）。
　1990年代に入り、西オーストラリアのアボリジニや米国
の刑務所、スポーツチーム、軍隊、小児などで集団発生が
報告され3）、入院や治療歴のない健常人の間にCA-MRSA
による感染例が世界的に報告された。CA-MRSAは主に皮
膚、軟部組織感染症を起こすことが多いが、時には重症化
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して壊死性筋膜炎、菌血症、壊死性肺炎などに至る症例が
報告されている。近年は日本を含む世界中で蔓延化傾向に
あり、市中だけでなく医療施設内へ侵入して、感染を起こ
すことが報告され、問題となっている4, 5）。近年では、
CA-MRSAとHA-MRSAは、医療施設の中で同居している
状態である6）。
　1996年、CDCは感染制御対策において、それまでの隔離
対策を修正、統合した「病院における隔離予防策のための
ガイドライン（Guideline for Isolation Precautions in Hospital）」
を発表した。この中では、スタンダードプリコーション（標
準予防策）が示され、我が国においても感染制御の基本的
な対策になっている。標準予防策は、感染症の有無にかか
わらず、病院でケアを受ける全ての患者に適用する感染予
防策であり、血液・体液・汗を除く分泌物・排泄物・損傷
皮膚・粘膜に対する予防策である。感染制御において、感
染経路に対する予防策は重要である。黄色ブドウ球菌の感
染経路は、接触感染であり、ヒトからヒトへの直接接触や
汚染物を介した間接的な接触感染経路である。感染予防対
策として、手洗いは感染経路を遮断する重要な対策である。
　医療施設では、標準予防策に準拠し、厳重な対策が実施
されてきた。特に、免疫学的に易感染状態にある母子を対
象とする産科病棟やNICUなどの周産期施設においては、
感染予防対策の厳守は重要である。感染経路対策における
医療従事者の手洗いの励行は、重要な対策であり、手洗い
の効果については、多く報告されてきた。しかし、直接育
児を行う母親の手洗いについての報告は少ない。
　そこで本研究は、授乳期の母親の手洗い行動の状況を明
らかにし、今後の母子看護の示唆を得ることを目的として
行った。

２．方法
1）対象者
　A医療施設で分娩し、本研究に同意を得られた女性を対
象とした。A医療施設は、高度医療、特殊医療、救急医療
等を提供する中核的役割をもつ施設であった。

2）データ収集方法
　分娩後、同一人において退院時、産後1か月時（以下、1
か月時）、産後3か月時（以下、3か月時）に継続して、3
回データを収集した。データ収集は2005年8月から2006年2
月にかけて、自記式質問紙により行った。質問紙の配布と
回収は、退院時は施設職員により行った。1か月時、3か月
時は、郵送にて配布し、回収した。

3）質問紙の内容
　本研究では、特に育児場面において授乳や搾乳といった
母子間で直接接触があり、乳児の食事に関わる場面と、排
泄物の処理を伴うオムツ交換時の場面に絞って、手洗いの

有無を尋ねた。手洗いが必要と考えられる場面について、
4つの場面「授乳や搾乳の前はいつも実施している」、
「オムツ交換の後はいつも実施している」、「オムツ交換
後、便のときのみ実施している」、「目で見て手が汚れて
いると分かる時のみ実施している」を設定し、手洗いを実
施しているか否かについて尋ねた（複数回答可）。
　手洗いを実施している場合、手洗いの方法について①石
鹸と流水、②流水のみのどちらにあたるか尋ねた。手洗い
の所要時間については、何秒かけて手洗いをしているかを
尋ねた。
　対象者に、乳児の栄養方法について尋ねた。また、年
齢、初経産、分娩日、新生児の体重、妊娠継続日数、分娩
様式、新生児の入院の有無については、診療録から情報を
得た。

4）分析方法
　質問紙に回答のあった項目について、有効回答として分
析した。統計ソフトSPSS 15.0J for Windowsを用いて、統計
的検定を行った。2群の差の検定には、対応のあるｔ検定、
Mann-WhitneyのU検定、χ2検定、Fisherの直接法、
McNemarのχ2検定を行った。3群の差の検定には、
Friedman検定、CochranのQ検定を行った。有意水準は、p < 
0.05とした。

5）倫理的配慮
　対象者には、研究の趣旨、研究協力の自由意志の尊重と
拒否しても不利益はないこと、匿名性およびプライバシー
の保護、情報の守秘などについて口頭および文書を用いて
説明した。研究への同意は、文書で得た。
　なお、本研究は医療施設の倫理委員会および、三重県立
看護大学研究倫理審査の承認を得て行った。

３．結果
３．１　対象者の背景
　質問紙の回答者数および回収率は、退院時22人（68.8%）、
1か月時23人（71.9%）、3か月時24人（75.0%）であった。
　対象者32人の年齢は、平均31.34±3.747歳（24～42）、初
産婦は17人、経産婦は15人であった。
　妊娠継続日数は、平均277.59±7.184日（264～291）で
あった。分娩様式は、経膣分娩26人、帝王切開術6人であっ
た。新生児の体重は、平均3098.69±424.279ｇ（2320～3790）
であった。新生児の入院は、有り6人（18.7%）、無し26人
（81.3%）であった。
　乳児の栄養方法は、退院時（n = 22）は、母乳栄養のみ7人
（31.8%）、混合栄養14人（63.6%）、ミルク栄養1人（4.5%）
であった。同様にして、1か月時（n = 23）では、母乳栄養
のみ10人（43.5%）、混合栄養13人（56.5%）、ミルク栄
養0人であった。3か月時（n = 24）では、母乳栄養のみ13人

（54.2%）、混合栄養5人（20.8%）、ミルク栄養6人（25.0%）
であった（表1）。

３．２　手洗い場面での実施率
　実施率は、場面ごとに有効回答があった人の中に占める
実施していると回答した人の割合を求めた。「授乳や搾乳
の前にはいつも～」の場面での実施率は、退院時22人中21
人（95.5%）、1か月時23人中19人（82.6%）、3か月時24人
中18人（75.0%）と減少した。同様にして、「オムツ交換
の後はいつも～」の場面での実施率は、退院時22人中19人
（86.4%）、1か月時23人中16人（69.6%）、3か月時24人中8
人（33.3%）と減少した。
　一方、「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面では、
退院時22人中2人（9.1%）、1か月時23人中4人（17.4%）、3
か月時24人中8人（33.3%）と増加した。同様にして、「目
で見て手が汚れていると分かる時のみ～」の場面では、退
院時22人中1人（4.5%）、1か月時23人中8人（34.8%）、3か
月時24人中11人（45.8%）と増加した。
　退院時には、授乳や搾乳の前、オムツ交換後に高い実施
率で手洗いをしていた。しかし、時間経過とともに実施率
は減少し、オムツ交換後の便のときのみや、目で見て手が
汚れていると分かる時のみに手洗いをする人が増加した
（図1）。

３．３　手洗いの所要時間
1）所要時間の経時変化
　手洗いの所要時間について尋ねたところ、退院時22人の

平均所要時間は、20.55秒（5秒～60秒）であった。1か月時
23人の平均所要時間は、21.52秒（5秒～90秒）であった。
同様に、3か月時24人の平均所要時間は、17.25秒（3秒～30
秒）であった。退院時、1か月時、3か月時の3回に回答し
た14人において、手洗いの所要時間に有意な経時変化はな
かった（p > 0.05）。また、退院時と1か月時の2回に回答した
16人、同様にして1か月時と3か月時の2回に回答した21人、
退院時と3か月時の2回に回答した15人において、手洗いの
所要時間に有意な経時変化はなかった（p > 0.05）（図2）。

2）効果的な手洗いの経時変化
　手洗いの場合、15秒以上の時間をかけて洗うことが効果
的とされている。時期ごとに対象者を15秒未満と15秒以上
の2つのグループに分け、手洗いの所要時間について、さ
らに分析した。退院時、22人のうち15秒以上の人は、12人
（54.5%）であった。同様にして1か月時では、23人中17人
（73.9%）であった。3か月時では、24人中14人（58.3%）で
あった。効果的な手洗いをしている人の割合は、3つの時
期のうち、1か月時が一番多かった。
 本研究において、3回とも回答のあった人14人について、
効果的な手洗いをしている割合を分析した。退院時、14人
のうち15秒以上の人は、7人（50.0%）であった。同様にし
て1か月時では、14人中12人（85.7%）であった。3か月時
では、14人中9人（64.3%）であった。前述の結果と同様
に、1か月時は、退院時、3か月時と比べて、効果的な手洗
いをしている人の割合が多かった（図3）。

3）手洗い場面での実施の有無と所要時間との関連
　前述の手洗い場面での手洗いの実施の有無と手洗いの所
要時間との関連について、分析した。各時期において、各
々の手洗い場面での実施の有無の2群に分け、所要時間を
比較した。
（1）退院時
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面では、有りの21
人の平均所要時間21.05秒（5秒～60秒）、無しの1人の所要
時間10.00秒であった。「オムツ交換の後はいつも～」の場

面では、有りの19人の平均所要時間21.68秒（5秒～60秒）、
無しの3人の平均所要時間13.33秒（10秒～20秒）であっ
た。「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面では、有り
の2人の平均所要時間20.00秒（10秒～30秒）、無しの20人
の平均所要時間20.60秒（5秒～60秒）であった。
　「目で見て手が汚れていると分かる時のみ～」の場面で
は、有りの1人の所要時間30.00秒、無しの21人の平均所要
時間20.10秒（5秒～60秒）であった。
　いずれの場面においても、手洗いの実施の有無の2群間
において、所要時間に有意な差はなかった。

（2）1か月時
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面では、有りの19
人の平均所要時間20.26秒（5秒～90秒）、無しの4人の平均
所要時間27.50秒（20秒～30秒）であった。「オムツ交換の
後はいつも～」の場面では、有りの16人の平均所要時間
21.88秒（5秒～90秒）、無しの7人の平均所要時間20.71秒
（5秒～30秒）であった。「オムツ交換後、便のときの
み～」の場面では、有りの4人の平均所要時間27.50秒（20
秒～30秒）、無しの19人の平均所要時間20.26秒（5秒～
90秒）であった。「目で見て手が汚れていると分かる時の
み～」の場面では、有りの8人の平均所要時間25.63秒（5
秒～90秒）、無しの15人の平均所要時間19.33秒（5秒～30
秒）であった。
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面の2群間にお
いて、手洗いの実施が無いと回答した群のほうが、所要時
間が有意に長かった（p < 0.05）。また、「オムツ交換後、便
のときのみ～」の場面の2群間において、手洗いの実施が
有りと回答した群のほうが、所要時間が有意に長かった
（p < 0.05）。

（3）3か月時
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面では、有りの18
人の平均所要時間16.06秒（3秒～30秒）、無しの6人の平均
所要時間20.83秒（10秒～30秒）であった。「オムツ交換の
後はいつも～」の場面では、有りの8人の平均所要時間
14.50秒（6秒～30秒）、無しの16人の平均所要時間18.63秒
（3秒～30秒）であった。「オムツ交換後、便のときの
み～」の場面では、有りの8人の平均所要時間21.88秒（10
秒～30秒）、無しの16人の平均所要時間14.94秒（3秒～
30秒）であった。「目で見て手が汚れていると分かる時の
み～」の場面では、有りの11人の平均所要時間17.73秒（5
秒～30秒）、無しの13人の平均所要時間16.85秒（3秒～30
秒）であった。
　いずれの場面においても、手洗いの実施の有無の2群間
において、所要時間に有意な差はなかった。

4）所要時間と属性との関連
　時期ごとに、回答者の手洗い時間を15秒未満と15秒以上
の2つのグループに分け、年齢、初経産、分娩様式、妊娠
継続日数、新生児の入院、新生児の体重、乳児の栄養方法
との関連を分析した。年齢については、対象者集団の年齢
分布から、32歳未満と32歳以上の2つのグループに分けて
分析した。手洗い所要時間と属性との間には、有意な関連
はなかった（p > 0.05）。

３．４　手洗い方法
1）手洗い方法の経時変化
　手洗いの方法について尋ねたところ、退院時では回答
のあった22人全員（100%）が、石鹸と流水により手洗いを
していた。しかし、1か月時では、回答のあった23人のう
ち、石鹸と流水は18人（78.3%）、3か月時では、回答の
あった24人のうち、石鹸と流水は19人（79.2%）と減少し
た。流水のみの手洗いは、1か月時は23人中5人、3か月時
は24人中5人であった。この1か月時の5人と3か月時の5人
の回答者は、5人中3人が同一人であった。
　退院時、1か月時、3か月時の3回に回答した14人におい
て、手洗い方法に有意な経時変化はなかった（p > 0.05）。
また、退院時と1か月時、1か月時と3か月時、退院時と3か
月時の2回に回答した人において、手洗い方法に有意な経
時変化はなかった（p > 0.05）。同一人のグループにおいて、
手洗い方法における有意な経時変化はなかった（図4）。

2）手洗い方法と属性との関連
　時期ごとに、手洗い方法と年齢、初経産、分娩様式、妊
娠継続日数、新生児の入院、新生児の体重、乳児の栄養方
法との関連を分析した。なお年齢については、32歳未満と
32歳以上の2つのグループに分けて分析した。
　3か月時の手洗い方法と年齢との関連において、回答者
24人中32歳以上の人は10人であり、流水のみの手洗いをし
ている人は、いなかった。一方、32歳未満の人は14人であ
り、流水のみの手洗いをしている人は5人であった。2つの

グループ間では、32歳以上のグループのほうが、流水のみ
の手洗いの割合が少ない傾向があった（p = 0.053）。その他
の属性との関連では、有意な関連はなかった（p > 0.05）。

４．考察
４．１　手洗い場面での手洗いの実施率
　東らの報告7）では、授乳時の手洗いを毎回していたのは、
入院中（100%）、1か月群（50.0%）、3か月群（35.7%）で
あった。本研究の授乳時「授乳や搾乳の前にはいつも～」
の結果と比較すると、退院時（95.5%）、1か月時（82.6%）、
3か月時（75.0%）と減少したが、1か月を過ぎても、手洗
いの実施率は、高い状態であった。調査をした施設におい
ては、分娩後の母親は、新生児室等で看護職員から、手洗
いや授乳・オムツ交換などの指導を受けていた。手洗いの
指導は、新生児室の入室時の手洗い場所等で、看護職員が
実際に手洗いをして母親に見せながら指導をしていた。ま
た、病棟内には手洗いのポスターを貼り、視覚的な媒体を
用いて指導していた。一方、手洗いの所要時間についての
説明は、されていなかった。分娩目的で入院する場合、入
院期間は1週間前後の短い期間である。しかし、母親自
身、手洗いが必要な場面を認識し、実際に手洗い行動がで
きるように支援することで、退院後の継続した手洗い行動
につながると考える。
　オムツ交換後には、排泄物の処理等で手が汚染されるこ
とが推測される。本研究では、退院時は「オムツ交換の後
はいつも～」（86.4%）の場面では、高い実施率であった
が、1か月時 （69.6%）、3か月時 （33.3%）と減少した。
また、1か月時、3か月時の時間経過とともに、「オムツ交
換後、便のときのみ～」「目で見て手が汚れていると分か
る時のみ～」の場面での実施率が増加した。オムツ交換
後、排泄物が便のときのみの手洗いや、目で見て手が汚れ
ていると分かる時のみの手洗いの場合、手洗いの回数自体
が減少している可能性が推測された。入院中は、病棟内の
手洗いが必要な場所に手洗いの設備があり、いつも手洗い
ができる環境が整えられていた。しかし、退院後の家庭や
外出先では、手洗いの設備は限られており、必ずしも育児

場面の近くに手洗い設備があるとは限らない。退院後の手
洗い実施率の低下は、手洗い環境の影響が推測された。本
研究では、出産前の手洗い行動の状況は、調査していな
い。今後、手洗い行動における入院および退院後の環境の
影響を明らかにするためには、妊娠中から退院後における
手洗い状況を調査することが必要と考える。
　生後3～4か月までの乳児は、特に免疫能力が低く、かつ
重症細菌感染症の発症頻度が高い時期である。また、産後
1か月頃までの母親は、感染性乳腺炎の発症頻度が高い時
期にあり8）、母子ともに感染性疾患のリスクの高い時期に
ある。従って、手洗いの指導は継続指導が必要な指導とし
てとらえ、母親の手洗い行動への認識を高め、行動変容を
持続する看護支援が必要と考える。分娩入院時が手洗いの
初回指導であれば、退院後の施設での外来受診時、地域に
おける乳児健診時などの機会の際に、医療施設と地域保健
サービス部門との連携により、指導を継続していくことが
必要であると考える。

４．２　手洗いの所要時間
　同一人のグループにおいて、手洗いの所要時間には、有
意な経時変化はみられなかった。本研究の調査施設の病棟
では、手洗いの指導において、看護職員が実際に手洗いを
して母親に見せながら指導をしていたが、手洗いの所要時
間についての説明はされていなかった。また本研究では、
回答へのバイアスをできるだけ少なくするため、設問の中
には、手洗いの時間に関する情報を入れなかった。本研究
では、3回の各期に回答した人は、14人と少なかった。し
かし、同一人のグループにおいて、所要時間には有意な経
時変化はみられなかったことから、回答者は普段自分が手
洗いにかけている時間を回答したと推測する。
　15秒以上の効果的な手洗いをしていた割合は、退院時
54.5%、1か月時73.9%、3か月時58.3%であった。1か月時
は、退院時、3か月時と比較すると、効果的な手洗いをし
ている人の割合が多かった。手洗い場面での手洗いの実施
の有無と手洗いの所要時間との関連について、「授乳や搾
乳の前にはいつも～」の場面の2群間において、手洗いの
実施が無いと回答した群のほうが、所要時間が有意に長
かった。また、「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面
の2群間において、手洗いの実施が有りと回答した群のほ
うが、所要時間が有意に長かった。1か月時、「授乳や搾
乳の前にはいつも～」の場面で手洗いの実施が無しと回答
した群、および「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面
で有りと回答した群の手洗いの平均所要時間は、2つの群
とも27.50秒であった。一方、退院時に同様の回答した2つ
の群の平均所要時間は10.00秒と20.00秒であり、3か月時で
は20.83秒と21.88秒であった。1か月時は、これら2つの群の
平均所要時間が、退院時や3か月時と比較すると長かった
ことから、効果的な手洗いの割合が、3つの時期で一番多

くなった可能性が推測された。
　排泄物の処理場面において、便の時のみの手洗いは、手
の汚染があるため、手洗いの時間が長くなったと推測され
る。この場合、尿のみを処理する場合は、手洗いをしてい
ない可能性が推測された。手洗い場面での実施率の低下か
ら考えると、手洗いの時間の長さが、必ずしも適切な手洗
い行動に結びついているとは限らないことが推測された。
手洗いの行動において、効果的な手洗いの所要時間に関す
る情報がない場合、個人の習慣化した手洗い行動が行われ
ると推測された。便などの汚染がないと手洗いをしない人
が増加したことは、排泄物を処理した後の手指には、目に
は見えない細菌やウィルスが付着していることを再度、指
導することが必要であると考える。
　田場らの報告9）では、小児病棟入院児の母親の手洗い指
導前の手洗い所要時間は、7秒から25秒程度であった。し
かし、指導しながらの手洗いでは、1分30秒から2分間と長
くなり、爪の周囲や母指の間、手首に洗い残しが若干残る
ものの、全体的に洗い残しが減った。石鹸と流水での手洗
い指導の場合、洗い残しの多い爪の周囲、母指の周辺、手
首などの部位に特に注意するように指導を行う。しかしな
がら、これに加えて手洗いの所要時間についても根拠を説
明し、指導することが必要と考える。
　多田らの報告10）では、NICUに入院している児の両親に
対する感染管理教育において、1回の初回指導では手洗い
は不十分であった。再教育後にコロニーの減少率や手洗い
の時間が増加し、改善がみられた。手洗いを指導した後、
母親が手洗いをしている場面を見る機会をとらえ、効果的
な手洗いであるか否かを評価することが必要と考える。さ
らに、再指導が必要であれば行うことで、指導効果が高く
なると考える。習慣化した手洗い行動をより効果的な手洗
い行動に変容するには、なぜその方法が必要なのかを根拠
を示しながら、根気強く指導を続けていくことが必要と考
える。
　このように、母親が手の汚染の原因や程度、育児場面に
応じて、科学的な根拠に基づいた効果的な手洗いを継続で
きる指導方法が必要と考える。手洗いの指導内容として、
手技の指導に加えて、手洗い前後の手指の細菌数の変化を
示した媒体、手洗いチェッカーなどを用いた手洗い前後の
洗い残しの確認などを行い、継続的に支援することが重要
と考える。

４．３　手洗い方法
　手洗いの方法の経時変化では、退院時22人全員（100%）
が石鹸と流水により手洗いを行っていた。しかし、1か月
時23人中18人（78.3%）、3か月時24人中19人（79.2%）と減
少した。本研究では、3回のすべてに回答した人は14人と
少なかった。しかし、同一人のグループにおいては、手洗
い方法に有意な変化がなかった。また、1か月時と3か月時

では、流水のみで手洗いしている5人のうち3人が同一人で
あった。入院中の手洗い場所には石鹸があり、石鹸と流水
による手洗いが可能な環境が整っていた。しかし、退院後
では、必ずしも手洗い場所には石鹸があるとは、限らない
と推測する。退院後の回答者は、それまでの習慣化した手
洗い行動に戻った可能性があると推測された。本研究の設
問では、手洗い場面で手洗いをしない理由を尋ねなかっ
た。退院後の手洗い環境の変化や多忙であることなど以外
にどのような要因があるのか、今後さらに明らかにしてい
く必要があると考える。
　3か月時の手洗い方法において、32歳以上の人のグルー
プには流水のみの手洗いをしている人はおらず、32歳未満
の人に比べ、流水のみの手洗いの割合が少ない傾向があっ
た。本研究において、手洗いの方法として尋ねたのは、
「石鹸と流水」、「流水のみ」の2つであった。退院後、
この2つ以外の方法で手を清潔にしている場合も考えられ
た。母親は、どのような場面で上記2つ以外の方法で手を
清潔にしているかについて、さらに調査が必要と考える。
　CDCは2002年に「医療現場における手指衛生のためのガ
イドライン」を発表した11）。このガイドラインでは、短時
間の手洗いの有効性には、科学的な根拠がないことが明ら
かになった。これにより、従来の石鹸と流水による手洗い
から、擦式アルコール消毒剤による手指消毒が推奨され
た。また、ガイドラインでは、手の汚れの原因物質や程度
により、手指に目で見て明らかな汚れがある時や有機物で
汚染されている時は、石鹸と流水による手洗いを行い、手
を十分に乾燥させた後に擦式アルコール消毒剤の使用を示
している。その後、日本の医療現場において、擦式アル
コール消毒剤による手指消毒が取り入れられた。松村らの
報告12）においても、NICUにおける擦式アルコール消毒剤
による手指消毒の有効性が確認された。擦式アルコール消
毒剤は、成分中に手荒れを防ぐ成分を配合しており、市販
されている。
　家庭や外出先において、手洗い環境へのアクセスが悪い
場合に手洗いが必要な時、手洗いを行う方法として擦式ア
ルコール消毒剤による手指消毒が考えられる。母親は、育
児の他にも食事の準備や掃除､洗濯などの家事の時、幾度
となく手洗いが必要となる。手荒れのある手指には、細菌
が定着しやすい13）。したがって、手の汚染の程度や場面に
より、手洗いの方法を選択し、手荒れなどの皮膚のトラブ
ルを予防することが、手洗いの指導には必要であると考え
る。
　家庭内において、CA-MRSAが保菌されることがある14）。
何らかの感染経路により家庭に持ち込まれたCA-MRSA
が、家族内で伝播し、感染症を引き起こす原因になる。手
洗いは感染予防の視点から、重要な予防対策である。個人
衛生の教育は、小児期に開始することが重要である。母親
の清潔習慣の子どもへの影響は、大きいと考える。従って、

小児を育児する母親と家族全体を含めた手洗いの指導につ
いて、今後検討していく必要があると考える。

５．本研究の限界と課題
　本研究は、1施設での調査であり、対象者が少なかった
ことから、研究結果を一般化することには、限界があると
考える。今後、さらに状況が異なる多くの施設においても
同様な調査が必要であると考える。また、本研究は質問紙に
よる調査のため、質問紙の回答と実際の手洗いとの間に
は、乖離の可能性も否定できないと考える。本研究では、
同一人のグループにおいては、手洗いの所要時間や手洗い
の方法において、有意な経時変化がなかった。このことか
ら、効果的な手洗いの行動を習慣化できるような取組みが
必要であることが示唆された。
　今後、母親の手洗い行動の意識や行動の変容を明らかに
し、効果的な指導の内容と方法を検討していくことが必要
と考える。　

６．結論
　授乳期の母親の育児場面での手洗い行動の状況を明らか
にするため、自記式質問紙により、分娩退院時、産後1か
月時、産後3か月時に継続調査し、以下の結論を得た。

1.　退院時には、授乳や搾乳の前（95.5%）、オムツ交換後
（86.4%）に高い実施率で手洗いをしていた。しかし、時
間経過とともに実施率は減少し、オムツ交換後の便のとき
のみや、目で見て手が汚れていると分かる時のみに手洗い
をする人が増加した。

2.　15秒以上の効果的な手洗いをしていた割合は、退院時
54.5%、1か月時73.9%、3か月時58.3%であり、1か月時は、
効果的な手洗いをしている人の割合が多かった。1か月時
は、「授乳や搾乳の前にはいつも実施している」の場面で
手洗いの実施が無しと回答した群、および「オムツ交換
後、便のときのみ実施している」の場面で有りと回答した
群の手洗いの平均所要時間が、退院時や3か月時と比較す
ると、長かったことから、効果的な手洗いの割合が3つの
時期で一番多くなった可能性が推測された。同一人のグ
ループにおいて、手洗いの所要時間に有意な経時変化はな
かった。

3.　石鹸と流水による手洗いは、退院時（100%）、1か月
時（78.3%）、3か月時（79.2%）と減少した。また、同一
人のグループにおいて、手洗い方法に有意な経時変化はな
かった。

　退院後の手洗い実施率と石鹸と流水による手洗いの減
少は、手洗い設備環境の変化が影響した可能性が推測され

た。今後、母親の手洗い行動への認識を高め、行動変容を
持続する看護支援が必要と考える。分娩入院時から退院後
の地域において、医療施設と地域保健サービス部門との連
携により、手洗いの指導を継続していくことが必要である
と示唆された。
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１．はじめに
　免疫学的に易感染状態にある周産期の母子において、感
染予防対策は重要である。授乳期の母親に発症する乳腺
炎、産褥熱、創部感染症や小児の伝染性膿痂疹は、主とし
て黄色ブドウ球菌によって引き起こされる感染症である。
黄色ブドウ球菌は、広く生活環境に存在し、ヒトの皮膚や
粘膜にも常在することがある。黄色ブドウ球菌は、化膿性
感染症や敗血症、肺炎などの感染症だけでなく、毒素を産
生し、食中毒やブドウ球菌性熱傷様皮膚症候群を引き起こ
す。特に、免疫能力の低い生後3か月までの乳児において、

黄色ブドウ球菌は敗血症の主たる原因菌として、重要であ
る1）。
　1961年に、メチシリンに耐性を示すメチシリン耐性黄色
ブドウ球菌（methicillin-resistant Staphylococcus aureus;MRSA）
がイギリスで報告されて以来、MRSAの分離率は増加し、
病院感染を引き起こす細菌として問題となってきた。
MRSAは、入院中の患者の感染が前提であったが、1981
年に米国ミシガン州の病院外来患者から検出されたMRSA
は、それまでの医療関連MRSA（health-care associated MRSA:
HA-MRSA）とは異なる遺伝子の特徴を持っていた。米国
疾病管理予防センター（Centers for Disease Control and 
Prevention：CDC）は、このMRSAを市中感染型MRSA
（community-assosiated MRSA:CA-MRSA）として報告し
た2）。
　1990年代に入り、西オーストラリアのアボリジニや米国
の刑務所、スポーツチーム、軍隊、小児などで集団発生が
報告され3）、入院や治療歴のない健常人の間にCA-MRSA
による感染例が世界的に報告された。CA-MRSAは主に皮
膚、軟部組織感染症を起こすことが多いが、時には重症化
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して壊死性筋膜炎、菌血症、壊死性肺炎などに至る症例が
報告されている。近年は日本を含む世界中で蔓延化傾向に
あり、市中だけでなく医療施設内へ侵入して、感染を起こ
すことが報告され、問題となっている4, 5）。近年では、
CA-MRSAとHA-MRSAは、医療施設の中で同居している
状態である6）。
　1996年、CDCは感染制御対策において、それまでの隔離
対策を修正、統合した「病院における隔離予防策のための
ガイドライン（Guideline for Isolation Precautions in Hospital）」
を発表した。この中では、スタンダードプリコーション（標
準予防策）が示され、我が国においても感染制御の基本的
な対策になっている。標準予防策は、感染症の有無にかか
わらず、病院でケアを受ける全ての患者に適用する感染予
防策であり、血液・体液・汗を除く分泌物・排泄物・損傷
皮膚・粘膜に対する予防策である。感染制御において、感
染経路に対する予防策は重要である。黄色ブドウ球菌の感
染経路は、接触感染であり、ヒトからヒトへの直接接触や
汚染物を介した間接的な接触感染経路である。感染予防対
策として、手洗いは感染経路を遮断する重要な対策である。
　医療施設では、標準予防策に準拠し、厳重な対策が実施
されてきた。特に、免疫学的に易感染状態にある母子を対
象とする産科病棟やNICUなどの周産期施設においては、
感染予防対策の厳守は重要である。感染経路対策における
医療従事者の手洗いの励行は、重要な対策であり、手洗い
の効果については、多く報告されてきた。しかし、直接育
児を行う母親の手洗いについての報告は少ない。
　そこで本研究は、授乳期の母親の手洗い行動の状況を明
らかにし、今後の母子看護の示唆を得ることを目的として
行った。

２．方法
1）対象者
　A医療施設で分娩し、本研究に同意を得られた女性を対
象とした。A医療施設は、高度医療、特殊医療、救急医療
等を提供する中核的役割をもつ施設であった。

2）データ収集方法
　分娩後、同一人において退院時、産後1か月時（以下、1
か月時）、産後3か月時（以下、3か月時）に継続して、3
回データを収集した。データ収集は2005年8月から2006年2
月にかけて、自記式質問紙により行った。質問紙の配布と
回収は、退院時は施設職員により行った。1か月時、3か月
時は、郵送にて配布し、回収した。

3）質問紙の内容
　本研究では、特に育児場面において授乳や搾乳といった
母子間で直接接触があり、乳児の食事に関わる場面と、排
泄物の処理を伴うオムツ交換時の場面に絞って、手洗いの

有無を尋ねた。手洗いが必要と考えられる場面について、
4つの場面「授乳や搾乳の前はいつも実施している」、
「オムツ交換の後はいつも実施している」、「オムツ交換
後、便のときのみ実施している」、「目で見て手が汚れて
いると分かる時のみ実施している」を設定し、手洗いを実
施しているか否かについて尋ねた（複数回答可）。
　手洗いを実施している場合、手洗いの方法について①石
鹸と流水、②流水のみのどちらにあたるか尋ねた。手洗い
の所要時間については、何秒かけて手洗いをしているかを
尋ねた。
　対象者に、乳児の栄養方法について尋ねた。また、年
齢、初経産、分娩日、新生児の体重、妊娠継続日数、分娩
様式、新生児の入院の有無については、診療録から情報を
得た。

4）分析方法
　質問紙に回答のあった項目について、有効回答として分
析した。統計ソフトSPSS 15.0J for Windowsを用いて、統計
的検定を行った。2群の差の検定には、対応のあるｔ検定、
Mann-WhitneyのU検定、χ2検定、Fisherの直接法、
McNemarのχ2検定を行った。3群の差の検定には、
Friedman検定、CochranのQ検定を行った。有意水準は、p < 
0.05とした。

5）倫理的配慮
　対象者には、研究の趣旨、研究協力の自由意志の尊重と
拒否しても不利益はないこと、匿名性およびプライバシー
の保護、情報の守秘などについて口頭および文書を用いて
説明した。研究への同意は、文書で得た。
　なお、本研究は医療施設の倫理委員会および、三重県立
看護大学研究倫理審査の承認を得て行った。

３．結果
３．１　対象者の背景
　質問紙の回答者数および回収率は、退院時22人（68.8%）、
1か月時23人（71.9%）、3か月時24人（75.0%）であった。
　対象者32人の年齢は、平均31.34±3.747歳（24～42）、初
産婦は17人、経産婦は15人であった。
　妊娠継続日数は、平均277.59±7.184日（264～291）で
あった。分娩様式は、経膣分娩26人、帝王切開術6人であっ
た。新生児の体重は、平均3098.69±424.279ｇ（2320～3790）
であった。新生児の入院は、有り6人（18.7%）、無し26人
（81.3%）であった。
　乳児の栄養方法は、退院時（n = 22）は、母乳栄養のみ7人
（31.8%）、混合栄養14人（63.6%）、ミルク栄養1人（4.5%）
であった。同様にして、1か月時（n = 23）では、母乳栄養
のみ10人（43.5%）、混合栄養13人（56.5%）、ミルク栄
養0人であった。3か月時（n = 24）では、母乳栄養のみ13人

（54.2%）、混合栄養5人（20.8%）、ミルク栄養6人（25.0%）
であった（表1）。

３．２　手洗い場面での実施率
　実施率は、場面ごとに有効回答があった人の中に占める
実施していると回答した人の割合を求めた。「授乳や搾乳
の前にはいつも～」の場面での実施率は、退院時22人中21
人（95.5%）、1か月時23人中19人（82.6%）、3か月時24人
中18人（75.0%）と減少した。同様にして、「オムツ交換
の後はいつも～」の場面での実施率は、退院時22人中19人
（86.4%）、1か月時23人中16人（69.6%）、3か月時24人中8
人（33.3%）と減少した。
　一方、「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面では、
退院時22人中2人（9.1%）、1か月時23人中4人（17.4%）、3
か月時24人中8人（33.3%）と増加した。同様にして、「目
で見て手が汚れていると分かる時のみ～」の場面では、退
院時22人中1人（4.5%）、1か月時23人中8人（34.8%）、3か
月時24人中11人（45.8%）と増加した。
　退院時には、授乳や搾乳の前、オムツ交換後に高い実施
率で手洗いをしていた。しかし、時間経過とともに実施率
は減少し、オムツ交換後の便のときのみや、目で見て手が
汚れていると分かる時のみに手洗いをする人が増加した
（図1）。

３．３　手洗いの所要時間
1）所要時間の経時変化
　手洗いの所要時間について尋ねたところ、退院時22人の

平均所要時間は、20.55秒（5秒～60秒）であった。1か月時
23人の平均所要時間は、21.52秒（5秒～90秒）であった。
同様に、3か月時24人の平均所要時間は、17.25秒（3秒～30
秒）であった。退院時、1か月時、3か月時の3回に回答し
た14人において、手洗いの所要時間に有意な経時変化はな
かった（p > 0.05）。また、退院時と1か月時の2回に回答した
16人、同様にして1か月時と3か月時の2回に回答した21人、
退院時と3か月時の2回に回答した15人において、手洗いの
所要時間に有意な経時変化はなかった（p > 0.05）（図2）。

2）効果的な手洗いの経時変化
　手洗いの場合、15秒以上の時間をかけて洗うことが効果
的とされている。時期ごとに対象者を15秒未満と15秒以上
の2つのグループに分け、手洗いの所要時間について、さ
らに分析した。退院時、22人のうち15秒以上の人は、12人
（54.5%）であった。同様にして1か月時では、23人中17人
（73.9%）であった。3か月時では、24人中14人（58.3%）で
あった。効果的な手洗いをしている人の割合は、3つの時
期のうち、1か月時が一番多かった。
 本研究において、3回とも回答のあった人14人について、
効果的な手洗いをしている割合を分析した。退院時、14人
のうち15秒以上の人は、7人（50.0%）であった。同様にし
て1か月時では、14人中12人（85.7%）であった。3か月時
では、14人中9人（64.3%）であった。前述の結果と同様
に、1か月時は、退院時、3か月時と比べて、効果的な手洗
いをしている人の割合が多かった（図3）。

3）手洗い場面での実施の有無と所要時間との関連
　前述の手洗い場面での手洗いの実施の有無と手洗いの所
要時間との関連について、分析した。各時期において、各
々の手洗い場面での実施の有無の2群に分け、所要時間を
比較した。
（1）退院時
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面では、有りの21
人の平均所要時間21.05秒（5秒～60秒）、無しの1人の所要
時間10.00秒であった。「オムツ交換の後はいつも～」の場

面では、有りの19人の平均所要時間21.68秒（5秒～60秒）、
無しの3人の平均所要時間13.33秒（10秒～20秒）であっ
た。「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面では、有り
の2人の平均所要時間20.00秒（10秒～30秒）、無しの20人
の平均所要時間20.60秒（5秒～60秒）であった。
　「目で見て手が汚れていると分かる時のみ～」の場面で
は、有りの1人の所要時間30.00秒、無しの21人の平均所要
時間20.10秒（5秒～60秒）であった。
　いずれの場面においても、手洗いの実施の有無の2群間
において、所要時間に有意な差はなかった。

（2）1か月時
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面では、有りの19
人の平均所要時間20.26秒（5秒～90秒）、無しの4人の平均
所要時間27.50秒（20秒～30秒）であった。「オムツ交換の
後はいつも～」の場面では、有りの16人の平均所要時間
21.88秒（5秒～90秒）、無しの7人の平均所要時間20.71秒
（5秒～30秒）であった。「オムツ交換後、便のときの
み～」の場面では、有りの4人の平均所要時間27.50秒（20
秒～30秒）、無しの19人の平均所要時間20.26秒（5秒～
90秒）であった。「目で見て手が汚れていると分かる時の
み～」の場面では、有りの8人の平均所要時間25.63秒（5
秒～90秒）、無しの15人の平均所要時間19.33秒（5秒～30
秒）であった。
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面の2群間にお
いて、手洗いの実施が無いと回答した群のほうが、所要時
間が有意に長かった（p < 0.05）。また、「オムツ交換後、便
のときのみ～」の場面の2群間において、手洗いの実施が
有りと回答した群のほうが、所要時間が有意に長かった
（p < 0.05）。

（3）3か月時
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面では、有りの18
人の平均所要時間16.06秒（3秒～30秒）、無しの6人の平均
所要時間20.83秒（10秒～30秒）であった。「オムツ交換の
後はいつも～」の場面では、有りの8人の平均所要時間
14.50秒（6秒～30秒）、無しの16人の平均所要時間18.63秒
（3秒～30秒）であった。「オムツ交換後、便のときの
み～」の場面では、有りの8人の平均所要時間21.88秒（10
秒～30秒）、無しの16人の平均所要時間14.94秒（3秒～
30秒）であった。「目で見て手が汚れていると分かる時の
み～」の場面では、有りの11人の平均所要時間17.73秒（5
秒～30秒）、無しの13人の平均所要時間16.85秒（3秒～30
秒）であった。
　いずれの場面においても、手洗いの実施の有無の2群間
において、所要時間に有意な差はなかった。

4）所要時間と属性との関連
　時期ごとに、回答者の手洗い時間を15秒未満と15秒以上
の2つのグループに分け、年齢、初経産、分娩様式、妊娠
継続日数、新生児の入院、新生児の体重、乳児の栄養方法
との関連を分析した。年齢については、対象者集団の年齢
分布から、32歳未満と32歳以上の2つのグループに分けて
分析した。手洗い所要時間と属性との間には、有意な関連
はなかった（p > 0.05）。

３．４　手洗い方法
1）手洗い方法の経時変化
　手洗いの方法について尋ねたところ、退院時では回答
のあった22人全員（100%）が、石鹸と流水により手洗いを
していた。しかし、1か月時では、回答のあった23人のう
ち、石鹸と流水は18人（78.3%）、3か月時では、回答の
あった24人のうち、石鹸と流水は19人（79.2%）と減少し
た。流水のみの手洗いは、1か月時は23人中5人、3か月時
は24人中5人であった。この1か月時の5人と3か月時の5人
の回答者は、5人中3人が同一人であった。
　退院時、1か月時、3か月時の3回に回答した14人におい
て、手洗い方法に有意な経時変化はなかった（p > 0.05）。
また、退院時と1か月時、1か月時と3か月時、退院時と3か
月時の2回に回答した人において、手洗い方法に有意な経
時変化はなかった（p > 0.05）。同一人のグループにおいて、
手洗い方法における有意な経時変化はなかった（図4）。

2）手洗い方法と属性との関連
　時期ごとに、手洗い方法と年齢、初経産、分娩様式、妊
娠継続日数、新生児の入院、新生児の体重、乳児の栄養方
法との関連を分析した。なお年齢については、32歳未満と
32歳以上の2つのグループに分けて分析した。
　3か月時の手洗い方法と年齢との関連において、回答者
24人中32歳以上の人は10人であり、流水のみの手洗いをし
ている人は、いなかった。一方、32歳未満の人は14人であ
り、流水のみの手洗いをしている人は5人であった。2つの

グループ間では、32歳以上のグループのほうが、流水のみ
の手洗いの割合が少ない傾向があった（p = 0.053）。その他
の属性との関連では、有意な関連はなかった（p > 0.05）。

４．考察
４．１　手洗い場面での手洗いの実施率
　東らの報告7）では、授乳時の手洗いを毎回していたのは、
入院中（100%）、1か月群（50.0%）、3か月群（35.7%）で
あった。本研究の授乳時「授乳や搾乳の前にはいつも～」
の結果と比較すると、退院時（95.5%）、1か月時（82.6%）、
3か月時（75.0%）と減少したが、1か月を過ぎても、手洗
いの実施率は、高い状態であった。調査をした施設におい
ては、分娩後の母親は、新生児室等で看護職員から、手洗
いや授乳・オムツ交換などの指導を受けていた。手洗いの
指導は、新生児室の入室時の手洗い場所等で、看護職員が
実際に手洗いをして母親に見せながら指導をしていた。ま
た、病棟内には手洗いのポスターを貼り、視覚的な媒体を
用いて指導していた。一方、手洗いの所要時間についての
説明は、されていなかった。分娩目的で入院する場合、入
院期間は1週間前後の短い期間である。しかし、母親自
身、手洗いが必要な場面を認識し、実際に手洗い行動がで
きるように支援することで、退院後の継続した手洗い行動
につながると考える。
　オムツ交換後には、排泄物の処理等で手が汚染されるこ
とが推測される。本研究では、退院時は「オムツ交換の後
はいつも～」（86.4%）の場面では、高い実施率であった
が、1か月時 （69.6%）、3か月時 （33.3%）と減少した。
また、1か月時、3か月時の時間経過とともに、「オムツ交
換後、便のときのみ～」「目で見て手が汚れていると分か
る時のみ～」の場面での実施率が増加した。オムツ交換
後、排泄物が便のときのみの手洗いや、目で見て手が汚れ
ていると分かる時のみの手洗いの場合、手洗いの回数自体
が減少している可能性が推測された。入院中は、病棟内の
手洗いが必要な場所に手洗いの設備があり、いつも手洗い
ができる環境が整えられていた。しかし、退院後の家庭や
外出先では、手洗いの設備は限られており、必ずしも育児

場面の近くに手洗い設備があるとは限らない。退院後の手
洗い実施率の低下は、手洗い環境の影響が推測された。本
研究では、出産前の手洗い行動の状況は、調査していな
い。今後、手洗い行動における入院および退院後の環境の
影響を明らかにするためには、妊娠中から退院後における
手洗い状況を調査することが必要と考える。
　生後3～4か月までの乳児は、特に免疫能力が低く、かつ
重症細菌感染症の発症頻度が高い時期である。また、産後
1か月頃までの母親は、感染性乳腺炎の発症頻度が高い時
期にあり8）、母子ともに感染性疾患のリスクの高い時期に
ある。従って、手洗いの指導は継続指導が必要な指導とし
てとらえ、母親の手洗い行動への認識を高め、行動変容を
持続する看護支援が必要と考える。分娩入院時が手洗いの
初回指導であれば、退院後の施設での外来受診時、地域に
おける乳児健診時などの機会の際に、医療施設と地域保健
サービス部門との連携により、指導を継続していくことが
必要であると考える。

４．２　手洗いの所要時間
　同一人のグループにおいて、手洗いの所要時間には、有
意な経時変化はみられなかった。本研究の調査施設の病棟
では、手洗いの指導において、看護職員が実際に手洗いを
して母親に見せながら指導をしていたが、手洗いの所要時
間についての説明はされていなかった。また本研究では、
回答へのバイアスをできるだけ少なくするため、設問の中
には、手洗いの時間に関する情報を入れなかった。本研究
では、3回の各期に回答した人は、14人と少なかった。し
かし、同一人のグループにおいて、所要時間には有意な経
時変化はみられなかったことから、回答者は普段自分が手
洗いにかけている時間を回答したと推測する。
　15秒以上の効果的な手洗いをしていた割合は、退院時
54.5%、1か月時73.9%、3か月時58.3%であった。1か月時
は、退院時、3か月時と比較すると、効果的な手洗いをし
ている人の割合が多かった。手洗い場面での手洗いの実施
の有無と手洗いの所要時間との関連について、「授乳や搾
乳の前にはいつも～」の場面の2群間において、手洗いの
実施が無いと回答した群のほうが、所要時間が有意に長
かった。また、「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面
の2群間において、手洗いの実施が有りと回答した群のほ
うが、所要時間が有意に長かった。1か月時、「授乳や搾
乳の前にはいつも～」の場面で手洗いの実施が無しと回答
した群、および「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面
で有りと回答した群の手洗いの平均所要時間は、2つの群
とも27.50秒であった。一方、退院時に同様の回答した2つ
の群の平均所要時間は10.00秒と20.00秒であり、3か月時で
は20.83秒と21.88秒であった。1か月時は、これら2つの群の
平均所要時間が、退院時や3か月時と比較すると長かった
ことから、効果的な手洗いの割合が、3つの時期で一番多

くなった可能性が推測された。
　排泄物の処理場面において、便の時のみの手洗いは、手
の汚染があるため、手洗いの時間が長くなったと推測され
る。この場合、尿のみを処理する場合は、手洗いをしてい
ない可能性が推測された。手洗い場面での実施率の低下か
ら考えると、手洗いの時間の長さが、必ずしも適切な手洗
い行動に結びついているとは限らないことが推測された。
手洗いの行動において、効果的な手洗いの所要時間に関す
る情報がない場合、個人の習慣化した手洗い行動が行われ
ると推測された。便などの汚染がないと手洗いをしない人
が増加したことは、排泄物を処理した後の手指には、目に
は見えない細菌やウィルスが付着していることを再度、指
導することが必要であると考える。
　田場らの報告9）では、小児病棟入院児の母親の手洗い指
導前の手洗い所要時間は、7秒から25秒程度であった。し
かし、指導しながらの手洗いでは、1分30秒から2分間と長
くなり、爪の周囲や母指の間、手首に洗い残しが若干残る
ものの、全体的に洗い残しが減った。石鹸と流水での手洗
い指導の場合、洗い残しの多い爪の周囲、母指の周辺、手
首などの部位に特に注意するように指導を行う。しかしな
がら、これに加えて手洗いの所要時間についても根拠を説
明し、指導することが必要と考える。
　多田らの報告10）では、NICUに入院している児の両親に
対する感染管理教育において、1回の初回指導では手洗い
は不十分であった。再教育後にコロニーの減少率や手洗い
の時間が増加し、改善がみられた。手洗いを指導した後、
母親が手洗いをしている場面を見る機会をとらえ、効果的
な手洗いであるか否かを評価することが必要と考える。さ
らに、再指導が必要であれば行うことで、指導効果が高く
なると考える。習慣化した手洗い行動をより効果的な手洗
い行動に変容するには、なぜその方法が必要なのかを根拠
を示しながら、根気強く指導を続けていくことが必要と考
える。
　このように、母親が手の汚染の原因や程度、育児場面に
応じて、科学的な根拠に基づいた効果的な手洗いを継続で
きる指導方法が必要と考える。手洗いの指導内容として、
手技の指導に加えて、手洗い前後の手指の細菌数の変化を
示した媒体、手洗いチェッカーなどを用いた手洗い前後の
洗い残しの確認などを行い、継続的に支援することが重要
と考える。

４．３　手洗い方法
　手洗いの方法の経時変化では、退院時22人全員（100%）
が石鹸と流水により手洗いを行っていた。しかし、1か月
時23人中18人（78.3%）、3か月時24人中19人（79.2%）と減
少した。本研究では、3回のすべてに回答した人は14人と
少なかった。しかし、同一人のグループにおいては、手洗
い方法に有意な変化がなかった。また、1か月時と3か月時

では、流水のみで手洗いしている5人のうち3人が同一人で
あった。入院中の手洗い場所には石鹸があり、石鹸と流水
による手洗いが可能な環境が整っていた。しかし、退院後
では、必ずしも手洗い場所には石鹸があるとは、限らない
と推測する。退院後の回答者は、それまでの習慣化した手
洗い行動に戻った可能性があると推測された。本研究の設
問では、手洗い場面で手洗いをしない理由を尋ねなかっ
た。退院後の手洗い環境の変化や多忙であることなど以外
にどのような要因があるのか、今後さらに明らかにしてい
く必要があると考える。
　3か月時の手洗い方法において、32歳以上の人のグルー
プには流水のみの手洗いをしている人はおらず、32歳未満
の人に比べ、流水のみの手洗いの割合が少ない傾向があっ
た。本研究において、手洗いの方法として尋ねたのは、
「石鹸と流水」、「流水のみ」の2つであった。退院後、
この2つ以外の方法で手を清潔にしている場合も考えられ
た。母親は、どのような場面で上記2つ以外の方法で手を
清潔にしているかについて、さらに調査が必要と考える。
　CDCは2002年に「医療現場における手指衛生のためのガ
イドライン」を発表した11）。このガイドラインでは、短時
間の手洗いの有効性には、科学的な根拠がないことが明ら
かになった。これにより、従来の石鹸と流水による手洗い
から、擦式アルコール消毒剤による手指消毒が推奨され
た。また、ガイドラインでは、手の汚れの原因物質や程度
により、手指に目で見て明らかな汚れがある時や有機物で
汚染されている時は、石鹸と流水による手洗いを行い、手
を十分に乾燥させた後に擦式アルコール消毒剤の使用を示
している。その後、日本の医療現場において、擦式アル
コール消毒剤による手指消毒が取り入れられた。松村らの
報告12）においても、NICUにおける擦式アルコール消毒剤
による手指消毒の有効性が確認された。擦式アルコール消
毒剤は、成分中に手荒れを防ぐ成分を配合しており、市販
されている。
　家庭や外出先において、手洗い環境へのアクセスが悪い
場合に手洗いが必要な時、手洗いを行う方法として擦式ア
ルコール消毒剤による手指消毒が考えられる。母親は、育
児の他にも食事の準備や掃除､洗濯などの家事の時、幾度
となく手洗いが必要となる。手荒れのある手指には、細菌
が定着しやすい13）。したがって、手の汚染の程度や場面に
より、手洗いの方法を選択し、手荒れなどの皮膚のトラブ
ルを予防することが、手洗いの指導には必要であると考え
る。
　家庭内において、CA-MRSAが保菌されることがある14）。
何らかの感染経路により家庭に持ち込まれたCA-MRSA
が、家族内で伝播し、感染症を引き起こす原因になる。手
洗いは感染予防の視点から、重要な予防対策である。個人
衛生の教育は、小児期に開始することが重要である。母親
の清潔習慣の子どもへの影響は、大きいと考える。従って、

小児を育児する母親と家族全体を含めた手洗いの指導につ
いて、今後検討していく必要があると考える。

５．本研究の限界と課題
　本研究は、1施設での調査であり、対象者が少なかった
ことから、研究結果を一般化することには、限界があると
考える。今後、さらに状況が異なる多くの施設においても
同様な調査が必要であると考える。また、本研究は質問紙に
よる調査のため、質問紙の回答と実際の手洗いとの間に
は、乖離の可能性も否定できないと考える。本研究では、
同一人のグループにおいては、手洗いの所要時間や手洗い
の方法において、有意な経時変化がなかった。このことか
ら、効果的な手洗いの行動を習慣化できるような取組みが
必要であることが示唆された。
　今後、母親の手洗い行動の意識や行動の変容を明らかに
し、効果的な指導の内容と方法を検討していくことが必要
と考える。　

６．結論
　授乳期の母親の育児場面での手洗い行動の状況を明らか
にするため、自記式質問紙により、分娩退院時、産後1か
月時、産後3か月時に継続調査し、以下の結論を得た。

1.　退院時には、授乳や搾乳の前（95.5%）、オムツ交換後
（86.4%）に高い実施率で手洗いをしていた。しかし、時
間経過とともに実施率は減少し、オムツ交換後の便のとき
のみや、目で見て手が汚れていると分かる時のみに手洗い
をする人が増加した。

2.　15秒以上の効果的な手洗いをしていた割合は、退院時
54.5%、1か月時73.9%、3か月時58.3%であり、1か月時は、
効果的な手洗いをしている人の割合が多かった。1か月時
は、「授乳や搾乳の前にはいつも実施している」の場面で
手洗いの実施が無しと回答した群、および「オムツ交換
後、便のときのみ実施している」の場面で有りと回答した
群の手洗いの平均所要時間が、退院時や3か月時と比較す
ると、長かったことから、効果的な手洗いの割合が3つの
時期で一番多くなった可能性が推測された。同一人のグ
ループにおいて、手洗いの所要時間に有意な経時変化はな
かった。

3.　石鹸と流水による手洗いは、退院時（100%）、1か月
時（78.3%）、3か月時（79.2%）と減少した。また、同一
人のグループにおいて、手洗い方法に有意な経時変化はな
かった。

　退院後の手洗い実施率と石鹸と流水による手洗いの減
少は、手洗い設備環境の変化が影響した可能性が推測され

た。今後、母親の手洗い行動への認識を高め、行動変容を
持続する看護支援が必要と考える。分娩入院時から退院後
の地域において、医療施設と地域保健サービス部門との連
携により、手洗いの指導を継続していくことが必要である
と示唆された。
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１．はじめに
　免疫学的に易感染状態にある周産期の母子において、感
染予防対策は重要である。授乳期の母親に発症する乳腺
炎、産褥熱、創部感染症や小児の伝染性膿痂疹は、主とし
て黄色ブドウ球菌によって引き起こされる感染症である。
黄色ブドウ球菌は、広く生活環境に存在し、ヒトの皮膚や
粘膜にも常在することがある。黄色ブドウ球菌は、化膿性
感染症や敗血症、肺炎などの感染症だけでなく、毒素を産
生し、食中毒やブドウ球菌性熱傷様皮膚症候群を引き起こ
す。特に、免疫能力の低い生後3か月までの乳児において、

黄色ブドウ球菌は敗血症の主たる原因菌として、重要であ
る1）。
　1961年に、メチシリンに耐性を示すメチシリン耐性黄色
ブドウ球菌（methicillin-resistant Staphylococcus aureus;MRSA）
がイギリスで報告されて以来、MRSAの分離率は増加し、
病院感染を引き起こす細菌として問題となってきた。
MRSAは、入院中の患者の感染が前提であったが、1981
年に米国ミシガン州の病院外来患者から検出されたMRSA
は、それまでの医療関連MRSA（health-care associated MRSA:
HA-MRSA）とは異なる遺伝子の特徴を持っていた。米国
疾病管理予防センター（Centers for Disease Control and 
Prevention：CDC）は、このMRSAを市中感染型MRSA
（community-assosiated MRSA:CA-MRSA）として報告し
た2）。
　1990年代に入り、西オーストラリアのアボリジニや米国
の刑務所、スポーツチーム、軍隊、小児などで集団発生が
報告され3）、入院や治療歴のない健常人の間にCA-MRSA
による感染例が世界的に報告された。CA-MRSAは主に皮
膚、軟部組織感染症を起こすことが多いが、時には重症化

して壊死性筋膜炎、菌血症、壊死性肺炎などに至る症例が
報告されている。近年は日本を含む世界中で蔓延化傾向に
あり、市中だけでなく医療施設内へ侵入して、感染を起こ
すことが報告され、問題となっている4, 5）。近年では、
CA-MRSAとHA-MRSAは、医療施設の中で同居している
状態である6）。
　1996年、CDCは感染制御対策において、それまでの隔離
対策を修正、統合した「病院における隔離予防策のための
ガイドライン（Guideline for Isolation Precautions in Hospital）」
を発表した。この中では、スタンダードプリコーション（標
準予防策）が示され、我が国においても感染制御の基本的
な対策になっている。標準予防策は、感染症の有無にかか
わらず、病院でケアを受ける全ての患者に適用する感染予
防策であり、血液・体液・汗を除く分泌物・排泄物・損傷
皮膚・粘膜に対する予防策である。感染制御において、感
染経路に対する予防策は重要である。黄色ブドウ球菌の感
染経路は、接触感染であり、ヒトからヒトへの直接接触や
汚染物を介した間接的な接触感染経路である。感染予防対
策として、手洗いは感染経路を遮断する重要な対策である。
　医療施設では、標準予防策に準拠し、厳重な対策が実施
されてきた。特に、免疫学的に易感染状態にある母子を対
象とする産科病棟やNICUなどの周産期施設においては、
感染予防対策の厳守は重要である。感染経路対策における
医療従事者の手洗いの励行は、重要な対策であり、手洗い
の効果については、多く報告されてきた。しかし、直接育
児を行う母親の手洗いについての報告は少ない。
　そこで本研究は、授乳期の母親の手洗い行動の状況を明
らかにし、今後の母子看護の示唆を得ることを目的として
行った。

２．方法
1）対象者
　A医療施設で分娩し、本研究に同意を得られた女性を対
象とした。A医療施設は、高度医療、特殊医療、救急医療
等を提供する中核的役割をもつ施設であった。

2）データ収集方法
　分娩後、同一人において退院時、産後1か月時（以下、1
か月時）、産後3か月時（以下、3か月時）に継続して、3
回データを収集した。データ収集は2005年8月から2006年2
月にかけて、自記式質問紙により行った。質問紙の配布と
回収は、退院時は施設職員により行った。1か月時、3か月
時は、郵送にて配布し、回収した。

3）質問紙の内容
　本研究では、特に育児場面において授乳や搾乳といった
母子間で直接接触があり、乳児の食事に関わる場面と、排
泄物の処理を伴うオムツ交換時の場面に絞って、手洗いの

有無を尋ねた。手洗いが必要と考えられる場面について、
4つの場面「授乳や搾乳の前はいつも実施している」、
「オムツ交換の後はいつも実施している」、「オムツ交換
後、便のときのみ実施している」、「目で見て手が汚れて
いると分かる時のみ実施している」を設定し、手洗いを実
施しているか否かについて尋ねた（複数回答可）。
　手洗いを実施している場合、手洗いの方法について①石
鹸と流水、②流水のみのどちらにあたるか尋ねた。手洗い
の所要時間については、何秒かけて手洗いをしているかを
尋ねた。
　対象者に、乳児の栄養方法について尋ねた。また、年
齢、初経産、分娩日、新生児の体重、妊娠継続日数、分娩
様式、新生児の入院の有無については、診療録から情報を
得た。

4）分析方法
　質問紙に回答のあった項目について、有効回答として分
析した。統計ソフトSPSS 15.0J for Windowsを用いて、統計
的検定を行った。2群の差の検定には、対応のあるｔ検定、
Mann-WhitneyのU検定、χ2検定、Fisherの直接法、
McNemarのχ2検定を行った。3群の差の検定には、
Friedman検定、CochranのQ検定を行った。有意水準は、p < 
0.05とした。

5）倫理的配慮
　対象者には、研究の趣旨、研究協力の自由意志の尊重と
拒否しても不利益はないこと、匿名性およびプライバシー
の保護、情報の守秘などについて口頭および文書を用いて
説明した。研究への同意は、文書で得た。
　なお、本研究は医療施設の倫理委員会および、三重県立
看護大学研究倫理審査の承認を得て行った。

３．結果
３．１　対象者の背景
　質問紙の回答者数および回収率は、退院時22人（68.8%）、
1か月時23人（71.9%）、3か月時24人（75.0%）であった。
　対象者32人の年齢は、平均31.34±3.747歳（24～42）、初
産婦は17人、経産婦は15人であった。
　妊娠継続日数は、平均277.59±7.184日（264～291）で
あった。分娩様式は、経膣分娩26人、帝王切開術6人であっ
た。新生児の体重は、平均3098.69±424.279ｇ（2320～3790）
であった。新生児の入院は、有り6人（18.7%）、無し26人
（81.3%）であった。
　乳児の栄養方法は、退院時（n = 22）は、母乳栄養のみ7人
（31.8%）、混合栄養14人（63.6%）、ミルク栄養1人（4.5%）
であった。同様にして、1か月時（n = 23）では、母乳栄養
のみ10人（43.5%）、混合栄養13人（56.5%）、ミルク栄
養0人であった。3か月時（n = 24）では、母乳栄養のみ13人
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（54.2%）、混合栄養5人（20.8%）、ミルク栄養6人（25.0%）
であった（表1）。

３．２　手洗い場面での実施率
　実施率は、場面ごとに有効回答があった人の中に占める
実施していると回答した人の割合を求めた。「授乳や搾乳
の前にはいつも～」の場面での実施率は、退院時22人中21
人（95.5%）、1か月時23人中19人（82.6%）、3か月時24人
中18人（75.0%）と減少した。同様にして、「オムツ交換
の後はいつも～」の場面での実施率は、退院時22人中19人
（86.4%）、1か月時23人中16人（69.6%）、3か月時24人中8
人（33.3%）と減少した。
　一方、「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面では、
退院時22人中2人（9.1%）、1か月時23人中4人（17.4%）、3
か月時24人中8人（33.3%）と増加した。同様にして、「目
で見て手が汚れていると分かる時のみ～」の場面では、退
院時22人中1人（4.5%）、1か月時23人中8人（34.8%）、3か
月時24人中11人（45.8%）と増加した。
　退院時には、授乳や搾乳の前、オムツ交換後に高い実施
率で手洗いをしていた。しかし、時間経過とともに実施率
は減少し、オムツ交換後の便のときのみや、目で見て手が
汚れていると分かる時のみに手洗いをする人が増加した
（図1）。

３．３　手洗いの所要時間
1）所要時間の経時変化
　手洗いの所要時間について尋ねたところ、退院時22人の

平均所要時間は、20.55秒（5秒～60秒）であった。1か月時
23人の平均所要時間は、21.52秒（5秒～90秒）であった。
同様に、3か月時24人の平均所要時間は、17.25秒（3秒～30
秒）であった。退院時、1か月時、3か月時の3回に回答し
た14人において、手洗いの所要時間に有意な経時変化はな
かった（p > 0.05）。また、退院時と1か月時の2回に回答した
16人、同様にして1か月時と3か月時の2回に回答した21人、
退院時と3か月時の2回に回答した15人において、手洗いの
所要時間に有意な経時変化はなかった（p > 0.05）（図2）。

2）効果的な手洗いの経時変化
　手洗いの場合、15秒以上の時間をかけて洗うことが効果
的とされている。時期ごとに対象者を15秒未満と15秒以上
の2つのグループに分け、手洗いの所要時間について、さ
らに分析した。退院時、22人のうち15秒以上の人は、12人
（54.5%）であった。同様にして1か月時では、23人中17人
（73.9%）であった。3か月時では、24人中14人（58.3%）で
あった。効果的な手洗いをしている人の割合は、3つの時
期のうち、1か月時が一番多かった。
 本研究において、3回とも回答のあった人14人について、
効果的な手洗いをしている割合を分析した。退院時、14人
のうち15秒以上の人は、7人（50.0%）であった。同様にし
て1か月時では、14人中12人（85.7%）であった。3か月時
では、14人中9人（64.3%）であった。前述の結果と同様
に、1か月時は、退院時、3か月時と比べて、効果的な手洗
いをしている人の割合が多かった（図3）。

3）手洗い場面での実施の有無と所要時間との関連
　前述の手洗い場面での手洗いの実施の有無と手洗いの所
要時間との関連について、分析した。各時期において、各
々の手洗い場面での実施の有無の2群に分け、所要時間を
比較した。
（1）退院時
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面では、有りの21
人の平均所要時間21.05秒（5秒～60秒）、無しの1人の所要
時間10.00秒であった。「オムツ交換の後はいつも～」の場

面では、有りの19人の平均所要時間21.68秒（5秒～60秒）、
無しの3人の平均所要時間13.33秒（10秒～20秒）であっ
た。「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面では、有り
の2人の平均所要時間20.00秒（10秒～30秒）、無しの20人
の平均所要時間20.60秒（5秒～60秒）であった。
　「目で見て手が汚れていると分かる時のみ～」の場面で
は、有りの1人の所要時間30.00秒、無しの21人の平均所要
時間20.10秒（5秒～60秒）であった。
　いずれの場面においても、手洗いの実施の有無の2群間
において、所要時間に有意な差はなかった。

（2）1か月時
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面では、有りの19
人の平均所要時間20.26秒（5秒～90秒）、無しの4人の平均
所要時間27.50秒（20秒～30秒）であった。「オムツ交換の
後はいつも～」の場面では、有りの16人の平均所要時間
21.88秒（5秒～90秒）、無しの7人の平均所要時間20.71秒
（5秒～30秒）であった。「オムツ交換後、便のときの
み～」の場面では、有りの4人の平均所要時間27.50秒（20
秒～30秒）、無しの19人の平均所要時間20.26秒（5秒～
90秒）であった。「目で見て手が汚れていると分かる時の
み～」の場面では、有りの8人の平均所要時間25.63秒（5
秒～90秒）、無しの15人の平均所要時間19.33秒（5秒～30
秒）であった。
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面の2群間にお
いて、手洗いの実施が無いと回答した群のほうが、所要時
間が有意に長かった（p < 0.05）。また、「オムツ交換後、便
のときのみ～」の場面の2群間において、手洗いの実施が
有りと回答した群のほうが、所要時間が有意に長かった
（p < 0.05）。

（3）3か月時
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面では、有りの18
人の平均所要時間16.06秒（3秒～30秒）、無しの6人の平均
所要時間20.83秒（10秒～30秒）であった。「オムツ交換の
後はいつも～」の場面では、有りの8人の平均所要時間
14.50秒（6秒～30秒）、無しの16人の平均所要時間18.63秒
（3秒～30秒）であった。「オムツ交換後、便のときの
み～」の場面では、有りの8人の平均所要時間21.88秒（10
秒～30秒）、無しの16人の平均所要時間14.94秒（3秒～
30秒）であった。「目で見て手が汚れていると分かる時の
み～」の場面では、有りの11人の平均所要時間17.73秒（5
秒～30秒）、無しの13人の平均所要時間16.85秒（3秒～30
秒）であった。
　いずれの場面においても、手洗いの実施の有無の2群間
において、所要時間に有意な差はなかった。

4）所要時間と属性との関連
　時期ごとに、回答者の手洗い時間を15秒未満と15秒以上
の2つのグループに分け、年齢、初経産、分娩様式、妊娠
継続日数、新生児の入院、新生児の体重、乳児の栄養方法
との関連を分析した。年齢については、対象者集団の年齢
分布から、32歳未満と32歳以上の2つのグループに分けて
分析した。手洗い所要時間と属性との間には、有意な関連
はなかった（p > 0.05）。

３．４　手洗い方法
1）手洗い方法の経時変化
　手洗いの方法について尋ねたところ、退院時では回答
のあった22人全員（100%）が、石鹸と流水により手洗いを
していた。しかし、1か月時では、回答のあった23人のう
ち、石鹸と流水は18人（78.3%）、3か月時では、回答の
あった24人のうち、石鹸と流水は19人（79.2%）と減少し
た。流水のみの手洗いは、1か月時は23人中5人、3か月時
は24人中5人であった。この1か月時の5人と3か月時の5人
の回答者は、5人中3人が同一人であった。
　退院時、1か月時、3か月時の3回に回答した14人におい
て、手洗い方法に有意な経時変化はなかった（p > 0.05）。
また、退院時と1か月時、1か月時と3か月時、退院時と3か
月時の2回に回答した人において、手洗い方法に有意な経
時変化はなかった（p > 0.05）。同一人のグループにおいて、
手洗い方法における有意な経時変化はなかった（図4）。

2）手洗い方法と属性との関連
　時期ごとに、手洗い方法と年齢、初経産、分娩様式、妊
娠継続日数、新生児の入院、新生児の体重、乳児の栄養方
法との関連を分析した。なお年齢については、32歳未満と
32歳以上の2つのグループに分けて分析した。
　3か月時の手洗い方法と年齢との関連において、回答者
24人中32歳以上の人は10人であり、流水のみの手洗いをし
ている人は、いなかった。一方、32歳未満の人は14人であ
り、流水のみの手洗いをしている人は5人であった。2つの

表１　対象者の背景

図１手洗い場面での手洗い実施率

図2手洗い時間の経時変化

グループ間では、32歳以上のグループのほうが、流水のみ
の手洗いの割合が少ない傾向があった（p = 0.053）。その他
の属性との関連では、有意な関連はなかった（p > 0.05）。

４．考察
４．１　手洗い場面での手洗いの実施率
　東らの報告7）では、授乳時の手洗いを毎回していたのは、
入院中（100%）、1か月群（50.0%）、3か月群（35.7%）で
あった。本研究の授乳時「授乳や搾乳の前にはいつも～」
の結果と比較すると、退院時（95.5%）、1か月時（82.6%）、
3か月時（75.0%）と減少したが、1か月を過ぎても、手洗
いの実施率は、高い状態であった。調査をした施設におい
ては、分娩後の母親は、新生児室等で看護職員から、手洗
いや授乳・オムツ交換などの指導を受けていた。手洗いの
指導は、新生児室の入室時の手洗い場所等で、看護職員が
実際に手洗いをして母親に見せながら指導をしていた。ま
た、病棟内には手洗いのポスターを貼り、視覚的な媒体を
用いて指導していた。一方、手洗いの所要時間についての
説明は、されていなかった。分娩目的で入院する場合、入
院期間は1週間前後の短い期間である。しかし、母親自
身、手洗いが必要な場面を認識し、実際に手洗い行動がで
きるように支援することで、退院後の継続した手洗い行動
につながると考える。
　オムツ交換後には、排泄物の処理等で手が汚染されるこ
とが推測される。本研究では、退院時は「オムツ交換の後
はいつも～」（86.4%）の場面では、高い実施率であった
が、1か月時 （69.6%）、3か月時 （33.3%）と減少した。
また、1か月時、3か月時の時間経過とともに、「オムツ交
換後、便のときのみ～」「目で見て手が汚れていると分か
る時のみ～」の場面での実施率が増加した。オムツ交換
後、排泄物が便のときのみの手洗いや、目で見て手が汚れ
ていると分かる時のみの手洗いの場合、手洗いの回数自体
が減少している可能性が推測された。入院中は、病棟内の
手洗いが必要な場所に手洗いの設備があり、いつも手洗い
ができる環境が整えられていた。しかし、退院後の家庭や
外出先では、手洗いの設備は限られており、必ずしも育児

場面の近くに手洗い設備があるとは限らない。退院後の手
洗い実施率の低下は、手洗い環境の影響が推測された。本
研究では、出産前の手洗い行動の状況は、調査していな
い。今後、手洗い行動における入院および退院後の環境の
影響を明らかにするためには、妊娠中から退院後における
手洗い状況を調査することが必要と考える。
　生後3～4か月までの乳児は、特に免疫能力が低く、かつ
重症細菌感染症の発症頻度が高い時期である。また、産後
1か月頃までの母親は、感染性乳腺炎の発症頻度が高い時
期にあり8）、母子ともに感染性疾患のリスクの高い時期に
ある。従って、手洗いの指導は継続指導が必要な指導とし
てとらえ、母親の手洗い行動への認識を高め、行動変容を
持続する看護支援が必要と考える。分娩入院時が手洗いの
初回指導であれば、退院後の施設での外来受診時、地域に
おける乳児健診時などの機会の際に、医療施設と地域保健
サービス部門との連携により、指導を継続していくことが
必要であると考える。

４．２　手洗いの所要時間
　同一人のグループにおいて、手洗いの所要時間には、有
意な経時変化はみられなかった。本研究の調査施設の病棟
では、手洗いの指導において、看護職員が実際に手洗いを
して母親に見せながら指導をしていたが、手洗いの所要時
間についての説明はされていなかった。また本研究では、
回答へのバイアスをできるだけ少なくするため、設問の中
には、手洗いの時間に関する情報を入れなかった。本研究
では、3回の各期に回答した人は、14人と少なかった。し
かし、同一人のグループにおいて、所要時間には有意な経
時変化はみられなかったことから、回答者は普段自分が手
洗いにかけている時間を回答したと推測する。
　15秒以上の効果的な手洗いをしていた割合は、退院時
54.5%、1か月時73.9%、3か月時58.3%であった。1か月時
は、退院時、3か月時と比較すると、効果的な手洗いをし
ている人の割合が多かった。手洗い場面での手洗いの実施
の有無と手洗いの所要時間との関連について、「授乳や搾
乳の前にはいつも～」の場面の2群間において、手洗いの
実施が無いと回答した群のほうが、所要時間が有意に長
かった。また、「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面
の2群間において、手洗いの実施が有りと回答した群のほ
うが、所要時間が有意に長かった。1か月時、「授乳や搾
乳の前にはいつも～」の場面で手洗いの実施が無しと回答
した群、および「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面
で有りと回答した群の手洗いの平均所要時間は、2つの群
とも27.50秒であった。一方、退院時に同様の回答した2つ
の群の平均所要時間は10.00秒と20.00秒であり、3か月時で
は20.83秒と21.88秒であった。1か月時は、これら2つの群の
平均所要時間が、退院時や3か月時と比較すると長かった
ことから、効果的な手洗いの割合が、3つの時期で一番多

くなった可能性が推測された。
　排泄物の処理場面において、便の時のみの手洗いは、手
の汚染があるため、手洗いの時間が長くなったと推測され
る。この場合、尿のみを処理する場合は、手洗いをしてい
ない可能性が推測された。手洗い場面での実施率の低下か
ら考えると、手洗いの時間の長さが、必ずしも適切な手洗
い行動に結びついているとは限らないことが推測された。
手洗いの行動において、効果的な手洗いの所要時間に関す
る情報がない場合、個人の習慣化した手洗い行動が行われ
ると推測された。便などの汚染がないと手洗いをしない人
が増加したことは、排泄物を処理した後の手指には、目に
は見えない細菌やウィルスが付着していることを再度、指
導することが必要であると考える。
　田場らの報告9）では、小児病棟入院児の母親の手洗い指
導前の手洗い所要時間は、7秒から25秒程度であった。し
かし、指導しながらの手洗いでは、1分30秒から2分間と長
くなり、爪の周囲や母指の間、手首に洗い残しが若干残る
ものの、全体的に洗い残しが減った。石鹸と流水での手洗
い指導の場合、洗い残しの多い爪の周囲、母指の周辺、手
首などの部位に特に注意するように指導を行う。しかしな
がら、これに加えて手洗いの所要時間についても根拠を説
明し、指導することが必要と考える。
　多田らの報告10）では、NICUに入院している児の両親に
対する感染管理教育において、1回の初回指導では手洗い
は不十分であった。再教育後にコロニーの減少率や手洗い
の時間が増加し、改善がみられた。手洗いを指導した後、
母親が手洗いをしている場面を見る機会をとらえ、効果的
な手洗いであるか否かを評価することが必要と考える。さ
らに、再指導が必要であれば行うことで、指導効果が高く
なると考える。習慣化した手洗い行動をより効果的な手洗
い行動に変容するには、なぜその方法が必要なのかを根拠
を示しながら、根気強く指導を続けていくことが必要と考
える。
　このように、母親が手の汚染の原因や程度、育児場面に
応じて、科学的な根拠に基づいた効果的な手洗いを継続で
きる指導方法が必要と考える。手洗いの指導内容として、
手技の指導に加えて、手洗い前後の手指の細菌数の変化を
示した媒体、手洗いチェッカーなどを用いた手洗い前後の
洗い残しの確認などを行い、継続的に支援することが重要
と考える。

４．３　手洗い方法
　手洗いの方法の経時変化では、退院時22人全員（100%）
が石鹸と流水により手洗いを行っていた。しかし、1か月
時23人中18人（78.3%）、3か月時24人中19人（79.2%）と減
少した。本研究では、3回のすべてに回答した人は14人と
少なかった。しかし、同一人のグループにおいては、手洗
い方法に有意な変化がなかった。また、1か月時と3か月時

では、流水のみで手洗いしている5人のうち3人が同一人で
あった。入院中の手洗い場所には石鹸があり、石鹸と流水
による手洗いが可能な環境が整っていた。しかし、退院後
では、必ずしも手洗い場所には石鹸があるとは、限らない
と推測する。退院後の回答者は、それまでの習慣化した手
洗い行動に戻った可能性があると推測された。本研究の設
問では、手洗い場面で手洗いをしない理由を尋ねなかっ
た。退院後の手洗い環境の変化や多忙であることなど以外
にどのような要因があるのか、今後さらに明らかにしてい
く必要があると考える。
　3か月時の手洗い方法において、32歳以上の人のグルー
プには流水のみの手洗いをしている人はおらず、32歳未満
の人に比べ、流水のみの手洗いの割合が少ない傾向があっ
た。本研究において、手洗いの方法として尋ねたのは、
「石鹸と流水」、「流水のみ」の2つであった。退院後、
この2つ以外の方法で手を清潔にしている場合も考えられ
た。母親は、どのような場面で上記2つ以外の方法で手を
清潔にしているかについて、さらに調査が必要と考える。
　CDCは2002年に「医療現場における手指衛生のためのガ
イドライン」を発表した11）。このガイドラインでは、短時
間の手洗いの有効性には、科学的な根拠がないことが明ら
かになった。これにより、従来の石鹸と流水による手洗い
から、擦式アルコール消毒剤による手指消毒が推奨され
た。また、ガイドラインでは、手の汚れの原因物質や程度
により、手指に目で見て明らかな汚れがある時や有機物で
汚染されている時は、石鹸と流水による手洗いを行い、手
を十分に乾燥させた後に擦式アルコール消毒剤の使用を示
している。その後、日本の医療現場において、擦式アル
コール消毒剤による手指消毒が取り入れられた。松村らの
報告12）においても、NICUにおける擦式アルコール消毒剤
による手指消毒の有効性が確認された。擦式アルコール消
毒剤は、成分中に手荒れを防ぐ成分を配合しており、市販
されている。
　家庭や外出先において、手洗い環境へのアクセスが悪い
場合に手洗いが必要な時、手洗いを行う方法として擦式ア
ルコール消毒剤による手指消毒が考えられる。母親は、育
児の他にも食事の準備や掃除､洗濯などの家事の時、幾度
となく手洗いが必要となる。手荒れのある手指には、細菌
が定着しやすい13）。したがって、手の汚染の程度や場面に
より、手洗いの方法を選択し、手荒れなどの皮膚のトラブ
ルを予防することが、手洗いの指導には必要であると考え
る。
　家庭内において、CA-MRSAが保菌されることがある14）。
何らかの感染経路により家庭に持ち込まれたCA-MRSA
が、家族内で伝播し、感染症を引き起こす原因になる。手
洗いは感染予防の視点から、重要な予防対策である。個人
衛生の教育は、小児期に開始することが重要である。母親
の清潔習慣の子どもへの影響は、大きいと考える。従って、

小児を育児する母親と家族全体を含めた手洗いの指導につ
いて、今後検討していく必要があると考える。

５．本研究の限界と課題
　本研究は、1施設での調査であり、対象者が少なかった
ことから、研究結果を一般化することには、限界があると
考える。今後、さらに状況が異なる多くの施設においても
同様な調査が必要であると考える。また、本研究は質問紙に
よる調査のため、質問紙の回答と実際の手洗いとの間に
は、乖離の可能性も否定できないと考える。本研究では、
同一人のグループにおいては、手洗いの所要時間や手洗い
の方法において、有意な経時変化がなかった。このことか
ら、効果的な手洗いの行動を習慣化できるような取組みが
必要であることが示唆された。
　今後、母親の手洗い行動の意識や行動の変容を明らかに
し、効果的な指導の内容と方法を検討していくことが必要
と考える。　

６．結論
　授乳期の母親の育児場面での手洗い行動の状況を明らか
にするため、自記式質問紙により、分娩退院時、産後1か
月時、産後3か月時に継続調査し、以下の結論を得た。

1.　退院時には、授乳や搾乳の前（95.5%）、オムツ交換後
（86.4%）に高い実施率で手洗いをしていた。しかし、時
間経過とともに実施率は減少し、オムツ交換後の便のとき
のみや、目で見て手が汚れていると分かる時のみに手洗い
をする人が増加した。

2.　15秒以上の効果的な手洗いをしていた割合は、退院時
54.5%、1か月時73.9%、3か月時58.3%であり、1か月時は、
効果的な手洗いをしている人の割合が多かった。1か月時
は、「授乳や搾乳の前にはいつも実施している」の場面で
手洗いの実施が無しと回答した群、および「オムツ交換
後、便のときのみ実施している」の場面で有りと回答した
群の手洗いの平均所要時間が、退院時や3か月時と比較す
ると、長かったことから、効果的な手洗いの割合が3つの
時期で一番多くなった可能性が推測された。同一人のグ
ループにおいて、手洗いの所要時間に有意な経時変化はな
かった。

3.　石鹸と流水による手洗いは、退院時（100%）、1か月
時（78.3%）、3か月時（79.2%）と減少した。また、同一
人のグループにおいて、手洗い方法に有意な経時変化はな
かった。

　退院後の手洗い実施率と石鹸と流水による手洗いの減
少は、手洗い設備環境の変化が影響した可能性が推測され

た。今後、母親の手洗い行動への認識を高め、行動変容を
持続する看護支援が必要と考える。分娩入院時から退院後
の地域において、医療施設と地域保健サービス部門との連
携により、手洗いの指導を継続していくことが必要である
と示唆された。
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１．はじめに
　免疫学的に易感染状態にある周産期の母子において、感
染予防対策は重要である。授乳期の母親に発症する乳腺
炎、産褥熱、創部感染症や小児の伝染性膿痂疹は、主とし
て黄色ブドウ球菌によって引き起こされる感染症である。
黄色ブドウ球菌は、広く生活環境に存在し、ヒトの皮膚や
粘膜にも常在することがある。黄色ブドウ球菌は、化膿性
感染症や敗血症、肺炎などの感染症だけでなく、毒素を産
生し、食中毒やブドウ球菌性熱傷様皮膚症候群を引き起こ
す。特に、免疫能力の低い生後3か月までの乳児において、

黄色ブドウ球菌は敗血症の主たる原因菌として、重要であ
る1）。
　1961年に、メチシリンに耐性を示すメチシリン耐性黄色
ブドウ球菌（methicillin-resistant Staphylococcus aureus;MRSA）
がイギリスで報告されて以来、MRSAの分離率は増加し、
病院感染を引き起こす細菌として問題となってきた。
MRSAは、入院中の患者の感染が前提であったが、1981
年に米国ミシガン州の病院外来患者から検出されたMRSA
は、それまでの医療関連MRSA（health-care associated MRSA:
HA-MRSA）とは異なる遺伝子の特徴を持っていた。米国
疾病管理予防センター（Centers for Disease Control and 
Prevention：CDC）は、このMRSAを市中感染型MRSA
（community-assosiated MRSA:CA-MRSA）として報告し
た2）。
　1990年代に入り、西オーストラリアのアボリジニや米国
の刑務所、スポーツチーム、軍隊、小児などで集団発生が
報告され3）、入院や治療歴のない健常人の間にCA-MRSA
による感染例が世界的に報告された。CA-MRSAは主に皮
膚、軟部組織感染症を起こすことが多いが、時には重症化

して壊死性筋膜炎、菌血症、壊死性肺炎などに至る症例が
報告されている。近年は日本を含む世界中で蔓延化傾向に
あり、市中だけでなく医療施設内へ侵入して、感染を起こ
すことが報告され、問題となっている4, 5）。近年では、
CA-MRSAとHA-MRSAは、医療施設の中で同居している
状態である6）。
　1996年、CDCは感染制御対策において、それまでの隔離
対策を修正、統合した「病院における隔離予防策のための
ガイドライン（Guideline for Isolation Precautions in Hospital）」
を発表した。この中では、スタンダードプリコーション（標
準予防策）が示され、我が国においても感染制御の基本的
な対策になっている。標準予防策は、感染症の有無にかか
わらず、病院でケアを受ける全ての患者に適用する感染予
防策であり、血液・体液・汗を除く分泌物・排泄物・損傷
皮膚・粘膜に対する予防策である。感染制御において、感
染経路に対する予防策は重要である。黄色ブドウ球菌の感
染経路は、接触感染であり、ヒトからヒトへの直接接触や
汚染物を介した間接的な接触感染経路である。感染予防対
策として、手洗いは感染経路を遮断する重要な対策である。
　医療施設では、標準予防策に準拠し、厳重な対策が実施
されてきた。特に、免疫学的に易感染状態にある母子を対
象とする産科病棟やNICUなどの周産期施設においては、
感染予防対策の厳守は重要である。感染経路対策における
医療従事者の手洗いの励行は、重要な対策であり、手洗い
の効果については、多く報告されてきた。しかし、直接育
児を行う母親の手洗いについての報告は少ない。
　そこで本研究は、授乳期の母親の手洗い行動の状況を明
らかにし、今後の母子看護の示唆を得ることを目的として
行った。

２．方法
1）対象者
　A医療施設で分娩し、本研究に同意を得られた女性を対
象とした。A医療施設は、高度医療、特殊医療、救急医療
等を提供する中核的役割をもつ施設であった。

2）データ収集方法
　分娩後、同一人において退院時、産後1か月時（以下、1
か月時）、産後3か月時（以下、3か月時）に継続して、3
回データを収集した。データ収集は2005年8月から2006年2
月にかけて、自記式質問紙により行った。質問紙の配布と
回収は、退院時は施設職員により行った。1か月時、3か月
時は、郵送にて配布し、回収した。

3）質問紙の内容
　本研究では、特に育児場面において授乳や搾乳といった
母子間で直接接触があり、乳児の食事に関わる場面と、排
泄物の処理を伴うオムツ交換時の場面に絞って、手洗いの

有無を尋ねた。手洗いが必要と考えられる場面について、
4つの場面「授乳や搾乳の前はいつも実施している」、
「オムツ交換の後はいつも実施している」、「オムツ交換
後、便のときのみ実施している」、「目で見て手が汚れて
いると分かる時のみ実施している」を設定し、手洗いを実
施しているか否かについて尋ねた（複数回答可）。
　手洗いを実施している場合、手洗いの方法について①石
鹸と流水、②流水のみのどちらにあたるか尋ねた。手洗い
の所要時間については、何秒かけて手洗いをしているかを
尋ねた。
　対象者に、乳児の栄養方法について尋ねた。また、年
齢、初経産、分娩日、新生児の体重、妊娠継続日数、分娩
様式、新生児の入院の有無については、診療録から情報を
得た。

4）分析方法
　質問紙に回答のあった項目について、有効回答として分
析した。統計ソフトSPSS 15.0J for Windowsを用いて、統計
的検定を行った。2群の差の検定には、対応のあるｔ検定、
Mann-WhitneyのU検定、χ2検定、Fisherの直接法、
McNemarのχ2検定を行った。3群の差の検定には、
Friedman検定、CochranのQ検定を行った。有意水準は、p < 
0.05とした。

5）倫理的配慮
　対象者には、研究の趣旨、研究協力の自由意志の尊重と
拒否しても不利益はないこと、匿名性およびプライバシー
の保護、情報の守秘などについて口頭および文書を用いて
説明した。研究への同意は、文書で得た。
　なお、本研究は医療施設の倫理委員会および、三重県立
看護大学研究倫理審査の承認を得て行った。

３．結果
３．１　対象者の背景
　質問紙の回答者数および回収率は、退院時22人（68.8%）、
1か月時23人（71.9%）、3か月時24人（75.0%）であった。
　対象者32人の年齢は、平均31.34±3.747歳（24～42）、初
産婦は17人、経産婦は15人であった。
　妊娠継続日数は、平均277.59±7.184日（264～291）で
あった。分娩様式は、経膣分娩26人、帝王切開術6人であっ
た。新生児の体重は、平均3098.69±424.279ｇ（2320～3790）
であった。新生児の入院は、有り6人（18.7%）、無し26人
（81.3%）であった。
　乳児の栄養方法は、退院時（n = 22）は、母乳栄養のみ7人
（31.8%）、混合栄養14人（63.6%）、ミルク栄養1人（4.5%）
であった。同様にして、1か月時（n = 23）では、母乳栄養
のみ10人（43.5%）、混合栄養13人（56.5%）、ミルク栄
養0人であった。3か月時（n = 24）では、母乳栄養のみ13人
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（54.2%）、混合栄養5人（20.8%）、ミルク栄養6人（25.0%）
であった（表1）。

３．２　手洗い場面での実施率
　実施率は、場面ごとに有効回答があった人の中に占める
実施していると回答した人の割合を求めた。「授乳や搾乳
の前にはいつも～」の場面での実施率は、退院時22人中21
人（95.5%）、1か月時23人中19人（82.6%）、3か月時24人
中18人（75.0%）と減少した。同様にして、「オムツ交換
の後はいつも～」の場面での実施率は、退院時22人中19人
（86.4%）、1か月時23人中16人（69.6%）、3か月時24人中8
人（33.3%）と減少した。
　一方、「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面では、
退院時22人中2人（9.1%）、1か月時23人中4人（17.4%）、3
か月時24人中8人（33.3%）と増加した。同様にして、「目
で見て手が汚れていると分かる時のみ～」の場面では、退
院時22人中1人（4.5%）、1か月時23人中8人（34.8%）、3か
月時24人中11人（45.8%）と増加した。
　退院時には、授乳や搾乳の前、オムツ交換後に高い実施
率で手洗いをしていた。しかし、時間経過とともに実施率
は減少し、オムツ交換後の便のときのみや、目で見て手が
汚れていると分かる時のみに手洗いをする人が増加した
（図1）。

３．３　手洗いの所要時間
1）所要時間の経時変化
　手洗いの所要時間について尋ねたところ、退院時22人の

平均所要時間は、20.55秒（5秒～60秒）であった。1か月時
23人の平均所要時間は、21.52秒（5秒～90秒）であった。
同様に、3か月時24人の平均所要時間は、17.25秒（3秒～30
秒）であった。退院時、1か月時、3か月時の3回に回答し
た14人において、手洗いの所要時間に有意な経時変化はな
かった（p > 0.05）。また、退院時と1か月時の2回に回答した
16人、同様にして1か月時と3か月時の2回に回答した21人、
退院時と3か月時の2回に回答した15人において、手洗いの
所要時間に有意な経時変化はなかった（p > 0.05）（図2）。

2）効果的な手洗いの経時変化
　手洗いの場合、15秒以上の時間をかけて洗うことが効果
的とされている。時期ごとに対象者を15秒未満と15秒以上
の2つのグループに分け、手洗いの所要時間について、さ
らに分析した。退院時、22人のうち15秒以上の人は、12人
（54.5%）であった。同様にして1か月時では、23人中17人
（73.9%）であった。3か月時では、24人中14人（58.3%）で
あった。効果的な手洗いをしている人の割合は、3つの時
期のうち、1か月時が一番多かった。
 本研究において、3回とも回答のあった人14人について、
効果的な手洗いをしている割合を分析した。退院時、14人
のうち15秒以上の人は、7人（50.0%）であった。同様にし
て1か月時では、14人中12人（85.7%）であった。3か月時
では、14人中9人（64.3%）であった。前述の結果と同様
に、1か月時は、退院時、3か月時と比べて、効果的な手洗
いをしている人の割合が多かった（図3）。

3）手洗い場面での実施の有無と所要時間との関連
　前述の手洗い場面での手洗いの実施の有無と手洗いの所
要時間との関連について、分析した。各時期において、各
々の手洗い場面での実施の有無の2群に分け、所要時間を
比較した。
（1）退院時
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面では、有りの21
人の平均所要時間21.05秒（5秒～60秒）、無しの1人の所要
時間10.00秒であった。「オムツ交換の後はいつも～」の場

面では、有りの19人の平均所要時間21.68秒（5秒～60秒）、
無しの3人の平均所要時間13.33秒（10秒～20秒）であっ
た。「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面では、有り
の2人の平均所要時間20.00秒（10秒～30秒）、無しの20人
の平均所要時間20.60秒（5秒～60秒）であった。
　「目で見て手が汚れていると分かる時のみ～」の場面で
は、有りの1人の所要時間30.00秒、無しの21人の平均所要
時間20.10秒（5秒～60秒）であった。
　いずれの場面においても、手洗いの実施の有無の2群間
において、所要時間に有意な差はなかった。

（2）1か月時
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面では、有りの19
人の平均所要時間20.26秒（5秒～90秒）、無しの4人の平均
所要時間27.50秒（20秒～30秒）であった。「オムツ交換の
後はいつも～」の場面では、有りの16人の平均所要時間
21.88秒（5秒～90秒）、無しの7人の平均所要時間20.71秒
（5秒～30秒）であった。「オムツ交換後、便のときの
み～」の場面では、有りの4人の平均所要時間27.50秒（20
秒～30秒）、無しの19人の平均所要時間20.26秒（5秒～
90秒）であった。「目で見て手が汚れていると分かる時の
み～」の場面では、有りの8人の平均所要時間25.63秒（5
秒～90秒）、無しの15人の平均所要時間19.33秒（5秒～30
秒）であった。
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面の2群間にお
いて、手洗いの実施が無いと回答した群のほうが、所要時
間が有意に長かった（p < 0.05）。また、「オムツ交換後、便
のときのみ～」の場面の2群間において、手洗いの実施が
有りと回答した群のほうが、所要時間が有意に長かった
（p < 0.05）。

（3）3か月時
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面では、有りの18
人の平均所要時間16.06秒（3秒～30秒）、無しの6人の平均
所要時間20.83秒（10秒～30秒）であった。「オムツ交換の
後はいつも～」の場面では、有りの8人の平均所要時間
14.50秒（6秒～30秒）、無しの16人の平均所要時間18.63秒
（3秒～30秒）であった。「オムツ交換後、便のときの
み～」の場面では、有りの8人の平均所要時間21.88秒（10
秒～30秒）、無しの16人の平均所要時間14.94秒（3秒～
30秒）であった。「目で見て手が汚れていると分かる時の
み～」の場面では、有りの11人の平均所要時間17.73秒（5
秒～30秒）、無しの13人の平均所要時間16.85秒（3秒～30
秒）であった。
　いずれの場面においても、手洗いの実施の有無の2群間
において、所要時間に有意な差はなかった。

4）所要時間と属性との関連
　時期ごとに、回答者の手洗い時間を15秒未満と15秒以上
の2つのグループに分け、年齢、初経産、分娩様式、妊娠
継続日数、新生児の入院、新生児の体重、乳児の栄養方法
との関連を分析した。年齢については、対象者集団の年齢
分布から、32歳未満と32歳以上の2つのグループに分けて
分析した。手洗い所要時間と属性との間には、有意な関連
はなかった（p > 0.05）。

３．４　手洗い方法
1）手洗い方法の経時変化
　手洗いの方法について尋ねたところ、退院時では回答
のあった22人全員（100%）が、石鹸と流水により手洗いを
していた。しかし、1か月時では、回答のあった23人のう
ち、石鹸と流水は18人（78.3%）、3か月時では、回答の
あった24人のうち、石鹸と流水は19人（79.2%）と減少し
た。流水のみの手洗いは、1か月時は23人中5人、3か月時
は24人中5人であった。この1か月時の5人と3か月時の5人
の回答者は、5人中3人が同一人であった。
　退院時、1か月時、3か月時の3回に回答した14人におい
て、手洗い方法に有意な経時変化はなかった（p > 0.05）。
また、退院時と1か月時、1か月時と3か月時、退院時と3か
月時の2回に回答した人において、手洗い方法に有意な経
時変化はなかった（p > 0.05）。同一人のグループにおいて、
手洗い方法における有意な経時変化はなかった（図4）。

2）手洗い方法と属性との関連
　時期ごとに、手洗い方法と年齢、初経産、分娩様式、妊
娠継続日数、新生児の入院、新生児の体重、乳児の栄養方
法との関連を分析した。なお年齢については、32歳未満と
32歳以上の2つのグループに分けて分析した。
　3か月時の手洗い方法と年齢との関連において、回答者
24人中32歳以上の人は10人であり、流水のみの手洗いをし
ている人は、いなかった。一方、32歳未満の人は14人であ
り、流水のみの手洗いをしている人は5人であった。2つの

グループ間では、32歳以上のグループのほうが、流水のみ
の手洗いの割合が少ない傾向があった（p = 0.053）。その他
の属性との関連では、有意な関連はなかった（p > 0.05）。

４．考察
４．１　手洗い場面での手洗いの実施率
　東らの報告7）では、授乳時の手洗いを毎回していたのは、
入院中（100%）、1か月群（50.0%）、3か月群（35.7%）で
あった。本研究の授乳時「授乳や搾乳の前にはいつも～」
の結果と比較すると、退院時（95.5%）、1か月時（82.6%）、
3か月時（75.0%）と減少したが、1か月を過ぎても、手洗
いの実施率は、高い状態であった。調査をした施設におい
ては、分娩後の母親は、新生児室等で看護職員から、手洗
いや授乳・オムツ交換などの指導を受けていた。手洗いの
指導は、新生児室の入室時の手洗い場所等で、看護職員が
実際に手洗いをして母親に見せながら指導をしていた。ま
た、病棟内には手洗いのポスターを貼り、視覚的な媒体を
用いて指導していた。一方、手洗いの所要時間についての
説明は、されていなかった。分娩目的で入院する場合、入
院期間は1週間前後の短い期間である。しかし、母親自
身、手洗いが必要な場面を認識し、実際に手洗い行動がで
きるように支援することで、退院後の継続した手洗い行動
につながると考える。
　オムツ交換後には、排泄物の処理等で手が汚染されるこ
とが推測される。本研究では、退院時は「オムツ交換の後
はいつも～」（86.4%）の場面では、高い実施率であった
が、1か月時 （69.6%）、3か月時 （33.3%）と減少した。
また、1か月時、3か月時の時間経過とともに、「オムツ交
換後、便のときのみ～」「目で見て手が汚れていると分か
る時のみ～」の場面での実施率が増加した。オムツ交換
後、排泄物が便のときのみの手洗いや、目で見て手が汚れ
ていると分かる時のみの手洗いの場合、手洗いの回数自体
が減少している可能性が推測された。入院中は、病棟内の
手洗いが必要な場所に手洗いの設備があり、いつも手洗い
ができる環境が整えられていた。しかし、退院後の家庭や
外出先では、手洗いの設備は限られており、必ずしも育児

場面の近くに手洗い設備があるとは限らない。退院後の手
洗い実施率の低下は、手洗い環境の影響が推測された。本
研究では、出産前の手洗い行動の状況は、調査していな
い。今後、手洗い行動における入院および退院後の環境の
影響を明らかにするためには、妊娠中から退院後における
手洗い状況を調査することが必要と考える。
　生後3～4か月までの乳児は、特に免疫能力が低く、かつ
重症細菌感染症の発症頻度が高い時期である。また、産後
1か月頃までの母親は、感染性乳腺炎の発症頻度が高い時
期にあり8）、母子ともに感染性疾患のリスクの高い時期に
ある。従って、手洗いの指導は継続指導が必要な指導とし
てとらえ、母親の手洗い行動への認識を高め、行動変容を
持続する看護支援が必要と考える。分娩入院時が手洗いの
初回指導であれば、退院後の施設での外来受診時、地域に
おける乳児健診時などの機会の際に、医療施設と地域保健
サービス部門との連携により、指導を継続していくことが
必要であると考える。

４．２　手洗いの所要時間
　同一人のグループにおいて、手洗いの所要時間には、有
意な経時変化はみられなかった。本研究の調査施設の病棟
では、手洗いの指導において、看護職員が実際に手洗いを
して母親に見せながら指導をしていたが、手洗いの所要時
間についての説明はされていなかった。また本研究では、
回答へのバイアスをできるだけ少なくするため、設問の中
には、手洗いの時間に関する情報を入れなかった。本研究
では、3回の各期に回答した人は、14人と少なかった。し
かし、同一人のグループにおいて、所要時間には有意な経
時変化はみられなかったことから、回答者は普段自分が手
洗いにかけている時間を回答したと推測する。
　15秒以上の効果的な手洗いをしていた割合は、退院時
54.5%、1か月時73.9%、3か月時58.3%であった。1か月時
は、退院時、3か月時と比較すると、効果的な手洗いをし
ている人の割合が多かった。手洗い場面での手洗いの実施
の有無と手洗いの所要時間との関連について、「授乳や搾
乳の前にはいつも～」の場面の2群間において、手洗いの
実施が無いと回答した群のほうが、所要時間が有意に長
かった。また、「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面
の2群間において、手洗いの実施が有りと回答した群のほ
うが、所要時間が有意に長かった。1か月時、「授乳や搾
乳の前にはいつも～」の場面で手洗いの実施が無しと回答
した群、および「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面
で有りと回答した群の手洗いの平均所要時間は、2つの群
とも27.50秒であった。一方、退院時に同様の回答した2つ
の群の平均所要時間は10.00秒と20.00秒であり、3か月時で
は20.83秒と21.88秒であった。1か月時は、これら2つの群の
平均所要時間が、退院時や3か月時と比較すると長かった
ことから、効果的な手洗いの割合が、3つの時期で一番多

くなった可能性が推測された。
　排泄物の処理場面において、便の時のみの手洗いは、手
の汚染があるため、手洗いの時間が長くなったと推測され
る。この場合、尿のみを処理する場合は、手洗いをしてい
ない可能性が推測された。手洗い場面での実施率の低下か
ら考えると、手洗いの時間の長さが、必ずしも適切な手洗
い行動に結びついているとは限らないことが推測された。
手洗いの行動において、効果的な手洗いの所要時間に関す
る情報がない場合、個人の習慣化した手洗い行動が行われ
ると推測された。便などの汚染がないと手洗いをしない人
が増加したことは、排泄物を処理した後の手指には、目に
は見えない細菌やウィルスが付着していることを再度、指
導することが必要であると考える。
　田場らの報告9）では、小児病棟入院児の母親の手洗い指
導前の手洗い所要時間は、7秒から25秒程度であった。し
かし、指導しながらの手洗いでは、1分30秒から2分間と長
くなり、爪の周囲や母指の間、手首に洗い残しが若干残る
ものの、全体的に洗い残しが減った。石鹸と流水での手洗
い指導の場合、洗い残しの多い爪の周囲、母指の周辺、手
首などの部位に特に注意するように指導を行う。しかしな
がら、これに加えて手洗いの所要時間についても根拠を説
明し、指導することが必要と考える。
　多田らの報告10）では、NICUに入院している児の両親に
対する感染管理教育において、1回の初回指導では手洗い
は不十分であった。再教育後にコロニーの減少率や手洗い
の時間が増加し、改善がみられた。手洗いを指導した後、
母親が手洗いをしている場面を見る機会をとらえ、効果的
な手洗いであるか否かを評価することが必要と考える。さ
らに、再指導が必要であれば行うことで、指導効果が高く
なると考える。習慣化した手洗い行動をより効果的な手洗
い行動に変容するには、なぜその方法が必要なのかを根拠
を示しながら、根気強く指導を続けていくことが必要と考
える。
　このように、母親が手の汚染の原因や程度、育児場面に
応じて、科学的な根拠に基づいた効果的な手洗いを継続で
きる指導方法が必要と考える。手洗いの指導内容として、
手技の指導に加えて、手洗い前後の手指の細菌数の変化を
示した媒体、手洗いチェッカーなどを用いた手洗い前後の
洗い残しの確認などを行い、継続的に支援することが重要
と考える。

４．３　手洗い方法
　手洗いの方法の経時変化では、退院時22人全員（100%）
が石鹸と流水により手洗いを行っていた。しかし、1か月
時23人中18人（78.3%）、3か月時24人中19人（79.2%）と減
少した。本研究では、3回のすべてに回答した人は14人と
少なかった。しかし、同一人のグループにおいては、手洗
い方法に有意な変化がなかった。また、1か月時と3か月時

では、流水のみで手洗いしている5人のうち3人が同一人で
あった。入院中の手洗い場所には石鹸があり、石鹸と流水
による手洗いが可能な環境が整っていた。しかし、退院後
では、必ずしも手洗い場所には石鹸があるとは、限らない
と推測する。退院後の回答者は、それまでの習慣化した手
洗い行動に戻った可能性があると推測された。本研究の設
問では、手洗い場面で手洗いをしない理由を尋ねなかっ
た。退院後の手洗い環境の変化や多忙であることなど以外
にどのような要因があるのか、今後さらに明らかにしてい
く必要があると考える。
　3か月時の手洗い方法において、32歳以上の人のグルー
プには流水のみの手洗いをしている人はおらず、32歳未満
の人に比べ、流水のみの手洗いの割合が少ない傾向があっ
た。本研究において、手洗いの方法として尋ねたのは、
「石鹸と流水」、「流水のみ」の2つであった。退院後、
この2つ以外の方法で手を清潔にしている場合も考えられ
た。母親は、どのような場面で上記2つ以外の方法で手を
清潔にしているかについて、さらに調査が必要と考える。
　CDCは2002年に「医療現場における手指衛生のためのガ
イドライン」を発表した11）。このガイドラインでは、短時
間の手洗いの有効性には、科学的な根拠がないことが明ら
かになった。これにより、従来の石鹸と流水による手洗い
から、擦式アルコール消毒剤による手指消毒が推奨され
た。また、ガイドラインでは、手の汚れの原因物質や程度
により、手指に目で見て明らかな汚れがある時や有機物で
汚染されている時は、石鹸と流水による手洗いを行い、手
を十分に乾燥させた後に擦式アルコール消毒剤の使用を示
している。その後、日本の医療現場において、擦式アル
コール消毒剤による手指消毒が取り入れられた。松村らの
報告12）においても、NICUにおける擦式アルコール消毒剤
による手指消毒の有効性が確認された。擦式アルコール消
毒剤は、成分中に手荒れを防ぐ成分を配合しており、市販
されている。
　家庭や外出先において、手洗い環境へのアクセスが悪い
場合に手洗いが必要な時、手洗いを行う方法として擦式ア
ルコール消毒剤による手指消毒が考えられる。母親は、育
児の他にも食事の準備や掃除､洗濯などの家事の時、幾度
となく手洗いが必要となる。手荒れのある手指には、細菌
が定着しやすい13）。したがって、手の汚染の程度や場面に
より、手洗いの方法を選択し、手荒れなどの皮膚のトラブ
ルを予防することが、手洗いの指導には必要であると考え
る。
　家庭内において、CA-MRSAが保菌されることがある14）。
何らかの感染経路により家庭に持ち込まれたCA-MRSA
が、家族内で伝播し、感染症を引き起こす原因になる。手
洗いは感染予防の視点から、重要な予防対策である。個人
衛生の教育は、小児期に開始することが重要である。母親
の清潔習慣の子どもへの影響は、大きいと考える。従って、

小児を育児する母親と家族全体を含めた手洗いの指導につ
いて、今後検討していく必要があると考える。

５．本研究の限界と課題
　本研究は、1施設での調査であり、対象者が少なかった
ことから、研究結果を一般化することには、限界があると
考える。今後、さらに状況が異なる多くの施設においても
同様な調査が必要であると考える。また、本研究は質問紙に
よる調査のため、質問紙の回答と実際の手洗いとの間に
は、乖離の可能性も否定できないと考える。本研究では、
同一人のグループにおいては、手洗いの所要時間や手洗い
の方法において、有意な経時変化がなかった。このことか
ら、効果的な手洗いの行動を習慣化できるような取組みが
必要であることが示唆された。
　今後、母親の手洗い行動の意識や行動の変容を明らかに
し、効果的な指導の内容と方法を検討していくことが必要
と考える。　

６．結論
　授乳期の母親の育児場面での手洗い行動の状況を明らか
にするため、自記式質問紙により、分娩退院時、産後1か
月時、産後3か月時に継続調査し、以下の結論を得た。

1.　退院時には、授乳や搾乳の前（95.5%）、オムツ交換後
（86.4%）に高い実施率で手洗いをしていた。しかし、時
間経過とともに実施率は減少し、オムツ交換後の便のとき
のみや、目で見て手が汚れていると分かる時のみに手洗い
をする人が増加した。

2.　15秒以上の効果的な手洗いをしていた割合は、退院時
54.5%、1か月時73.9%、3か月時58.3%であり、1か月時は、
効果的な手洗いをしている人の割合が多かった。1か月時
は、「授乳や搾乳の前にはいつも実施している」の場面で
手洗いの実施が無しと回答した群、および「オムツ交換
後、便のときのみ実施している」の場面で有りと回答した
群の手洗いの平均所要時間が、退院時や3か月時と比較す
ると、長かったことから、効果的な手洗いの割合が3つの
時期で一番多くなった可能性が推測された。同一人のグ
ループにおいて、手洗いの所要時間に有意な経時変化はな
かった。

3.　石鹸と流水による手洗いは、退院時（100%）、1か月
時（78.3%）、3か月時（79.2%）と減少した。また、同一
人のグループにおいて、手洗い方法に有意な経時変化はな
かった。

　退院後の手洗い実施率と石鹸と流水による手洗いの減
少は、手洗い設備環境の変化が影響した可能性が推測され

た。今後、母親の手洗い行動への認識を高め、行動変容を
持続する看護支援が必要と考える。分娩入院時から退院後
の地域において、医療施設と地域保健サービス部門との連
携により、手洗いの指導を継続していくことが必要である
と示唆された。
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図3　効果的な手洗いの経時変化
15秒以上15秒未満
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１．はじめに
　免疫学的に易感染状態にある周産期の母子において、感
染予防対策は重要である。授乳期の母親に発症する乳腺
炎、産褥熱、創部感染症や小児の伝染性膿痂疹は、主とし
て黄色ブドウ球菌によって引き起こされる感染症である。
黄色ブドウ球菌は、広く生活環境に存在し、ヒトの皮膚や
粘膜にも常在することがある。黄色ブドウ球菌は、化膿性
感染症や敗血症、肺炎などの感染症だけでなく、毒素を産
生し、食中毒やブドウ球菌性熱傷様皮膚症候群を引き起こ
す。特に、免疫能力の低い生後3か月までの乳児において、

黄色ブドウ球菌は敗血症の主たる原因菌として、重要であ
る1）。
　1961年に、メチシリンに耐性を示すメチシリン耐性黄色
ブドウ球菌（methicillin-resistant Staphylococcus aureus;MRSA）
がイギリスで報告されて以来、MRSAの分離率は増加し、
病院感染を引き起こす細菌として問題となってきた。
MRSAは、入院中の患者の感染が前提であったが、1981
年に米国ミシガン州の病院外来患者から検出されたMRSA
は、それまでの医療関連MRSA（health-care associated MRSA:
HA-MRSA）とは異なる遺伝子の特徴を持っていた。米国
疾病管理予防センター（Centers for Disease Control and 
Prevention：CDC）は、このMRSAを市中感染型MRSA
（community-assosiated MRSA:CA-MRSA）として報告し
た2）。
　1990年代に入り、西オーストラリアのアボリジニや米国
の刑務所、スポーツチーム、軍隊、小児などで集団発生が
報告され3）、入院や治療歴のない健常人の間にCA-MRSA
による感染例が世界的に報告された。CA-MRSAは主に皮
膚、軟部組織感染症を起こすことが多いが、時には重症化

して壊死性筋膜炎、菌血症、壊死性肺炎などに至る症例が
報告されている。近年は日本を含む世界中で蔓延化傾向に
あり、市中だけでなく医療施設内へ侵入して、感染を起こ
すことが報告され、問題となっている4, 5）。近年では、
CA-MRSAとHA-MRSAは、医療施設の中で同居している
状態である6）。
　1996年、CDCは感染制御対策において、それまでの隔離
対策を修正、統合した「病院における隔離予防策のための
ガイドライン（Guideline for Isolation Precautions in Hospital）」
を発表した。この中では、スタンダードプリコーション（標
準予防策）が示され、我が国においても感染制御の基本的
な対策になっている。標準予防策は、感染症の有無にかか
わらず、病院でケアを受ける全ての患者に適用する感染予
防策であり、血液・体液・汗を除く分泌物・排泄物・損傷
皮膚・粘膜に対する予防策である。感染制御において、感
染経路に対する予防策は重要である。黄色ブドウ球菌の感
染経路は、接触感染であり、ヒトからヒトへの直接接触や
汚染物を介した間接的な接触感染経路である。感染予防対
策として、手洗いは感染経路を遮断する重要な対策である。
　医療施設では、標準予防策に準拠し、厳重な対策が実施
されてきた。特に、免疫学的に易感染状態にある母子を対
象とする産科病棟やNICUなどの周産期施設においては、
感染予防対策の厳守は重要である。感染経路対策における
医療従事者の手洗いの励行は、重要な対策であり、手洗い
の効果については、多く報告されてきた。しかし、直接育
児を行う母親の手洗いについての報告は少ない。
　そこで本研究は、授乳期の母親の手洗い行動の状況を明
らかにし、今後の母子看護の示唆を得ることを目的として
行った。

２．方法
1）対象者
　A医療施設で分娩し、本研究に同意を得られた女性を対
象とした。A医療施設は、高度医療、特殊医療、救急医療
等を提供する中核的役割をもつ施設であった。

2）データ収集方法
　分娩後、同一人において退院時、産後1か月時（以下、1
か月時）、産後3か月時（以下、3か月時）に継続して、3
回データを収集した。データ収集は2005年8月から2006年2
月にかけて、自記式質問紙により行った。質問紙の配布と
回収は、退院時は施設職員により行った。1か月時、3か月
時は、郵送にて配布し、回収した。

3）質問紙の内容
　本研究では、特に育児場面において授乳や搾乳といった
母子間で直接接触があり、乳児の食事に関わる場面と、排
泄物の処理を伴うオムツ交換時の場面に絞って、手洗いの

有無を尋ねた。手洗いが必要と考えられる場面について、
4つの場面「授乳や搾乳の前はいつも実施している」、
「オムツ交換の後はいつも実施している」、「オムツ交換
後、便のときのみ実施している」、「目で見て手が汚れて
いると分かる時のみ実施している」を設定し、手洗いを実
施しているか否かについて尋ねた（複数回答可）。
　手洗いを実施している場合、手洗いの方法について①石
鹸と流水、②流水のみのどちらにあたるか尋ねた。手洗い
の所要時間については、何秒かけて手洗いをしているかを
尋ねた。
　対象者に、乳児の栄養方法について尋ねた。また、年
齢、初経産、分娩日、新生児の体重、妊娠継続日数、分娩
様式、新生児の入院の有無については、診療録から情報を
得た。

4）分析方法
　質問紙に回答のあった項目について、有効回答として分
析した。統計ソフトSPSS 15.0J for Windowsを用いて、統計
的検定を行った。2群の差の検定には、対応のあるｔ検定、
Mann-WhitneyのU検定、χ2検定、Fisherの直接法、
McNemarのχ2検定を行った。3群の差の検定には、
Friedman検定、CochranのQ検定を行った。有意水準は、p < 
0.05とした。

5）倫理的配慮
　対象者には、研究の趣旨、研究協力の自由意志の尊重と
拒否しても不利益はないこと、匿名性およびプライバシー
の保護、情報の守秘などについて口頭および文書を用いて
説明した。研究への同意は、文書で得た。
　なお、本研究は医療施設の倫理委員会および、三重県立
看護大学研究倫理審査の承認を得て行った。

３．結果
３．１　対象者の背景
　質問紙の回答者数および回収率は、退院時22人（68.8%）、
1か月時23人（71.9%）、3か月時24人（75.0%）であった。
　対象者32人の年齢は、平均31.34±3.747歳（24～42）、初
産婦は17人、経産婦は15人であった。
　妊娠継続日数は、平均277.59±7.184日（264～291）で
あった。分娩様式は、経膣分娩26人、帝王切開術6人であっ
た。新生児の体重は、平均3098.69±424.279ｇ（2320～3790）
であった。新生児の入院は、有り6人（18.7%）、無し26人
（81.3%）であった。
　乳児の栄養方法は、退院時（n = 22）は、母乳栄養のみ7人
（31.8%）、混合栄養14人（63.6%）、ミルク栄養1人（4.5%）
であった。同様にして、1か月時（n = 23）では、母乳栄養
のみ10人（43.5%）、混合栄養13人（56.5%）、ミルク栄
養0人であった。3か月時（n = 24）では、母乳栄養のみ13人

（54.2%）、混合栄養5人（20.8%）、ミルク栄養6人（25.0%）
であった（表1）。

３．２　手洗い場面での実施率
　実施率は、場面ごとに有効回答があった人の中に占める
実施していると回答した人の割合を求めた。「授乳や搾乳
の前にはいつも～」の場面での実施率は、退院時22人中21
人（95.5%）、1か月時23人中19人（82.6%）、3か月時24人
中18人（75.0%）と減少した。同様にして、「オムツ交換
の後はいつも～」の場面での実施率は、退院時22人中19人
（86.4%）、1か月時23人中16人（69.6%）、3か月時24人中8
人（33.3%）と減少した。
　一方、「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面では、
退院時22人中2人（9.1%）、1か月時23人中4人（17.4%）、3
か月時24人中8人（33.3%）と増加した。同様にして、「目
で見て手が汚れていると分かる時のみ～」の場面では、退
院時22人中1人（4.5%）、1か月時23人中8人（34.8%）、3か
月時24人中11人（45.8%）と増加した。
　退院時には、授乳や搾乳の前、オムツ交換後に高い実施
率で手洗いをしていた。しかし、時間経過とともに実施率
は減少し、オムツ交換後の便のときのみや、目で見て手が
汚れていると分かる時のみに手洗いをする人が増加した
（図1）。

３．３　手洗いの所要時間
1）所要時間の経時変化
　手洗いの所要時間について尋ねたところ、退院時22人の

平均所要時間は、20.55秒（5秒～60秒）であった。1か月時
23人の平均所要時間は、21.52秒（5秒～90秒）であった。
同様に、3か月時24人の平均所要時間は、17.25秒（3秒～30
秒）であった。退院時、1か月時、3か月時の3回に回答し
た14人において、手洗いの所要時間に有意な経時変化はな
かった（p > 0.05）。また、退院時と1か月時の2回に回答した
16人、同様にして1か月時と3か月時の2回に回答した21人、
退院時と3か月時の2回に回答した15人において、手洗いの
所要時間に有意な経時変化はなかった（p > 0.05）（図2）。

2）効果的な手洗いの経時変化
　手洗いの場合、15秒以上の時間をかけて洗うことが効果
的とされている。時期ごとに対象者を15秒未満と15秒以上
の2つのグループに分け、手洗いの所要時間について、さ
らに分析した。退院時、22人のうち15秒以上の人は、12人
（54.5%）であった。同様にして1か月時では、23人中17人
（73.9%）であった。3か月時では、24人中14人（58.3%）で
あった。効果的な手洗いをしている人の割合は、3つの時
期のうち、1か月時が一番多かった。
 本研究において、3回とも回答のあった人14人について、
効果的な手洗いをしている割合を分析した。退院時、14人
のうち15秒以上の人は、7人（50.0%）であった。同様にし
て1か月時では、14人中12人（85.7%）であった。3か月時
では、14人中9人（64.3%）であった。前述の結果と同様
に、1か月時は、退院時、3か月時と比べて、効果的な手洗
いをしている人の割合が多かった（図3）。

3）手洗い場面での実施の有無と所要時間との関連
　前述の手洗い場面での手洗いの実施の有無と手洗いの所
要時間との関連について、分析した。各時期において、各
々の手洗い場面での実施の有無の2群に分け、所要時間を
比較した。
（1）退院時
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面では、有りの21
人の平均所要時間21.05秒（5秒～60秒）、無しの1人の所要
時間10.00秒であった。「オムツ交換の後はいつも～」の場

面では、有りの19人の平均所要時間21.68秒（5秒～60秒）、
無しの3人の平均所要時間13.33秒（10秒～20秒）であっ
た。「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面では、有り
の2人の平均所要時間20.00秒（10秒～30秒）、無しの20人
の平均所要時間20.60秒（5秒～60秒）であった。
　「目で見て手が汚れていると分かる時のみ～」の場面で
は、有りの1人の所要時間30.00秒、無しの21人の平均所要
時間20.10秒（5秒～60秒）であった。
　いずれの場面においても、手洗いの実施の有無の2群間
において、所要時間に有意な差はなかった。

（2）1か月時
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面では、有りの19
人の平均所要時間20.26秒（5秒～90秒）、無しの4人の平均
所要時間27.50秒（20秒～30秒）であった。「オムツ交換の
後はいつも～」の場面では、有りの16人の平均所要時間
21.88秒（5秒～90秒）、無しの7人の平均所要時間20.71秒
（5秒～30秒）であった。「オムツ交換後、便のときの
み～」の場面では、有りの4人の平均所要時間27.50秒（20
秒～30秒）、無しの19人の平均所要時間20.26秒（5秒～
90秒）であった。「目で見て手が汚れていると分かる時の
み～」の場面では、有りの8人の平均所要時間25.63秒（5
秒～90秒）、無しの15人の平均所要時間19.33秒（5秒～30
秒）であった。
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面の2群間にお
いて、手洗いの実施が無いと回答した群のほうが、所要時
間が有意に長かった（p < 0.05）。また、「オムツ交換後、便
のときのみ～」の場面の2群間において、手洗いの実施が
有りと回答した群のほうが、所要時間が有意に長かった
（p < 0.05）。

（3）3か月時
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面では、有りの18
人の平均所要時間16.06秒（3秒～30秒）、無しの6人の平均
所要時間20.83秒（10秒～30秒）であった。「オムツ交換の
後はいつも～」の場面では、有りの8人の平均所要時間
14.50秒（6秒～30秒）、無しの16人の平均所要時間18.63秒
（3秒～30秒）であった。「オムツ交換後、便のときの
み～」の場面では、有りの8人の平均所要時間21.88秒（10
秒～30秒）、無しの16人の平均所要時間14.94秒（3秒～
30秒）であった。「目で見て手が汚れていると分かる時の
み～」の場面では、有りの11人の平均所要時間17.73秒（5
秒～30秒）、無しの13人の平均所要時間16.85秒（3秒～30
秒）であった。
　いずれの場面においても、手洗いの実施の有無の2群間
において、所要時間に有意な差はなかった。

4）所要時間と属性との関連
　時期ごとに、回答者の手洗い時間を15秒未満と15秒以上
の2つのグループに分け、年齢、初経産、分娩様式、妊娠
継続日数、新生児の入院、新生児の体重、乳児の栄養方法
との関連を分析した。年齢については、対象者集団の年齢
分布から、32歳未満と32歳以上の2つのグループに分けて
分析した。手洗い所要時間と属性との間には、有意な関連
はなかった（p > 0.05）。

３．４　手洗い方法
1）手洗い方法の経時変化
　手洗いの方法について尋ねたところ、退院時では回答
のあった22人全員（100%）が、石鹸と流水により手洗いを
していた。しかし、1か月時では、回答のあった23人のう
ち、石鹸と流水は18人（78.3%）、3か月時では、回答の
あった24人のうち、石鹸と流水は19人（79.2%）と減少し
た。流水のみの手洗いは、1か月時は23人中5人、3か月時
は24人中5人であった。この1か月時の5人と3か月時の5人
の回答者は、5人中3人が同一人であった。
　退院時、1か月時、3か月時の3回に回答した14人におい
て、手洗い方法に有意な経時変化はなかった（p > 0.05）。
また、退院時と1か月時、1か月時と3か月時、退院時と3か
月時の2回に回答した人において、手洗い方法に有意な経
時変化はなかった（p > 0.05）。同一人のグループにおいて、
手洗い方法における有意な経時変化はなかった（図4）。

2）手洗い方法と属性との関連
　時期ごとに、手洗い方法と年齢、初経産、分娩様式、妊
娠継続日数、新生児の入院、新生児の体重、乳児の栄養方
法との関連を分析した。なお年齢については、32歳未満と
32歳以上の2つのグループに分けて分析した。
　3か月時の手洗い方法と年齢との関連において、回答者
24人中32歳以上の人は10人であり、流水のみの手洗いをし
ている人は、いなかった。一方、32歳未満の人は14人であ
り、流水のみの手洗いをしている人は5人であった。2つの

授乳期の母親の手洗い行動

グループ間では、32歳以上のグループのほうが、流水のみ
の手洗いの割合が少ない傾向があった（p = 0.053）。その他
の属性との関連では、有意な関連はなかった（p > 0.05）。

４．考察
４．１　手洗い場面での手洗いの実施率
　東らの報告7）では、授乳時の手洗いを毎回していたのは、
入院中（100%）、1か月群（50.0%）、3か月群（35.7%）で
あった。本研究の授乳時「授乳や搾乳の前にはいつも～」
の結果と比較すると、退院時（95.5%）、1か月時（82.6%）、
3か月時（75.0%）と減少したが、1か月を過ぎても、手洗
いの実施率は、高い状態であった。調査をした施設におい
ては、分娩後の母親は、新生児室等で看護職員から、手洗
いや授乳・オムツ交換などの指導を受けていた。手洗いの
指導は、新生児室の入室時の手洗い場所等で、看護職員が
実際に手洗いをして母親に見せながら指導をしていた。ま
た、病棟内には手洗いのポスターを貼り、視覚的な媒体を
用いて指導していた。一方、手洗いの所要時間についての
説明は、されていなかった。分娩目的で入院する場合、入
院期間は1週間前後の短い期間である。しかし、母親自
身、手洗いが必要な場面を認識し、実際に手洗い行動がで
きるように支援することで、退院後の継続した手洗い行動
につながると考える。
　オムツ交換後には、排泄物の処理等で手が汚染されるこ
とが推測される。本研究では、退院時は「オムツ交換の後
はいつも～」（86.4%）の場面では、高い実施率であった
が、1か月時 （69.6%）、3か月時 （33.3%）と減少した。
また、1か月時、3か月時の時間経過とともに、「オムツ交
換後、便のときのみ～」「目で見て手が汚れていると分か
る時のみ～」の場面での実施率が増加した。オムツ交換
後、排泄物が便のときのみの手洗いや、目で見て手が汚れ
ていると分かる時のみの手洗いの場合、手洗いの回数自体
が減少している可能性が推測された。入院中は、病棟内の
手洗いが必要な場所に手洗いの設備があり、いつも手洗い
ができる環境が整えられていた。しかし、退院後の家庭や
外出先では、手洗いの設備は限られており、必ずしも育児

場面の近くに手洗い設備があるとは限らない。退院後の手
洗い実施率の低下は、手洗い環境の影響が推測された。本
研究では、出産前の手洗い行動の状況は、調査していな
い。今後、手洗い行動における入院および退院後の環境の
影響を明らかにするためには、妊娠中から退院後における
手洗い状況を調査することが必要と考える。
　生後3～4か月までの乳児は、特に免疫能力が低く、かつ
重症細菌感染症の発症頻度が高い時期である。また、産後
1か月頃までの母親は、感染性乳腺炎の発症頻度が高い時
期にあり8）、母子ともに感染性疾患のリスクの高い時期に
ある。従って、手洗いの指導は継続指導が必要な指導とし
てとらえ、母親の手洗い行動への認識を高め、行動変容を
持続する看護支援が必要と考える。分娩入院時が手洗いの
初回指導であれば、退院後の施設での外来受診時、地域に
おける乳児健診時などの機会の際に、医療施設と地域保健
サービス部門との連携により、指導を継続していくことが
必要であると考える。

４．２　手洗いの所要時間
　同一人のグループにおいて、手洗いの所要時間には、有
意な経時変化はみられなかった。本研究の調査施設の病棟
では、手洗いの指導において、看護職員が実際に手洗いを
して母親に見せながら指導をしていたが、手洗いの所要時
間についての説明はされていなかった。また本研究では、
回答へのバイアスをできるだけ少なくするため、設問の中
には、手洗いの時間に関する情報を入れなかった。本研究
では、3回の各期に回答した人は、14人と少なかった。し
かし、同一人のグループにおいて、所要時間には有意な経
時変化はみられなかったことから、回答者は普段自分が手
洗いにかけている時間を回答したと推測する。
　15秒以上の効果的な手洗いをしていた割合は、退院時
54.5%、1か月時73.9%、3か月時58.3%であった。1か月時
は、退院時、3か月時と比較すると、効果的な手洗いをし
ている人の割合が多かった。手洗い場面での手洗いの実施
の有無と手洗いの所要時間との関連について、「授乳や搾
乳の前にはいつも～」の場面の2群間において、手洗いの
実施が無いと回答した群のほうが、所要時間が有意に長
かった。また、「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面
の2群間において、手洗いの実施が有りと回答した群のほ
うが、所要時間が有意に長かった。1か月時、「授乳や搾
乳の前にはいつも～」の場面で手洗いの実施が無しと回答
した群、および「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面
で有りと回答した群の手洗いの平均所要時間は、2つの群
とも27.50秒であった。一方、退院時に同様の回答した2つ
の群の平均所要時間は10.00秒と20.00秒であり、3か月時で
は20.83秒と21.88秒であった。1か月時は、これら2つの群の
平均所要時間が、退院時や3か月時と比較すると長かった
ことから、効果的な手洗いの割合が、3つの時期で一番多

くなった可能性が推測された。
　排泄物の処理場面において、便の時のみの手洗いは、手
の汚染があるため、手洗いの時間が長くなったと推測され
る。この場合、尿のみを処理する場合は、手洗いをしてい
ない可能性が推測された。手洗い場面での実施率の低下か
ら考えると、手洗いの時間の長さが、必ずしも適切な手洗
い行動に結びついているとは限らないことが推測された。
手洗いの行動において、効果的な手洗いの所要時間に関す
る情報がない場合、個人の習慣化した手洗い行動が行われ
ると推測された。便などの汚染がないと手洗いをしない人
が増加したことは、排泄物を処理した後の手指には、目に
は見えない細菌やウィルスが付着していることを再度、指
導することが必要であると考える。
　田場らの報告9）では、小児病棟入院児の母親の手洗い指
導前の手洗い所要時間は、7秒から25秒程度であった。し
かし、指導しながらの手洗いでは、1分30秒から2分間と長
くなり、爪の周囲や母指の間、手首に洗い残しが若干残る
ものの、全体的に洗い残しが減った。石鹸と流水での手洗
い指導の場合、洗い残しの多い爪の周囲、母指の周辺、手
首などの部位に特に注意するように指導を行う。しかしな
がら、これに加えて手洗いの所要時間についても根拠を説
明し、指導することが必要と考える。
　多田らの報告10）では、NICUに入院している児の両親に
対する感染管理教育において、1回の初回指導では手洗い
は不十分であった。再教育後にコロニーの減少率や手洗い
の時間が増加し、改善がみられた。手洗いを指導した後、
母親が手洗いをしている場面を見る機会をとらえ、効果的
な手洗いであるか否かを評価することが必要と考える。さ
らに、再指導が必要であれば行うことで、指導効果が高く
なると考える。習慣化した手洗い行動をより効果的な手洗
い行動に変容するには、なぜその方法が必要なのかを根拠
を示しながら、根気強く指導を続けていくことが必要と考
える。
　このように、母親が手の汚染の原因や程度、育児場面に
応じて、科学的な根拠に基づいた効果的な手洗いを継続で
きる指導方法が必要と考える。手洗いの指導内容として、
手技の指導に加えて、手洗い前後の手指の細菌数の変化を
示した媒体、手洗いチェッカーなどを用いた手洗い前後の
洗い残しの確認などを行い、継続的に支援することが重要
と考える。

４．３　手洗い方法
　手洗いの方法の経時変化では、退院時22人全員（100%）
が石鹸と流水により手洗いを行っていた。しかし、1か月
時23人中18人（78.3%）、3か月時24人中19人（79.2%）と減
少した。本研究では、3回のすべてに回答した人は14人と
少なかった。しかし、同一人のグループにおいては、手洗
い方法に有意な変化がなかった。また、1か月時と3か月時

では、流水のみで手洗いしている5人のうち3人が同一人で
あった。入院中の手洗い場所には石鹸があり、石鹸と流水
による手洗いが可能な環境が整っていた。しかし、退院後
では、必ずしも手洗い場所には石鹸があるとは、限らない
と推測する。退院後の回答者は、それまでの習慣化した手
洗い行動に戻った可能性があると推測された。本研究の設
問では、手洗い場面で手洗いをしない理由を尋ねなかっ
た。退院後の手洗い環境の変化や多忙であることなど以外
にどのような要因があるのか、今後さらに明らかにしてい
く必要があると考える。
　3か月時の手洗い方法において、32歳以上の人のグルー
プには流水のみの手洗いをしている人はおらず、32歳未満
の人に比べ、流水のみの手洗いの割合が少ない傾向があっ
た。本研究において、手洗いの方法として尋ねたのは、
「石鹸と流水」、「流水のみ」の2つであった。退院後、
この2つ以外の方法で手を清潔にしている場合も考えられ
た。母親は、どのような場面で上記2つ以外の方法で手を
清潔にしているかについて、さらに調査が必要と考える。
　CDCは2002年に「医療現場における手指衛生のためのガ
イドライン」を発表した11）。このガイドラインでは、短時
間の手洗いの有効性には、科学的な根拠がないことが明ら
かになった。これにより、従来の石鹸と流水による手洗い
から、擦式アルコール消毒剤による手指消毒が推奨され
た。また、ガイドラインでは、手の汚れの原因物質や程度
により、手指に目で見て明らかな汚れがある時や有機物で
汚染されている時は、石鹸と流水による手洗いを行い、手
を十分に乾燥させた後に擦式アルコール消毒剤の使用を示
している。その後、日本の医療現場において、擦式アル
コール消毒剤による手指消毒が取り入れられた。松村らの
報告12）においても、NICUにおける擦式アルコール消毒剤
による手指消毒の有効性が確認された。擦式アルコール消
毒剤は、成分中に手荒れを防ぐ成分を配合しており、市販
されている。
　家庭や外出先において、手洗い環境へのアクセスが悪い
場合に手洗いが必要な時、手洗いを行う方法として擦式ア
ルコール消毒剤による手指消毒が考えられる。母親は、育
児の他にも食事の準備や掃除､洗濯などの家事の時、幾度
となく手洗いが必要となる。手荒れのある手指には、細菌
が定着しやすい13）。したがって、手の汚染の程度や場面に
より、手洗いの方法を選択し、手荒れなどの皮膚のトラブ
ルを予防することが、手洗いの指導には必要であると考え
る。
　家庭内において、CA-MRSAが保菌されることがある14）。
何らかの感染経路により家庭に持ち込まれたCA-MRSA
が、家族内で伝播し、感染症を引き起こす原因になる。手
洗いは感染予防の視点から、重要な予防対策である。個人
衛生の教育は、小児期に開始することが重要である。母親
の清潔習慣の子どもへの影響は、大きいと考える。従って、

小児を育児する母親と家族全体を含めた手洗いの指導につ
いて、今後検討していく必要があると考える。

５．本研究の限界と課題
　本研究は、1施設での調査であり、対象者が少なかった
ことから、研究結果を一般化することには、限界があると
考える。今後、さらに状況が異なる多くの施設においても
同様な調査が必要であると考える。また、本研究は質問紙に
よる調査のため、質問紙の回答と実際の手洗いとの間に
は、乖離の可能性も否定できないと考える。本研究では、
同一人のグループにおいては、手洗いの所要時間や手洗い
の方法において、有意な経時変化がなかった。このことか
ら、効果的な手洗いの行動を習慣化できるような取組みが
必要であることが示唆された。
　今後、母親の手洗い行動の意識や行動の変容を明らかに
し、効果的な指導の内容と方法を検討していくことが必要
と考える。　

６．結論
　授乳期の母親の育児場面での手洗い行動の状況を明らか
にするため、自記式質問紙により、分娩退院時、産後1か
月時、産後3か月時に継続調査し、以下の結論を得た。

1.　退院時には、授乳や搾乳の前（95.5%）、オムツ交換後
（86.4%）に高い実施率で手洗いをしていた。しかし、時
間経過とともに実施率は減少し、オムツ交換後の便のとき
のみや、目で見て手が汚れていると分かる時のみに手洗い
をする人が増加した。

2.　15秒以上の効果的な手洗いをしていた割合は、退院時
54.5%、1か月時73.9%、3か月時58.3%であり、1か月時は、
効果的な手洗いをしている人の割合が多かった。1か月時
は、「授乳や搾乳の前にはいつも実施している」の場面で
手洗いの実施が無しと回答した群、および「オムツ交換
後、便のときのみ実施している」の場面で有りと回答した
群の手洗いの平均所要時間が、退院時や3か月時と比較す
ると、長かったことから、効果的な手洗いの割合が3つの
時期で一番多くなった可能性が推測された。同一人のグ
ループにおいて、手洗いの所要時間に有意な経時変化はな
かった。

3.　石鹸と流水による手洗いは、退院時（100%）、1か月
時（78.3%）、3か月時（79.2%）と減少した。また、同一
人のグループにおいて、手洗い方法に有意な経時変化はな
かった。

　退院後の手洗い実施率と石鹸と流水による手洗いの減
少は、手洗い設備環境の変化が影響した可能性が推測され

た。今後、母親の手洗い行動への認識を高め、行動変容を
持続する看護支援が必要と考える。分娩入院時から退院後
の地域において、医療施設と地域保健サービス部門との連
携により、手洗いの指導を継続していくことが必要である
と示唆された。
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図4　手洗い方法の経時変化
流水のみ石鹸と流水
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１．はじめに
　免疫学的に易感染状態にある周産期の母子において、感
染予防対策は重要である。授乳期の母親に発症する乳腺
炎、産褥熱、創部感染症や小児の伝染性膿痂疹は、主とし
て黄色ブドウ球菌によって引き起こされる感染症である。
黄色ブドウ球菌は、広く生活環境に存在し、ヒトの皮膚や
粘膜にも常在することがある。黄色ブドウ球菌は、化膿性
感染症や敗血症、肺炎などの感染症だけでなく、毒素を産
生し、食中毒やブドウ球菌性熱傷様皮膚症候群を引き起こ
す。特に、免疫能力の低い生後3か月までの乳児において、

黄色ブドウ球菌は敗血症の主たる原因菌として、重要であ
る1）。
　1961年に、メチシリンに耐性を示すメチシリン耐性黄色
ブドウ球菌（methicillin-resistant Staphylococcus aureus;MRSA）
がイギリスで報告されて以来、MRSAの分離率は増加し、
病院感染を引き起こす細菌として問題となってきた。
MRSAは、入院中の患者の感染が前提であったが、1981
年に米国ミシガン州の病院外来患者から検出されたMRSA
は、それまでの医療関連MRSA（health-care associated MRSA:
HA-MRSA）とは異なる遺伝子の特徴を持っていた。米国
疾病管理予防センター（Centers for Disease Control and 
Prevention：CDC）は、このMRSAを市中感染型MRSA
（community-assosiated MRSA:CA-MRSA）として報告し
た2）。
　1990年代に入り、西オーストラリアのアボリジニや米国
の刑務所、スポーツチーム、軍隊、小児などで集団発生が
報告され3）、入院や治療歴のない健常人の間にCA-MRSA
による感染例が世界的に報告された。CA-MRSAは主に皮
膚、軟部組織感染症を起こすことが多いが、時には重症化
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して壊死性筋膜炎、菌血症、壊死性肺炎などに至る症例が
報告されている。近年は日本を含む世界中で蔓延化傾向に
あり、市中だけでなく医療施設内へ侵入して、感染を起こ
すことが報告され、問題となっている4, 5）。近年では、
CA-MRSAとHA-MRSAは、医療施設の中で同居している
状態である6）。
　1996年、CDCは感染制御対策において、それまでの隔離
対策を修正、統合した「病院における隔離予防策のための
ガイドライン（Guideline for Isolation Precautions in Hospital）」
を発表した。この中では、スタンダードプリコーション（標
準予防策）が示され、我が国においても感染制御の基本的
な対策になっている。標準予防策は、感染症の有無にかか
わらず、病院でケアを受ける全ての患者に適用する感染予
防策であり、血液・体液・汗を除く分泌物・排泄物・損傷
皮膚・粘膜に対する予防策である。感染制御において、感
染経路に対する予防策は重要である。黄色ブドウ球菌の感
染経路は、接触感染であり、ヒトからヒトへの直接接触や
汚染物を介した間接的な接触感染経路である。感染予防対
策として、手洗いは感染経路を遮断する重要な対策である。
　医療施設では、標準予防策に準拠し、厳重な対策が実施
されてきた。特に、免疫学的に易感染状態にある母子を対
象とする産科病棟やNICUなどの周産期施設においては、
感染予防対策の厳守は重要である。感染経路対策における
医療従事者の手洗いの励行は、重要な対策であり、手洗い
の効果については、多く報告されてきた。しかし、直接育
児を行う母親の手洗いについての報告は少ない。
　そこで本研究は、授乳期の母親の手洗い行動の状況を明
らかにし、今後の母子看護の示唆を得ることを目的として
行った。

２．方法
1）対象者
　A医療施設で分娩し、本研究に同意を得られた女性を対
象とした。A医療施設は、高度医療、特殊医療、救急医療
等を提供する中核的役割をもつ施設であった。

2）データ収集方法
　分娩後、同一人において退院時、産後1か月時（以下、1
か月時）、産後3か月時（以下、3か月時）に継続して、3
回データを収集した。データ収集は2005年8月から2006年2
月にかけて、自記式質問紙により行った。質問紙の配布と
回収は、退院時は施設職員により行った。1か月時、3か月
時は、郵送にて配布し、回収した。

3）質問紙の内容
　本研究では、特に育児場面において授乳や搾乳といった
母子間で直接接触があり、乳児の食事に関わる場面と、排
泄物の処理を伴うオムツ交換時の場面に絞って、手洗いの

有無を尋ねた。手洗いが必要と考えられる場面について、
4つの場面「授乳や搾乳の前はいつも実施している」、
「オムツ交換の後はいつも実施している」、「オムツ交換
後、便のときのみ実施している」、「目で見て手が汚れて
いると分かる時のみ実施している」を設定し、手洗いを実
施しているか否かについて尋ねた（複数回答可）。
　手洗いを実施している場合、手洗いの方法について①石
鹸と流水、②流水のみのどちらにあたるか尋ねた。手洗い
の所要時間については、何秒かけて手洗いをしているかを
尋ねた。
　対象者に、乳児の栄養方法について尋ねた。また、年
齢、初経産、分娩日、新生児の体重、妊娠継続日数、分娩
様式、新生児の入院の有無については、診療録から情報を
得た。

4）分析方法
　質問紙に回答のあった項目について、有効回答として分
析した。統計ソフトSPSS 15.0J for Windowsを用いて、統計
的検定を行った。2群の差の検定には、対応のあるｔ検定、
Mann-WhitneyのU検定、χ2検定、Fisherの直接法、
McNemarのχ2検定を行った。3群の差の検定には、
Friedman検定、CochranのQ検定を行った。有意水準は、p < 
0.05とした。

5）倫理的配慮
　対象者には、研究の趣旨、研究協力の自由意志の尊重と
拒否しても不利益はないこと、匿名性およびプライバシー
の保護、情報の守秘などについて口頭および文書を用いて
説明した。研究への同意は、文書で得た。
　なお、本研究は医療施設の倫理委員会および、三重県立
看護大学研究倫理審査の承認を得て行った。

３．結果
３．１　対象者の背景
　質問紙の回答者数および回収率は、退院時22人（68.8%）、
1か月時23人（71.9%）、3か月時24人（75.0%）であった。
　対象者32人の年齢は、平均31.34±3.747歳（24～42）、初
産婦は17人、経産婦は15人であった。
　妊娠継続日数は、平均277.59±7.184日（264～291）で
あった。分娩様式は、経膣分娩26人、帝王切開術6人であっ
た。新生児の体重は、平均3098.69±424.279ｇ（2320～3790）
であった。新生児の入院は、有り6人（18.7%）、無し26人
（81.3%）であった。
　乳児の栄養方法は、退院時（n = 22）は、母乳栄養のみ7人
（31.8%）、混合栄養14人（63.6%）、ミルク栄養1人（4.5%）
であった。同様にして、1か月時（n = 23）では、母乳栄養
のみ10人（43.5%）、混合栄養13人（56.5%）、ミルク栄
養0人であった。3か月時（n = 24）では、母乳栄養のみ13人

（54.2%）、混合栄養5人（20.8%）、ミルク栄養6人（25.0%）
であった（表1）。

３．２　手洗い場面での実施率
　実施率は、場面ごとに有効回答があった人の中に占める
実施していると回答した人の割合を求めた。「授乳や搾乳
の前にはいつも～」の場面での実施率は、退院時22人中21
人（95.5%）、1か月時23人中19人（82.6%）、3か月時24人
中18人（75.0%）と減少した。同様にして、「オムツ交換
の後はいつも～」の場面での実施率は、退院時22人中19人
（86.4%）、1か月時23人中16人（69.6%）、3か月時24人中8
人（33.3%）と減少した。
　一方、「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面では、
退院時22人中2人（9.1%）、1か月時23人中4人（17.4%）、3
か月時24人中8人（33.3%）と増加した。同様にして、「目
で見て手が汚れていると分かる時のみ～」の場面では、退
院時22人中1人（4.5%）、1か月時23人中8人（34.8%）、3か
月時24人中11人（45.8%）と増加した。
　退院時には、授乳や搾乳の前、オムツ交換後に高い実施
率で手洗いをしていた。しかし、時間経過とともに実施率
は減少し、オムツ交換後の便のときのみや、目で見て手が
汚れていると分かる時のみに手洗いをする人が増加した
（図1）。

３．３　手洗いの所要時間
1）所要時間の経時変化
　手洗いの所要時間について尋ねたところ、退院時22人の

平均所要時間は、20.55秒（5秒～60秒）であった。1か月時
23人の平均所要時間は、21.52秒（5秒～90秒）であった。
同様に、3か月時24人の平均所要時間は、17.25秒（3秒～30
秒）であった。退院時、1か月時、3か月時の3回に回答し
た14人において、手洗いの所要時間に有意な経時変化はな
かった（p > 0.05）。また、退院時と1か月時の2回に回答した
16人、同様にして1か月時と3か月時の2回に回答した21人、
退院時と3か月時の2回に回答した15人において、手洗いの
所要時間に有意な経時変化はなかった（p > 0.05）（図2）。

2）効果的な手洗いの経時変化
　手洗いの場合、15秒以上の時間をかけて洗うことが効果
的とされている。時期ごとに対象者を15秒未満と15秒以上
の2つのグループに分け、手洗いの所要時間について、さ
らに分析した。退院時、22人のうち15秒以上の人は、12人
（54.5%）であった。同様にして1か月時では、23人中17人
（73.9%）であった。3か月時では、24人中14人（58.3%）で
あった。効果的な手洗いをしている人の割合は、3つの時
期のうち、1か月時が一番多かった。
 本研究において、3回とも回答のあった人14人について、
効果的な手洗いをしている割合を分析した。退院時、14人
のうち15秒以上の人は、7人（50.0%）であった。同様にし
て1か月時では、14人中12人（85.7%）であった。3か月時
では、14人中9人（64.3%）であった。前述の結果と同様
に、1か月時は、退院時、3か月時と比べて、効果的な手洗
いをしている人の割合が多かった（図3）。

3）手洗い場面での実施の有無と所要時間との関連
　前述の手洗い場面での手洗いの実施の有無と手洗いの所
要時間との関連について、分析した。各時期において、各
々の手洗い場面での実施の有無の2群に分け、所要時間を
比較した。
（1）退院時
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面では、有りの21
人の平均所要時間21.05秒（5秒～60秒）、無しの1人の所要
時間10.00秒であった。「オムツ交換の後はいつも～」の場

面では、有りの19人の平均所要時間21.68秒（5秒～60秒）、
無しの3人の平均所要時間13.33秒（10秒～20秒）であっ
た。「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面では、有り
の2人の平均所要時間20.00秒（10秒～30秒）、無しの20人
の平均所要時間20.60秒（5秒～60秒）であった。
　「目で見て手が汚れていると分かる時のみ～」の場面で
は、有りの1人の所要時間30.00秒、無しの21人の平均所要
時間20.10秒（5秒～60秒）であった。
　いずれの場面においても、手洗いの実施の有無の2群間
において、所要時間に有意な差はなかった。

（2）1か月時
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面では、有りの19
人の平均所要時間20.26秒（5秒～90秒）、無しの4人の平均
所要時間27.50秒（20秒～30秒）であった。「オムツ交換の
後はいつも～」の場面では、有りの16人の平均所要時間
21.88秒（5秒～90秒）、無しの7人の平均所要時間20.71秒
（5秒～30秒）であった。「オムツ交換後、便のときの
み～」の場面では、有りの4人の平均所要時間27.50秒（20
秒～30秒）、無しの19人の平均所要時間20.26秒（5秒～
90秒）であった。「目で見て手が汚れていると分かる時の
み～」の場面では、有りの8人の平均所要時間25.63秒（5
秒～90秒）、無しの15人の平均所要時間19.33秒（5秒～30
秒）であった。
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面の2群間にお
いて、手洗いの実施が無いと回答した群のほうが、所要時
間が有意に長かった（p < 0.05）。また、「オムツ交換後、便
のときのみ～」の場面の2群間において、手洗いの実施が
有りと回答した群のほうが、所要時間が有意に長かった
（p < 0.05）。

（3）3か月時
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面では、有りの18
人の平均所要時間16.06秒（3秒～30秒）、無しの6人の平均
所要時間20.83秒（10秒～30秒）であった。「オムツ交換の
後はいつも～」の場面では、有りの8人の平均所要時間
14.50秒（6秒～30秒）、無しの16人の平均所要時間18.63秒
（3秒～30秒）であった。「オムツ交換後、便のときの
み～」の場面では、有りの8人の平均所要時間21.88秒（10
秒～30秒）、無しの16人の平均所要時間14.94秒（3秒～
30秒）であった。「目で見て手が汚れていると分かる時の
み～」の場面では、有りの11人の平均所要時間17.73秒（5
秒～30秒）、無しの13人の平均所要時間16.85秒（3秒～30
秒）であった。
　いずれの場面においても、手洗いの実施の有無の2群間
において、所要時間に有意な差はなかった。

4）所要時間と属性との関連
　時期ごとに、回答者の手洗い時間を15秒未満と15秒以上
の2つのグループに分け、年齢、初経産、分娩様式、妊娠
継続日数、新生児の入院、新生児の体重、乳児の栄養方法
との関連を分析した。年齢については、対象者集団の年齢
分布から、32歳未満と32歳以上の2つのグループに分けて
分析した。手洗い所要時間と属性との間には、有意な関連
はなかった（p > 0.05）。

３．４　手洗い方法
1）手洗い方法の経時変化
　手洗いの方法について尋ねたところ、退院時では回答
のあった22人全員（100%）が、石鹸と流水により手洗いを
していた。しかし、1か月時では、回答のあった23人のう
ち、石鹸と流水は18人（78.3%）、3か月時では、回答の
あった24人のうち、石鹸と流水は19人（79.2%）と減少し
た。流水のみの手洗いは、1か月時は23人中5人、3か月時
は24人中5人であった。この1か月時の5人と3か月時の5人
の回答者は、5人中3人が同一人であった。
　退院時、1か月時、3か月時の3回に回答した14人におい
て、手洗い方法に有意な経時変化はなかった（p > 0.05）。
また、退院時と1か月時、1か月時と3か月時、退院時と3か
月時の2回に回答した人において、手洗い方法に有意な経
時変化はなかった（p > 0.05）。同一人のグループにおいて、
手洗い方法における有意な経時変化はなかった（図4）。

2）手洗い方法と属性との関連
　時期ごとに、手洗い方法と年齢、初経産、分娩様式、妊
娠継続日数、新生児の入院、新生児の体重、乳児の栄養方
法との関連を分析した。なお年齢については、32歳未満と
32歳以上の2つのグループに分けて分析した。
　3か月時の手洗い方法と年齢との関連において、回答者
24人中32歳以上の人は10人であり、流水のみの手洗いをし
ている人は、いなかった。一方、32歳未満の人は14人であ
り、流水のみの手洗いをしている人は5人であった。2つの

グループ間では、32歳以上のグループのほうが、流水のみ
の手洗いの割合が少ない傾向があった（p = 0.053）。その他
の属性との関連では、有意な関連はなかった（p > 0.05）。

４．考察
４．１　手洗い場面での手洗いの実施率
　東らの報告7）では、授乳時の手洗いを毎回していたのは、
入院中（100%）、1か月群（50.0%）、3か月群（35.7%）で
あった。本研究の授乳時「授乳や搾乳の前にはいつも～」
の結果と比較すると、退院時（95.5%）、1か月時（82.6%）、
3か月時（75.0%）と減少したが、1か月を過ぎても、手洗
いの実施率は、高い状態であった。調査をした施設におい
ては、分娩後の母親は、新生児室等で看護職員から、手洗
いや授乳・オムツ交換などの指導を受けていた。手洗いの
指導は、新生児室の入室時の手洗い場所等で、看護職員が
実際に手洗いをして母親に見せながら指導をしていた。ま
た、病棟内には手洗いのポスターを貼り、視覚的な媒体を
用いて指導していた。一方、手洗いの所要時間についての
説明は、されていなかった。分娩目的で入院する場合、入
院期間は1週間前後の短い期間である。しかし、母親自
身、手洗いが必要な場面を認識し、実際に手洗い行動がで
きるように支援することで、退院後の継続した手洗い行動
につながると考える。
　オムツ交換後には、排泄物の処理等で手が汚染されるこ
とが推測される。本研究では、退院時は「オムツ交換の後
はいつも～」（86.4%）の場面では、高い実施率であった
が、1か月時 （69.6%）、3か月時 （33.3%）と減少した。
また、1か月時、3か月時の時間経過とともに、「オムツ交
換後、便のときのみ～」「目で見て手が汚れていると分か
る時のみ～」の場面での実施率が増加した。オムツ交換
後、排泄物が便のときのみの手洗いや、目で見て手が汚れ
ていると分かる時のみの手洗いの場合、手洗いの回数自体
が減少している可能性が推測された。入院中は、病棟内の
手洗いが必要な場所に手洗いの設備があり、いつも手洗い
ができる環境が整えられていた。しかし、退院後の家庭や
外出先では、手洗いの設備は限られており、必ずしも育児

場面の近くに手洗い設備があるとは限らない。退院後の手
洗い実施率の低下は、手洗い環境の影響が推測された。本
研究では、出産前の手洗い行動の状況は、調査していな
い。今後、手洗い行動における入院および退院後の環境の
影響を明らかにするためには、妊娠中から退院後における
手洗い状況を調査することが必要と考える。
　生後3～4か月までの乳児は、特に免疫能力が低く、かつ
重症細菌感染症の発症頻度が高い時期である。また、産後
1か月頃までの母親は、感染性乳腺炎の発症頻度が高い時
期にあり8）、母子ともに感染性疾患のリスクの高い時期に
ある。従って、手洗いの指導は継続指導が必要な指導とし
てとらえ、母親の手洗い行動への認識を高め、行動変容を
持続する看護支援が必要と考える。分娩入院時が手洗いの
初回指導であれば、退院後の施設での外来受診時、地域に
おける乳児健診時などの機会の際に、医療施設と地域保健
サービス部門との連携により、指導を継続していくことが
必要であると考える。

４．２　手洗いの所要時間
　同一人のグループにおいて、手洗いの所要時間には、有
意な経時変化はみられなかった。本研究の調査施設の病棟
では、手洗いの指導において、看護職員が実際に手洗いを
して母親に見せながら指導をしていたが、手洗いの所要時
間についての説明はされていなかった。また本研究では、
回答へのバイアスをできるだけ少なくするため、設問の中
には、手洗いの時間に関する情報を入れなかった。本研究
では、3回の各期に回答した人は、14人と少なかった。し
かし、同一人のグループにおいて、所要時間には有意な経
時変化はみられなかったことから、回答者は普段自分が手
洗いにかけている時間を回答したと推測する。
　15秒以上の効果的な手洗いをしていた割合は、退院時
54.5%、1か月時73.9%、3か月時58.3%であった。1か月時
は、退院時、3か月時と比較すると、効果的な手洗いをし
ている人の割合が多かった。手洗い場面での手洗いの実施
の有無と手洗いの所要時間との関連について、「授乳や搾
乳の前にはいつも～」の場面の2群間において、手洗いの
実施が無いと回答した群のほうが、所要時間が有意に長
かった。また、「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面
の2群間において、手洗いの実施が有りと回答した群のほ
うが、所要時間が有意に長かった。1か月時、「授乳や搾
乳の前にはいつも～」の場面で手洗いの実施が無しと回答
した群、および「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面
で有りと回答した群の手洗いの平均所要時間は、2つの群
とも27.50秒であった。一方、退院時に同様の回答した2つ
の群の平均所要時間は10.00秒と20.00秒であり、3か月時で
は20.83秒と21.88秒であった。1か月時は、これら2つの群の
平均所要時間が、退院時や3か月時と比較すると長かった
ことから、効果的な手洗いの割合が、3つの時期で一番多

くなった可能性が推測された。
　排泄物の処理場面において、便の時のみの手洗いは、手
の汚染があるため、手洗いの時間が長くなったと推測され
る。この場合、尿のみを処理する場合は、手洗いをしてい
ない可能性が推測された。手洗い場面での実施率の低下か
ら考えると、手洗いの時間の長さが、必ずしも適切な手洗
い行動に結びついているとは限らないことが推測された。
手洗いの行動において、効果的な手洗いの所要時間に関す
る情報がない場合、個人の習慣化した手洗い行動が行われ
ると推測された。便などの汚染がないと手洗いをしない人
が増加したことは、排泄物を処理した後の手指には、目に
は見えない細菌やウィルスが付着していることを再度、指
導することが必要であると考える。
　田場らの報告9）では、小児病棟入院児の母親の手洗い指
導前の手洗い所要時間は、7秒から25秒程度であった。し
かし、指導しながらの手洗いでは、1分30秒から2分間と長
くなり、爪の周囲や母指の間、手首に洗い残しが若干残る
ものの、全体的に洗い残しが減った。石鹸と流水での手洗
い指導の場合、洗い残しの多い爪の周囲、母指の周辺、手
首などの部位に特に注意するように指導を行う。しかしな
がら、これに加えて手洗いの所要時間についても根拠を説
明し、指導することが必要と考える。
　多田らの報告10）では、NICUに入院している児の両親に
対する感染管理教育において、1回の初回指導では手洗い
は不十分であった。再教育後にコロニーの減少率や手洗い
の時間が増加し、改善がみられた。手洗いを指導した後、
母親が手洗いをしている場面を見る機会をとらえ、効果的
な手洗いであるか否かを評価することが必要と考える。さ
らに、再指導が必要であれば行うことで、指導効果が高く
なると考える。習慣化した手洗い行動をより効果的な手洗
い行動に変容するには、なぜその方法が必要なのかを根拠
を示しながら、根気強く指導を続けていくことが必要と考
える。
　このように、母親が手の汚染の原因や程度、育児場面に
応じて、科学的な根拠に基づいた効果的な手洗いを継続で
きる指導方法が必要と考える。手洗いの指導内容として、
手技の指導に加えて、手洗い前後の手指の細菌数の変化を
示した媒体、手洗いチェッカーなどを用いた手洗い前後の
洗い残しの確認などを行い、継続的に支援することが重要
と考える。

４．３　手洗い方法
　手洗いの方法の経時変化では、退院時22人全員（100%）
が石鹸と流水により手洗いを行っていた。しかし、1か月
時23人中18人（78.3%）、3か月時24人中19人（79.2%）と減
少した。本研究では、3回のすべてに回答した人は14人と
少なかった。しかし、同一人のグループにおいては、手洗
い方法に有意な変化がなかった。また、1か月時と3か月時

では、流水のみで手洗いしている5人のうち3人が同一人で
あった。入院中の手洗い場所には石鹸があり、石鹸と流水
による手洗いが可能な環境が整っていた。しかし、退院後
では、必ずしも手洗い場所には石鹸があるとは、限らない
と推測する。退院後の回答者は、それまでの習慣化した手
洗い行動に戻った可能性があると推測された。本研究の設
問では、手洗い場面で手洗いをしない理由を尋ねなかっ
た。退院後の手洗い環境の変化や多忙であることなど以外
にどのような要因があるのか、今後さらに明らかにしてい
く必要があると考える。
　3か月時の手洗い方法において、32歳以上の人のグルー
プには流水のみの手洗いをしている人はおらず、32歳未満
の人に比べ、流水のみの手洗いの割合が少ない傾向があっ
た。本研究において、手洗いの方法として尋ねたのは、
「石鹸と流水」、「流水のみ」の2つであった。退院後、
この2つ以外の方法で手を清潔にしている場合も考えられ
た。母親は、どのような場面で上記2つ以外の方法で手を
清潔にしているかについて、さらに調査が必要と考える。
　CDCは2002年に「医療現場における手指衛生のためのガ
イドライン」を発表した11）。このガイドラインでは、短時
間の手洗いの有効性には、科学的な根拠がないことが明ら
かになった。これにより、従来の石鹸と流水による手洗い
から、擦式アルコール消毒剤による手指消毒が推奨され
た。また、ガイドラインでは、手の汚れの原因物質や程度
により、手指に目で見て明らかな汚れがある時や有機物で
汚染されている時は、石鹸と流水による手洗いを行い、手
を十分に乾燥させた後に擦式アルコール消毒剤の使用を示
している。その後、日本の医療現場において、擦式アル
コール消毒剤による手指消毒が取り入れられた。松村らの
報告12）においても、NICUにおける擦式アルコール消毒剤
による手指消毒の有効性が確認された。擦式アルコール消
毒剤は、成分中に手荒れを防ぐ成分を配合しており、市販
されている。
　家庭や外出先において、手洗い環境へのアクセスが悪い
場合に手洗いが必要な時、手洗いを行う方法として擦式ア
ルコール消毒剤による手指消毒が考えられる。母親は、育
児の他にも食事の準備や掃除､洗濯などの家事の時、幾度
となく手洗いが必要となる。手荒れのある手指には、細菌
が定着しやすい13）。したがって、手の汚染の程度や場面に
より、手洗いの方法を選択し、手荒れなどの皮膚のトラブ
ルを予防することが、手洗いの指導には必要であると考え
る。
　家庭内において、CA-MRSAが保菌されることがある14）。
何らかの感染経路により家庭に持ち込まれたCA-MRSA
が、家族内で伝播し、感染症を引き起こす原因になる。手
洗いは感染予防の視点から、重要な予防対策である。個人
衛生の教育は、小児期に開始することが重要である。母親
の清潔習慣の子どもへの影響は、大きいと考える。従って、

小児を育児する母親と家族全体を含めた手洗いの指導につ
いて、今後検討していく必要があると考える。

５．本研究の限界と課題
　本研究は、1施設での調査であり、対象者が少なかった
ことから、研究結果を一般化することには、限界があると
考える。今後、さらに状況が異なる多くの施設においても
同様な調査が必要であると考える。また、本研究は質問紙に
よる調査のため、質問紙の回答と実際の手洗いとの間に
は、乖離の可能性も否定できないと考える。本研究では、
同一人のグループにおいては、手洗いの所要時間や手洗い
の方法において、有意な経時変化がなかった。このことか
ら、効果的な手洗いの行動を習慣化できるような取組みが
必要であることが示唆された。
　今後、母親の手洗い行動の意識や行動の変容を明らかに
し、効果的な指導の内容と方法を検討していくことが必要
と考える。　

６．結論
　授乳期の母親の育児場面での手洗い行動の状況を明らか
にするため、自記式質問紙により、分娩退院時、産後1か
月時、産後3か月時に継続調査し、以下の結論を得た。

1.　退院時には、授乳や搾乳の前（95.5%）、オムツ交換後
（86.4%）に高い実施率で手洗いをしていた。しかし、時
間経過とともに実施率は減少し、オムツ交換後の便のとき
のみや、目で見て手が汚れていると分かる時のみに手洗い
をする人が増加した。

2.　15秒以上の効果的な手洗いをしていた割合は、退院時
54.5%、1か月時73.9%、3か月時58.3%であり、1か月時は、
効果的な手洗いをしている人の割合が多かった。1か月時
は、「授乳や搾乳の前にはいつも実施している」の場面で
手洗いの実施が無しと回答した群、および「オムツ交換
後、便のときのみ実施している」の場面で有りと回答した
群の手洗いの平均所要時間が、退院時や3か月時と比較す
ると、長かったことから、効果的な手洗いの割合が3つの
時期で一番多くなった可能性が推測された。同一人のグ
ループにおいて、手洗いの所要時間に有意な経時変化はな
かった。

3.　石鹸と流水による手洗いは、退院時（100%）、1か月
時（78.3%）、3か月時（79.2%）と減少した。また、同一
人のグループにおいて、手洗い方法に有意な経時変化はな
かった。

　退院後の手洗い実施率と石鹸と流水による手洗いの減
少は、手洗い設備環境の変化が影響した可能性が推測され

た。今後、母親の手洗い行動への認識を高め、行動変容を
持続する看護支援が必要と考える。分娩入院時から退院後
の地域において、医療施設と地域保健サービス部門との連
携により、手洗いの指導を継続していくことが必要である
と示唆された。
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１．はじめに
　免疫学的に易感染状態にある周産期の母子において、感
染予防対策は重要である。授乳期の母親に発症する乳腺
炎、産褥熱、創部感染症や小児の伝染性膿痂疹は、主とし
て黄色ブドウ球菌によって引き起こされる感染症である。
黄色ブドウ球菌は、広く生活環境に存在し、ヒトの皮膚や
粘膜にも常在することがある。黄色ブドウ球菌は、化膿性
感染症や敗血症、肺炎などの感染症だけでなく、毒素を産
生し、食中毒やブドウ球菌性熱傷様皮膚症候群を引き起こ
す。特に、免疫能力の低い生後3か月までの乳児において、

黄色ブドウ球菌は敗血症の主たる原因菌として、重要であ
る1）。
　1961年に、メチシリンに耐性を示すメチシリン耐性黄色
ブドウ球菌（methicillin-resistant Staphylococcus aureus;MRSA）
がイギリスで報告されて以来、MRSAの分離率は増加し、
病院感染を引き起こす細菌として問題となってきた。
MRSAは、入院中の患者の感染が前提であったが、1981
年に米国ミシガン州の病院外来患者から検出されたMRSA
は、それまでの医療関連MRSA（health-care associated MRSA:
HA-MRSA）とは異なる遺伝子の特徴を持っていた。米国
疾病管理予防センター（Centers for Disease Control and 
Prevention：CDC）は、このMRSAを市中感染型MRSA
（community-assosiated MRSA:CA-MRSA）として報告し
た2）。
　1990年代に入り、西オーストラリアのアボリジニや米国
の刑務所、スポーツチーム、軍隊、小児などで集団発生が
報告され3）、入院や治療歴のない健常人の間にCA-MRSA
による感染例が世界的に報告された。CA-MRSAは主に皮
膚、軟部組織感染症を起こすことが多いが、時には重症化

して壊死性筋膜炎、菌血症、壊死性肺炎などに至る症例が
報告されている。近年は日本を含む世界中で蔓延化傾向に
あり、市中だけでなく医療施設内へ侵入して、感染を起こ
すことが報告され、問題となっている4, 5）。近年では、
CA-MRSAとHA-MRSAは、医療施設の中で同居している
状態である6）。
　1996年、CDCは感染制御対策において、それまでの隔離
対策を修正、統合した「病院における隔離予防策のための
ガイドライン（Guideline for Isolation Precautions in Hospital）」
を発表した。この中では、スタンダードプリコーション（標
準予防策）が示され、我が国においても感染制御の基本的
な対策になっている。標準予防策は、感染症の有無にかか
わらず、病院でケアを受ける全ての患者に適用する感染予
防策であり、血液・体液・汗を除く分泌物・排泄物・損傷
皮膚・粘膜に対する予防策である。感染制御において、感
染経路に対する予防策は重要である。黄色ブドウ球菌の感
染経路は、接触感染であり、ヒトからヒトへの直接接触や
汚染物を介した間接的な接触感染経路である。感染予防対
策として、手洗いは感染経路を遮断する重要な対策である。
　医療施設では、標準予防策に準拠し、厳重な対策が実施
されてきた。特に、免疫学的に易感染状態にある母子を対
象とする産科病棟やNICUなどの周産期施設においては、
感染予防対策の厳守は重要である。感染経路対策における
医療従事者の手洗いの励行は、重要な対策であり、手洗い
の効果については、多く報告されてきた。しかし、直接育
児を行う母親の手洗いについての報告は少ない。
　そこで本研究は、授乳期の母親の手洗い行動の状況を明
らかにし、今後の母子看護の示唆を得ることを目的として
行った。

２．方法
1）対象者
　A医療施設で分娩し、本研究に同意を得られた女性を対
象とした。A医療施設は、高度医療、特殊医療、救急医療
等を提供する中核的役割をもつ施設であった。

2）データ収集方法
　分娩後、同一人において退院時、産後1か月時（以下、1
か月時）、産後3か月時（以下、3か月時）に継続して、3
回データを収集した。データ収集は2005年8月から2006年2
月にかけて、自記式質問紙により行った。質問紙の配布と
回収は、退院時は施設職員により行った。1か月時、3か月
時は、郵送にて配布し、回収した。

3）質問紙の内容
　本研究では、特に育児場面において授乳や搾乳といった
母子間で直接接触があり、乳児の食事に関わる場面と、排
泄物の処理を伴うオムツ交換時の場面に絞って、手洗いの

有無を尋ねた。手洗いが必要と考えられる場面について、
4つの場面「授乳や搾乳の前はいつも実施している」、
「オムツ交換の後はいつも実施している」、「オムツ交換
後、便のときのみ実施している」、「目で見て手が汚れて
いると分かる時のみ実施している」を設定し、手洗いを実
施しているか否かについて尋ねた（複数回答可）。
　手洗いを実施している場合、手洗いの方法について①石
鹸と流水、②流水のみのどちらにあたるか尋ねた。手洗い
の所要時間については、何秒かけて手洗いをしているかを
尋ねた。
　対象者に、乳児の栄養方法について尋ねた。また、年
齢、初経産、分娩日、新生児の体重、妊娠継続日数、分娩
様式、新生児の入院の有無については、診療録から情報を
得た。

4）分析方法
　質問紙に回答のあった項目について、有効回答として分
析した。統計ソフトSPSS 15.0J for Windowsを用いて、統計
的検定を行った。2群の差の検定には、対応のあるｔ検定、
Mann-WhitneyのU検定、χ2検定、Fisherの直接法、
McNemarのχ2検定を行った。3群の差の検定には、
Friedman検定、CochranのQ検定を行った。有意水準は、p < 
0.05とした。

5）倫理的配慮
　対象者には、研究の趣旨、研究協力の自由意志の尊重と
拒否しても不利益はないこと、匿名性およびプライバシー
の保護、情報の守秘などについて口頭および文書を用いて
説明した。研究への同意は、文書で得た。
　なお、本研究は医療施設の倫理委員会および、三重県立
看護大学研究倫理審査の承認を得て行った。

３．結果
３．１　対象者の背景
　質問紙の回答者数および回収率は、退院時22人（68.8%）、
1か月時23人（71.9%）、3か月時24人（75.0%）であった。
　対象者32人の年齢は、平均31.34±3.747歳（24～42）、初
産婦は17人、経産婦は15人であった。
　妊娠継続日数は、平均277.59±7.184日（264～291）で
あった。分娩様式は、経膣分娩26人、帝王切開術6人であっ
た。新生児の体重は、平均3098.69±424.279ｇ（2320～3790）
であった。新生児の入院は、有り6人（18.7%）、無し26人
（81.3%）であった。
　乳児の栄養方法は、退院時（n = 22）は、母乳栄養のみ7人
（31.8%）、混合栄養14人（63.6%）、ミルク栄養1人（4.5%）
であった。同様にして、1か月時（n = 23）では、母乳栄養
のみ10人（43.5%）、混合栄養13人（56.5%）、ミルク栄
養0人であった。3か月時（n = 24）では、母乳栄養のみ13人

（54.2%）、混合栄養5人（20.8%）、ミルク栄養6人（25.0%）
であった（表1）。

３．２　手洗い場面での実施率
　実施率は、場面ごとに有効回答があった人の中に占める
実施していると回答した人の割合を求めた。「授乳や搾乳
の前にはいつも～」の場面での実施率は、退院時22人中21
人（95.5%）、1か月時23人中19人（82.6%）、3か月時24人
中18人（75.0%）と減少した。同様にして、「オムツ交換
の後はいつも～」の場面での実施率は、退院時22人中19人
（86.4%）、1か月時23人中16人（69.6%）、3か月時24人中8
人（33.3%）と減少した。
　一方、「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面では、
退院時22人中2人（9.1%）、1か月時23人中4人（17.4%）、3
か月時24人中8人（33.3%）と増加した。同様にして、「目
で見て手が汚れていると分かる時のみ～」の場面では、退
院時22人中1人（4.5%）、1か月時23人中8人（34.8%）、3か
月時24人中11人（45.8%）と増加した。
　退院時には、授乳や搾乳の前、オムツ交換後に高い実施
率で手洗いをしていた。しかし、時間経過とともに実施率
は減少し、オムツ交換後の便のときのみや、目で見て手が
汚れていると分かる時のみに手洗いをする人が増加した
（図1）。

３．３　手洗いの所要時間
1）所要時間の経時変化
　手洗いの所要時間について尋ねたところ、退院時22人の

平均所要時間は、20.55秒（5秒～60秒）であった。1か月時
23人の平均所要時間は、21.52秒（5秒～90秒）であった。
同様に、3か月時24人の平均所要時間は、17.25秒（3秒～30
秒）であった。退院時、1か月時、3か月時の3回に回答し
た14人において、手洗いの所要時間に有意な経時変化はな
かった（p > 0.05）。また、退院時と1か月時の2回に回答した
16人、同様にして1か月時と3か月時の2回に回答した21人、
退院時と3か月時の2回に回答した15人において、手洗いの
所要時間に有意な経時変化はなかった（p > 0.05）（図2）。

2）効果的な手洗いの経時変化
　手洗いの場合、15秒以上の時間をかけて洗うことが効果
的とされている。時期ごとに対象者を15秒未満と15秒以上
の2つのグループに分け、手洗いの所要時間について、さ
らに分析した。退院時、22人のうち15秒以上の人は、12人
（54.5%）であった。同様にして1か月時では、23人中17人
（73.9%）であった。3か月時では、24人中14人（58.3%）で
あった。効果的な手洗いをしている人の割合は、3つの時
期のうち、1か月時が一番多かった。
 本研究において、3回とも回答のあった人14人について、
効果的な手洗いをしている割合を分析した。退院時、14人
のうち15秒以上の人は、7人（50.0%）であった。同様にし
て1か月時では、14人中12人（85.7%）であった。3か月時
では、14人中9人（64.3%）であった。前述の結果と同様
に、1か月時は、退院時、3か月時と比べて、効果的な手洗
いをしている人の割合が多かった（図3）。

3）手洗い場面での実施の有無と所要時間との関連
　前述の手洗い場面での手洗いの実施の有無と手洗いの所
要時間との関連について、分析した。各時期において、各
々の手洗い場面での実施の有無の2群に分け、所要時間を
比較した。
（1）退院時
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面では、有りの21
人の平均所要時間21.05秒（5秒～60秒）、無しの1人の所要
時間10.00秒であった。「オムツ交換の後はいつも～」の場

面では、有りの19人の平均所要時間21.68秒（5秒～60秒）、
無しの3人の平均所要時間13.33秒（10秒～20秒）であっ
た。「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面では、有り
の2人の平均所要時間20.00秒（10秒～30秒）、無しの20人
の平均所要時間20.60秒（5秒～60秒）であった。
　「目で見て手が汚れていると分かる時のみ～」の場面で
は、有りの1人の所要時間30.00秒、無しの21人の平均所要
時間20.10秒（5秒～60秒）であった。
　いずれの場面においても、手洗いの実施の有無の2群間
において、所要時間に有意な差はなかった。

（2）1か月時
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面では、有りの19
人の平均所要時間20.26秒（5秒～90秒）、無しの4人の平均
所要時間27.50秒（20秒～30秒）であった。「オムツ交換の
後はいつも～」の場面では、有りの16人の平均所要時間
21.88秒（5秒～90秒）、無しの7人の平均所要時間20.71秒
（5秒～30秒）であった。「オムツ交換後、便のときの
み～」の場面では、有りの4人の平均所要時間27.50秒（20
秒～30秒）、無しの19人の平均所要時間20.26秒（5秒～
90秒）であった。「目で見て手が汚れていると分かる時の
み～」の場面では、有りの8人の平均所要時間25.63秒（5
秒～90秒）、無しの15人の平均所要時間19.33秒（5秒～30
秒）であった。
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面の2群間にお
いて、手洗いの実施が無いと回答した群のほうが、所要時
間が有意に長かった（p < 0.05）。また、「オムツ交換後、便
のときのみ～」の場面の2群間において、手洗いの実施が
有りと回答した群のほうが、所要時間が有意に長かった
（p < 0.05）。

（3）3か月時
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面では、有りの18
人の平均所要時間16.06秒（3秒～30秒）、無しの6人の平均
所要時間20.83秒（10秒～30秒）であった。「オムツ交換の
後はいつも～」の場面では、有りの8人の平均所要時間
14.50秒（6秒～30秒）、無しの16人の平均所要時間18.63秒
（3秒～30秒）であった。「オムツ交換後、便のときの
み～」の場面では、有りの8人の平均所要時間21.88秒（10
秒～30秒）、無しの16人の平均所要時間14.94秒（3秒～
30秒）であった。「目で見て手が汚れていると分かる時の
み～」の場面では、有りの11人の平均所要時間17.73秒（5
秒～30秒）、無しの13人の平均所要時間16.85秒（3秒～30
秒）であった。
　いずれの場面においても、手洗いの実施の有無の2群間
において、所要時間に有意な差はなかった。

4）所要時間と属性との関連
　時期ごとに、回答者の手洗い時間を15秒未満と15秒以上
の2つのグループに分け、年齢、初経産、分娩様式、妊娠
継続日数、新生児の入院、新生児の体重、乳児の栄養方法
との関連を分析した。年齢については、対象者集団の年齢
分布から、32歳未満と32歳以上の2つのグループに分けて
分析した。手洗い所要時間と属性との間には、有意な関連
はなかった（p > 0.05）。

３．４　手洗い方法
1）手洗い方法の経時変化
　手洗いの方法について尋ねたところ、退院時では回答
のあった22人全員（100%）が、石鹸と流水により手洗いを
していた。しかし、1か月時では、回答のあった23人のう
ち、石鹸と流水は18人（78.3%）、3か月時では、回答の
あった24人のうち、石鹸と流水は19人（79.2%）と減少し
た。流水のみの手洗いは、1か月時は23人中5人、3か月時
は24人中5人であった。この1か月時の5人と3か月時の5人
の回答者は、5人中3人が同一人であった。
　退院時、1か月時、3か月時の3回に回答した14人におい
て、手洗い方法に有意な経時変化はなかった（p > 0.05）。
また、退院時と1か月時、1か月時と3か月時、退院時と3か
月時の2回に回答した人において、手洗い方法に有意な経
時変化はなかった（p > 0.05）。同一人のグループにおいて、
手洗い方法における有意な経時変化はなかった（図4）。

2）手洗い方法と属性との関連
　時期ごとに、手洗い方法と年齢、初経産、分娩様式、妊
娠継続日数、新生児の入院、新生児の体重、乳児の栄養方
法との関連を分析した。なお年齢については、32歳未満と
32歳以上の2つのグループに分けて分析した。
　3か月時の手洗い方法と年齢との関連において、回答者
24人中32歳以上の人は10人であり、流水のみの手洗いをし
ている人は、いなかった。一方、32歳未満の人は14人であ
り、流水のみの手洗いをしている人は5人であった。2つの

グループ間では、32歳以上のグループのほうが、流水のみ
の手洗いの割合が少ない傾向があった（p = 0.053）。その他
の属性との関連では、有意な関連はなかった（p > 0.05）。

４．考察
４．１　手洗い場面での手洗いの実施率
　東らの報告7）では、授乳時の手洗いを毎回していたのは、
入院中（100%）、1か月群（50.0%）、3か月群（35.7%）で
あった。本研究の授乳時「授乳や搾乳の前にはいつも～」
の結果と比較すると、退院時（95.5%）、1か月時（82.6%）、
3か月時（75.0%）と減少したが、1か月を過ぎても、手洗
いの実施率は、高い状態であった。調査をした施設におい
ては、分娩後の母親は、新生児室等で看護職員から、手洗
いや授乳・オムツ交換などの指導を受けていた。手洗いの
指導は、新生児室の入室時の手洗い場所等で、看護職員が
実際に手洗いをして母親に見せながら指導をしていた。ま
た、病棟内には手洗いのポスターを貼り、視覚的な媒体を
用いて指導していた。一方、手洗いの所要時間についての
説明は、されていなかった。分娩目的で入院する場合、入
院期間は1週間前後の短い期間である。しかし、母親自
身、手洗いが必要な場面を認識し、実際に手洗い行動がで
きるように支援することで、退院後の継続した手洗い行動
につながると考える。
　オムツ交換後には、排泄物の処理等で手が汚染されるこ
とが推測される。本研究では、退院時は「オムツ交換の後
はいつも～」（86.4%）の場面では、高い実施率であった
が、1か月時 （69.6%）、3か月時 （33.3%）と減少した。
また、1か月時、3か月時の時間経過とともに、「オムツ交
換後、便のときのみ～」「目で見て手が汚れていると分か
る時のみ～」の場面での実施率が増加した。オムツ交換
後、排泄物が便のときのみの手洗いや、目で見て手が汚れ
ていると分かる時のみの手洗いの場合、手洗いの回数自体
が減少している可能性が推測された。入院中は、病棟内の
手洗いが必要な場所に手洗いの設備があり、いつも手洗い
ができる環境が整えられていた。しかし、退院後の家庭や
外出先では、手洗いの設備は限られており、必ずしも育児

場面の近くに手洗い設備があるとは限らない。退院後の手
洗い実施率の低下は、手洗い環境の影響が推測された。本
研究では、出産前の手洗い行動の状況は、調査していな
い。今後、手洗い行動における入院および退院後の環境の
影響を明らかにするためには、妊娠中から退院後における
手洗い状況を調査することが必要と考える。
　生後3～4か月までの乳児は、特に免疫能力が低く、かつ
重症細菌感染症の発症頻度が高い時期である。また、産後
1か月頃までの母親は、感染性乳腺炎の発症頻度が高い時
期にあり8）、母子ともに感染性疾患のリスクの高い時期に
ある。従って、手洗いの指導は継続指導が必要な指導とし
てとらえ、母親の手洗い行動への認識を高め、行動変容を
持続する看護支援が必要と考える。分娩入院時が手洗いの
初回指導であれば、退院後の施設での外来受診時、地域に
おける乳児健診時などの機会の際に、医療施設と地域保健
サービス部門との連携により、指導を継続していくことが
必要であると考える。

４．２　手洗いの所要時間
　同一人のグループにおいて、手洗いの所要時間には、有
意な経時変化はみられなかった。本研究の調査施設の病棟
では、手洗いの指導において、看護職員が実際に手洗いを
して母親に見せながら指導をしていたが、手洗いの所要時
間についての説明はされていなかった。また本研究では、
回答へのバイアスをできるだけ少なくするため、設問の中
には、手洗いの時間に関する情報を入れなかった。本研究
では、3回の各期に回答した人は、14人と少なかった。し
かし、同一人のグループにおいて、所要時間には有意な経
時変化はみられなかったことから、回答者は普段自分が手
洗いにかけている時間を回答したと推測する。
　15秒以上の効果的な手洗いをしていた割合は、退院時
54.5%、1か月時73.9%、3か月時58.3%であった。1か月時
は、退院時、3か月時と比較すると、効果的な手洗いをし
ている人の割合が多かった。手洗い場面での手洗いの実施
の有無と手洗いの所要時間との関連について、「授乳や搾
乳の前にはいつも～」の場面の2群間において、手洗いの
実施が無いと回答した群のほうが、所要時間が有意に長
かった。また、「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面
の2群間において、手洗いの実施が有りと回答した群のほ
うが、所要時間が有意に長かった。1か月時、「授乳や搾
乳の前にはいつも～」の場面で手洗いの実施が無しと回答
した群、および「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面
で有りと回答した群の手洗いの平均所要時間は、2つの群
とも27.50秒であった。一方、退院時に同様の回答した2つ
の群の平均所要時間は10.00秒と20.00秒であり、3か月時で
は20.83秒と21.88秒であった。1か月時は、これら2つの群の
平均所要時間が、退院時や3か月時と比較すると長かった
ことから、効果的な手洗いの割合が、3つの時期で一番多

くなった可能性が推測された。
　排泄物の処理場面において、便の時のみの手洗いは、手
の汚染があるため、手洗いの時間が長くなったと推測され
る。この場合、尿のみを処理する場合は、手洗いをしてい
ない可能性が推測された。手洗い場面での実施率の低下か
ら考えると、手洗いの時間の長さが、必ずしも適切な手洗
い行動に結びついているとは限らないことが推測された。
手洗いの行動において、効果的な手洗いの所要時間に関す
る情報がない場合、個人の習慣化した手洗い行動が行われ
ると推測された。便などの汚染がないと手洗いをしない人
が増加したことは、排泄物を処理した後の手指には、目に
は見えない細菌やウィルスが付着していることを再度、指
導することが必要であると考える。
　田場らの報告9）では、小児病棟入院児の母親の手洗い指
導前の手洗い所要時間は、7秒から25秒程度であった。し
かし、指導しながらの手洗いでは、1分30秒から2分間と長
くなり、爪の周囲や母指の間、手首に洗い残しが若干残る
ものの、全体的に洗い残しが減った。石鹸と流水での手洗
い指導の場合、洗い残しの多い爪の周囲、母指の周辺、手
首などの部位に特に注意するように指導を行う。しかしな
がら、これに加えて手洗いの所要時間についても根拠を説
明し、指導することが必要と考える。
　多田らの報告10）では、NICUに入院している児の両親に
対する感染管理教育において、1回の初回指導では手洗い
は不十分であった。再教育後にコロニーの減少率や手洗い
の時間が増加し、改善がみられた。手洗いを指導した後、
母親が手洗いをしている場面を見る機会をとらえ、効果的
な手洗いであるか否かを評価することが必要と考える。さ
らに、再指導が必要であれば行うことで、指導効果が高く
なると考える。習慣化した手洗い行動をより効果的な手洗
い行動に変容するには、なぜその方法が必要なのかを根拠
を示しながら、根気強く指導を続けていくことが必要と考
える。
　このように、母親が手の汚染の原因や程度、育児場面に
応じて、科学的な根拠に基づいた効果的な手洗いを継続で
きる指導方法が必要と考える。手洗いの指導内容として、
手技の指導に加えて、手洗い前後の手指の細菌数の変化を
示した媒体、手洗いチェッカーなどを用いた手洗い前後の
洗い残しの確認などを行い、継続的に支援することが重要
と考える。

４．３　手洗い方法
　手洗いの方法の経時変化では、退院時22人全員（100%）
が石鹸と流水により手洗いを行っていた。しかし、1か月
時23人中18人（78.3%）、3か月時24人中19人（79.2%）と減
少した。本研究では、3回のすべてに回答した人は14人と
少なかった。しかし、同一人のグループにおいては、手洗
い方法に有意な変化がなかった。また、1か月時と3か月時

では、流水のみで手洗いしている5人のうち3人が同一人で
あった。入院中の手洗い場所には石鹸があり、石鹸と流水
による手洗いが可能な環境が整っていた。しかし、退院後
では、必ずしも手洗い場所には石鹸があるとは、限らない
と推測する。退院後の回答者は、それまでの習慣化した手
洗い行動に戻った可能性があると推測された。本研究の設
問では、手洗い場面で手洗いをしない理由を尋ねなかっ
た。退院後の手洗い環境の変化や多忙であることなど以外
にどのような要因があるのか、今後さらに明らかにしてい
く必要があると考える。
　3か月時の手洗い方法において、32歳以上の人のグルー
プには流水のみの手洗いをしている人はおらず、32歳未満
の人に比べ、流水のみの手洗いの割合が少ない傾向があっ
た。本研究において、手洗いの方法として尋ねたのは、
「石鹸と流水」、「流水のみ」の2つであった。退院後、
この2つ以外の方法で手を清潔にしている場合も考えられ
た。母親は、どのような場面で上記2つ以外の方法で手を
清潔にしているかについて、さらに調査が必要と考える。
　CDCは2002年に「医療現場における手指衛生のためのガ
イドライン」を発表した11）。このガイドラインでは、短時
間の手洗いの有効性には、科学的な根拠がないことが明ら
かになった。これにより、従来の石鹸と流水による手洗い
から、擦式アルコール消毒剤による手指消毒が推奨され
た。また、ガイドラインでは、手の汚れの原因物質や程度
により、手指に目で見て明らかな汚れがある時や有機物で
汚染されている時は、石鹸と流水による手洗いを行い、手
を十分に乾燥させた後に擦式アルコール消毒剤の使用を示
している。その後、日本の医療現場において、擦式アル
コール消毒剤による手指消毒が取り入れられた。松村らの
報告12）においても、NICUにおける擦式アルコール消毒剤
による手指消毒の有効性が確認された。擦式アルコール消
毒剤は、成分中に手荒れを防ぐ成分を配合しており、市販
されている。
　家庭や外出先において、手洗い環境へのアクセスが悪い
場合に手洗いが必要な時、手洗いを行う方法として擦式ア
ルコール消毒剤による手指消毒が考えられる。母親は、育
児の他にも食事の準備や掃除､洗濯などの家事の時、幾度
となく手洗いが必要となる。手荒れのある手指には、細菌
が定着しやすい13）。したがって、手の汚染の程度や場面に
より、手洗いの方法を選択し、手荒れなどの皮膚のトラブ
ルを予防することが、手洗いの指導には必要であると考え
る。
　家庭内において、CA-MRSAが保菌されることがある14）。
何らかの感染経路により家庭に持ち込まれたCA-MRSA
が、家族内で伝播し、感染症を引き起こす原因になる。手
洗いは感染予防の視点から、重要な予防対策である。個人
衛生の教育は、小児期に開始することが重要である。母親
の清潔習慣の子どもへの影響は、大きいと考える。従って、
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授乳期の母親の手洗い行動

小児を育児する母親と家族全体を含めた手洗いの指導につ
いて、今後検討していく必要があると考える。

５．本研究の限界と課題
　本研究は、1施設での調査であり、対象者が少なかった
ことから、研究結果を一般化することには、限界があると
考える。今後、さらに状況が異なる多くの施設においても
同様な調査が必要であると考える。また、本研究は質問紙に
よる調査のため、質問紙の回答と実際の手洗いとの間に
は、乖離の可能性も否定できないと考える。本研究では、
同一人のグループにおいては、手洗いの所要時間や手洗い
の方法において、有意な経時変化がなかった。このことか
ら、効果的な手洗いの行動を習慣化できるような取組みが
必要であることが示唆された。
　今後、母親の手洗い行動の意識や行動の変容を明らかに
し、効果的な指導の内容と方法を検討していくことが必要
と考える。　

６．結論
　授乳期の母親の育児場面での手洗い行動の状況を明らか
にするため、自記式質問紙により、分娩退院時、産後1か
月時、産後3か月時に継続調査し、以下の結論を得た。

1.　退院時には、授乳や搾乳の前（95.5%）、オムツ交換後
（86.4%）に高い実施率で手洗いをしていた。しかし、時
間経過とともに実施率は減少し、オムツ交換後の便のとき
のみや、目で見て手が汚れていると分かる時のみに手洗い
をする人が増加した。

2.　15秒以上の効果的な手洗いをしていた割合は、退院時
54.5%、1か月時73.9%、3か月時58.3%であり、1か月時は、
効果的な手洗いをしている人の割合が多かった。1か月時
は、「授乳や搾乳の前にはいつも実施している」の場面で
手洗いの実施が無しと回答した群、および「オムツ交換
後、便のときのみ実施している」の場面で有りと回答した
群の手洗いの平均所要時間が、退院時や3か月時と比較す
ると、長かったことから、効果的な手洗いの割合が3つの
時期で一番多くなった可能性が推測された。同一人のグ
ループにおいて、手洗いの所要時間に有意な経時変化はな
かった。

3.　石鹸と流水による手洗いは、退院時（100%）、1か月
時（78.3%）、3か月時（79.2%）と減少した。また、同一
人のグループにおいて、手洗い方法に有意な経時変化はな
かった。

　退院後の手洗い実施率と石鹸と流水による手洗いの減
少は、手洗い設備環境の変化が影響した可能性が推測され

た。今後、母親の手洗い行動への認識を高め、行動変容を
持続する看護支援が必要と考える。分娩入院時から退院後
の地域において、医療施設と地域保健サービス部門との連
携により、手洗いの指導を継続していくことが必要である
と示唆された。
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１．はじめに
　免疫学的に易感染状態にある周産期の母子において、感
染予防対策は重要である。授乳期の母親に発症する乳腺
炎、産褥熱、創部感染症や小児の伝染性膿痂疹は、主とし
て黄色ブドウ球菌によって引き起こされる感染症である。
黄色ブドウ球菌は、広く生活環境に存在し、ヒトの皮膚や
粘膜にも常在することがある。黄色ブドウ球菌は、化膿性
感染症や敗血症、肺炎などの感染症だけでなく、毒素を産
生し、食中毒やブドウ球菌性熱傷様皮膚症候群を引き起こ
す。特に、免疫能力の低い生後3か月までの乳児において、

黄色ブドウ球菌は敗血症の主たる原因菌として、重要であ
る1）。
　1961年に、メチシリンに耐性を示すメチシリン耐性黄色
ブドウ球菌（methicillin-resistant Staphylococcus aureus;MRSA）
がイギリスで報告されて以来、MRSAの分離率は増加し、
病院感染を引き起こす細菌として問題となってきた。
MRSAは、入院中の患者の感染が前提であったが、1981
年に米国ミシガン州の病院外来患者から検出されたMRSA
は、それまでの医療関連MRSA（health-care associated MRSA:
HA-MRSA）とは異なる遺伝子の特徴を持っていた。米国
疾病管理予防センター（Centers for Disease Control and 
Prevention：CDC）は、このMRSAを市中感染型MRSA
（community-assosiated MRSA:CA-MRSA）として報告し
た2）。
　1990年代に入り、西オーストラリアのアボリジニや米国
の刑務所、スポーツチーム、軍隊、小児などで集団発生が
報告され3）、入院や治療歴のない健常人の間にCA-MRSA
による感染例が世界的に報告された。CA-MRSAは主に皮
膚、軟部組織感染症を起こすことが多いが、時には重症化

して壊死性筋膜炎、菌血症、壊死性肺炎などに至る症例が
報告されている。近年は日本を含む世界中で蔓延化傾向に
あり、市中だけでなく医療施設内へ侵入して、感染を起こ
すことが報告され、問題となっている4, 5）。近年では、
CA-MRSAとHA-MRSAは、医療施設の中で同居している
状態である6）。
　1996年、CDCは感染制御対策において、それまでの隔離
対策を修正、統合した「病院における隔離予防策のための
ガイドライン（Guideline for Isolation Precautions in Hospital）」
を発表した。この中では、スタンダードプリコーション（標
準予防策）が示され、我が国においても感染制御の基本的
な対策になっている。標準予防策は、感染症の有無にかか
わらず、病院でケアを受ける全ての患者に適用する感染予
防策であり、血液・体液・汗を除く分泌物・排泄物・損傷
皮膚・粘膜に対する予防策である。感染制御において、感
染経路に対する予防策は重要である。黄色ブドウ球菌の感
染経路は、接触感染であり、ヒトからヒトへの直接接触や
汚染物を介した間接的な接触感染経路である。感染予防対
策として、手洗いは感染経路を遮断する重要な対策である。
　医療施設では、標準予防策に準拠し、厳重な対策が実施
されてきた。特に、免疫学的に易感染状態にある母子を対
象とする産科病棟やNICUなどの周産期施設においては、
感染予防対策の厳守は重要である。感染経路対策における
医療従事者の手洗いの励行は、重要な対策であり、手洗い
の効果については、多く報告されてきた。しかし、直接育
児を行う母親の手洗いについての報告は少ない。
　そこで本研究は、授乳期の母親の手洗い行動の状況を明
らかにし、今後の母子看護の示唆を得ることを目的として
行った。

２．方法
1）対象者
　A医療施設で分娩し、本研究に同意を得られた女性を対
象とした。A医療施設は、高度医療、特殊医療、救急医療
等を提供する中核的役割をもつ施設であった。

2）データ収集方法
　分娩後、同一人において退院時、産後1か月時（以下、1
か月時）、産後3か月時（以下、3か月時）に継続して、3
回データを収集した。データ収集は2005年8月から2006年2
月にかけて、自記式質問紙により行った。質問紙の配布と
回収は、退院時は施設職員により行った。1か月時、3か月
時は、郵送にて配布し、回収した。

3）質問紙の内容
　本研究では、特に育児場面において授乳や搾乳といった
母子間で直接接触があり、乳児の食事に関わる場面と、排
泄物の処理を伴うオムツ交換時の場面に絞って、手洗いの

有無を尋ねた。手洗いが必要と考えられる場面について、
4つの場面「授乳や搾乳の前はいつも実施している」、
「オムツ交換の後はいつも実施している」、「オムツ交換
後、便のときのみ実施している」、「目で見て手が汚れて
いると分かる時のみ実施している」を設定し、手洗いを実
施しているか否かについて尋ねた（複数回答可）。
　手洗いを実施している場合、手洗いの方法について①石
鹸と流水、②流水のみのどちらにあたるか尋ねた。手洗い
の所要時間については、何秒かけて手洗いをしているかを
尋ねた。
　対象者に、乳児の栄養方法について尋ねた。また、年
齢、初経産、分娩日、新生児の体重、妊娠継続日数、分娩
様式、新生児の入院の有無については、診療録から情報を
得た。

4）分析方法
　質問紙に回答のあった項目について、有効回答として分
析した。統計ソフトSPSS 15.0J for Windowsを用いて、統計
的検定を行った。2群の差の検定には、対応のあるｔ検定、
Mann-WhitneyのU検定、χ2検定、Fisherの直接法、
McNemarのχ2検定を行った。3群の差の検定には、
Friedman検定、CochranのQ検定を行った。有意水準は、p < 
0.05とした。

5）倫理的配慮
　対象者には、研究の趣旨、研究協力の自由意志の尊重と
拒否しても不利益はないこと、匿名性およびプライバシー
の保護、情報の守秘などについて口頭および文書を用いて
説明した。研究への同意は、文書で得た。
　なお、本研究は医療施設の倫理委員会および、三重県立
看護大学研究倫理審査の承認を得て行った。

３．結果
３．１　対象者の背景
　質問紙の回答者数および回収率は、退院時22人（68.8%）、
1か月時23人（71.9%）、3か月時24人（75.0%）であった。
　対象者32人の年齢は、平均31.34±3.747歳（24～42）、初
産婦は17人、経産婦は15人であった。
　妊娠継続日数は、平均277.59±7.184日（264～291）で
あった。分娩様式は、経膣分娩26人、帝王切開術6人であっ
た。新生児の体重は、平均3098.69±424.279ｇ（2320～3790）
であった。新生児の入院は、有り6人（18.7%）、無し26人
（81.3%）であった。
　乳児の栄養方法は、退院時（n = 22）は、母乳栄養のみ7人
（31.8%）、混合栄養14人（63.6%）、ミルク栄養1人（4.5%）
であった。同様にして、1か月時（n = 23）では、母乳栄養
のみ10人（43.5%）、混合栄養13人（56.5%）、ミルク栄
養0人であった。3か月時（n = 24）では、母乳栄養のみ13人
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（54.2%）、混合栄養5人（20.8%）、ミルク栄養6人（25.0%）
であった（表1）。

３．２　手洗い場面での実施率
　実施率は、場面ごとに有効回答があった人の中に占める
実施していると回答した人の割合を求めた。「授乳や搾乳
の前にはいつも～」の場面での実施率は、退院時22人中21
人（95.5%）、1か月時23人中19人（82.6%）、3か月時24人
中18人（75.0%）と減少した。同様にして、「オムツ交換
の後はいつも～」の場面での実施率は、退院時22人中19人
（86.4%）、1か月時23人中16人（69.6%）、3か月時24人中8
人（33.3%）と減少した。
　一方、「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面では、
退院時22人中2人（9.1%）、1か月時23人中4人（17.4%）、3
か月時24人中8人（33.3%）と増加した。同様にして、「目
で見て手が汚れていると分かる時のみ～」の場面では、退
院時22人中1人（4.5%）、1か月時23人中8人（34.8%）、3か
月時24人中11人（45.8%）と増加した。
　退院時には、授乳や搾乳の前、オムツ交換後に高い実施
率で手洗いをしていた。しかし、時間経過とともに実施率
は減少し、オムツ交換後の便のときのみや、目で見て手が
汚れていると分かる時のみに手洗いをする人が増加した
（図1）。

３．３　手洗いの所要時間
1）所要時間の経時変化
　手洗いの所要時間について尋ねたところ、退院時22人の

平均所要時間は、20.55秒（5秒～60秒）であった。1か月時
23人の平均所要時間は、21.52秒（5秒～90秒）であった。
同様に、3か月時24人の平均所要時間は、17.25秒（3秒～30
秒）であった。退院時、1か月時、3か月時の3回に回答し
た14人において、手洗いの所要時間に有意な経時変化はな
かった（p > 0.05）。また、退院時と1か月時の2回に回答した
16人、同様にして1か月時と3か月時の2回に回答した21人、
退院時と3か月時の2回に回答した15人において、手洗いの
所要時間に有意な経時変化はなかった（p > 0.05）（図2）。

2）効果的な手洗いの経時変化
　手洗いの場合、15秒以上の時間をかけて洗うことが効果
的とされている。時期ごとに対象者を15秒未満と15秒以上
の2つのグループに分け、手洗いの所要時間について、さ
らに分析した。退院時、22人のうち15秒以上の人は、12人
（54.5%）であった。同様にして1か月時では、23人中17人
（73.9%）であった。3か月時では、24人中14人（58.3%）で
あった。効果的な手洗いをしている人の割合は、3つの時
期のうち、1か月時が一番多かった。
 本研究において、3回とも回答のあった人14人について、
効果的な手洗いをしている割合を分析した。退院時、14人
のうち15秒以上の人は、7人（50.0%）であった。同様にし
て1か月時では、14人中12人（85.7%）であった。3か月時
では、14人中9人（64.3%）であった。前述の結果と同様
に、1か月時は、退院時、3か月時と比べて、効果的な手洗
いをしている人の割合が多かった（図3）。

3）手洗い場面での実施の有無と所要時間との関連
　前述の手洗い場面での手洗いの実施の有無と手洗いの所
要時間との関連について、分析した。各時期において、各
々の手洗い場面での実施の有無の2群に分け、所要時間を
比較した。
（1）退院時
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面では、有りの21
人の平均所要時間21.05秒（5秒～60秒）、無しの1人の所要
時間10.00秒であった。「オムツ交換の後はいつも～」の場

面では、有りの19人の平均所要時間21.68秒（5秒～60秒）、
無しの3人の平均所要時間13.33秒（10秒～20秒）であっ
た。「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面では、有り
の2人の平均所要時間20.00秒（10秒～30秒）、無しの20人
の平均所要時間20.60秒（5秒～60秒）であった。
　「目で見て手が汚れていると分かる時のみ～」の場面で
は、有りの1人の所要時間30.00秒、無しの21人の平均所要
時間20.10秒（5秒～60秒）であった。
　いずれの場面においても、手洗いの実施の有無の2群間
において、所要時間に有意な差はなかった。

（2）1か月時
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面では、有りの19
人の平均所要時間20.26秒（5秒～90秒）、無しの4人の平均
所要時間27.50秒（20秒～30秒）であった。「オムツ交換の
後はいつも～」の場面では、有りの16人の平均所要時間
21.88秒（5秒～90秒）、無しの7人の平均所要時間20.71秒
（5秒～30秒）であった。「オムツ交換後、便のときの
み～」の場面では、有りの4人の平均所要時間27.50秒（20
秒～30秒）、無しの19人の平均所要時間20.26秒（5秒～
90秒）であった。「目で見て手が汚れていると分かる時の
み～」の場面では、有りの8人の平均所要時間25.63秒（5
秒～90秒）、無しの15人の平均所要時間19.33秒（5秒～30
秒）であった。
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面の2群間にお
いて、手洗いの実施が無いと回答した群のほうが、所要時
間が有意に長かった（p < 0.05）。また、「オムツ交換後、便
のときのみ～」の場面の2群間において、手洗いの実施が
有りと回答した群のほうが、所要時間が有意に長かった
（p < 0.05）。

（3）3か月時
　「授乳や搾乳の前にはいつも～」の場面では、有りの18
人の平均所要時間16.06秒（3秒～30秒）、無しの6人の平均
所要時間20.83秒（10秒～30秒）であった。「オムツ交換の
後はいつも～」の場面では、有りの8人の平均所要時間
14.50秒（6秒～30秒）、無しの16人の平均所要時間18.63秒
（3秒～30秒）であった。「オムツ交換後、便のときの
み～」の場面では、有りの8人の平均所要時間21.88秒（10
秒～30秒）、無しの16人の平均所要時間14.94秒（3秒～
30秒）であった。「目で見て手が汚れていると分かる時の
み～」の場面では、有りの11人の平均所要時間17.73秒（5
秒～30秒）、無しの13人の平均所要時間16.85秒（3秒～30
秒）であった。
　いずれの場面においても、手洗いの実施の有無の2群間
において、所要時間に有意な差はなかった。

4）所要時間と属性との関連
　時期ごとに、回答者の手洗い時間を15秒未満と15秒以上
の2つのグループに分け、年齢、初経産、分娩様式、妊娠
継続日数、新生児の入院、新生児の体重、乳児の栄養方法
との関連を分析した。年齢については、対象者集団の年齢
分布から、32歳未満と32歳以上の2つのグループに分けて
分析した。手洗い所要時間と属性との間には、有意な関連
はなかった（p > 0.05）。

３．４　手洗い方法
1）手洗い方法の経時変化
　手洗いの方法について尋ねたところ、退院時では回答
のあった22人全員（100%）が、石鹸と流水により手洗いを
していた。しかし、1か月時では、回答のあった23人のう
ち、石鹸と流水は18人（78.3%）、3か月時では、回答の
あった24人のうち、石鹸と流水は19人（79.2%）と減少し
た。流水のみの手洗いは、1か月時は23人中5人、3か月時
は24人中5人であった。この1か月時の5人と3か月時の5人
の回答者は、5人中3人が同一人であった。
　退院時、1か月時、3か月時の3回に回答した14人におい
て、手洗い方法に有意な経時変化はなかった（p > 0.05）。
また、退院時と1か月時、1か月時と3か月時、退院時と3か
月時の2回に回答した人において、手洗い方法に有意な経
時変化はなかった（p > 0.05）。同一人のグループにおいて、
手洗い方法における有意な経時変化はなかった（図4）。

2）手洗い方法と属性との関連
　時期ごとに、手洗い方法と年齢、初経産、分娩様式、妊
娠継続日数、新生児の入院、新生児の体重、乳児の栄養方
法との関連を分析した。なお年齢については、32歳未満と
32歳以上の2つのグループに分けて分析した。
　3か月時の手洗い方法と年齢との関連において、回答者
24人中32歳以上の人は10人であり、流水のみの手洗いをし
ている人は、いなかった。一方、32歳未満の人は14人であ
り、流水のみの手洗いをしている人は5人であった。2つの

グループ間では、32歳以上のグループのほうが、流水のみ
の手洗いの割合が少ない傾向があった（p = 0.053）。その他
の属性との関連では、有意な関連はなかった（p > 0.05）。

４．考察
４．１　手洗い場面での手洗いの実施率
　東らの報告7）では、授乳時の手洗いを毎回していたのは、
入院中（100%）、1か月群（50.0%）、3か月群（35.7%）で
あった。本研究の授乳時「授乳や搾乳の前にはいつも～」
の結果と比較すると、退院時（95.5%）、1か月時（82.6%）、
3か月時（75.0%）と減少したが、1か月を過ぎても、手洗
いの実施率は、高い状態であった。調査をした施設におい
ては、分娩後の母親は、新生児室等で看護職員から、手洗
いや授乳・オムツ交換などの指導を受けていた。手洗いの
指導は、新生児室の入室時の手洗い場所等で、看護職員が
実際に手洗いをして母親に見せながら指導をしていた。ま
た、病棟内には手洗いのポスターを貼り、視覚的な媒体を
用いて指導していた。一方、手洗いの所要時間についての
説明は、されていなかった。分娩目的で入院する場合、入
院期間は1週間前後の短い期間である。しかし、母親自
身、手洗いが必要な場面を認識し、実際に手洗い行動がで
きるように支援することで、退院後の継続した手洗い行動
につながると考える。
　オムツ交換後には、排泄物の処理等で手が汚染されるこ
とが推測される。本研究では、退院時は「オムツ交換の後
はいつも～」（86.4%）の場面では、高い実施率であった
が、1か月時 （69.6%）、3か月時 （33.3%）と減少した。
また、1か月時、3か月時の時間経過とともに、「オムツ交
換後、便のときのみ～」「目で見て手が汚れていると分か
る時のみ～」の場面での実施率が増加した。オムツ交換
後、排泄物が便のときのみの手洗いや、目で見て手が汚れ
ていると分かる時のみの手洗いの場合、手洗いの回数自体
が減少している可能性が推測された。入院中は、病棟内の
手洗いが必要な場所に手洗いの設備があり、いつも手洗い
ができる環境が整えられていた。しかし、退院後の家庭や
外出先では、手洗いの設備は限られており、必ずしも育児

場面の近くに手洗い設備があるとは限らない。退院後の手
洗い実施率の低下は、手洗い環境の影響が推測された。本
研究では、出産前の手洗い行動の状況は、調査していな
い。今後、手洗い行動における入院および退院後の環境の
影響を明らかにするためには、妊娠中から退院後における
手洗い状況を調査することが必要と考える。
　生後3～4か月までの乳児は、特に免疫能力が低く、かつ
重症細菌感染症の発症頻度が高い時期である。また、産後
1か月頃までの母親は、感染性乳腺炎の発症頻度が高い時
期にあり8）、母子ともに感染性疾患のリスクの高い時期に
ある。従って、手洗いの指導は継続指導が必要な指導とし
てとらえ、母親の手洗い行動への認識を高め、行動変容を
持続する看護支援が必要と考える。分娩入院時が手洗いの
初回指導であれば、退院後の施設での外来受診時、地域に
おける乳児健診時などの機会の際に、医療施設と地域保健
サービス部門との連携により、指導を継続していくことが
必要であると考える。

４．２　手洗いの所要時間
　同一人のグループにおいて、手洗いの所要時間には、有
意な経時変化はみられなかった。本研究の調査施設の病棟
では、手洗いの指導において、看護職員が実際に手洗いを
して母親に見せながら指導をしていたが、手洗いの所要時
間についての説明はされていなかった。また本研究では、
回答へのバイアスをできるだけ少なくするため、設問の中
には、手洗いの時間に関する情報を入れなかった。本研究
では、3回の各期に回答した人は、14人と少なかった。し
かし、同一人のグループにおいて、所要時間には有意な経
時変化はみられなかったことから、回答者は普段自分が手
洗いにかけている時間を回答したと推測する。
　15秒以上の効果的な手洗いをしていた割合は、退院時
54.5%、1か月時73.9%、3か月時58.3%であった。1か月時
は、退院時、3か月時と比較すると、効果的な手洗いをし
ている人の割合が多かった。手洗い場面での手洗いの実施
の有無と手洗いの所要時間との関連について、「授乳や搾
乳の前にはいつも～」の場面の2群間において、手洗いの
実施が無いと回答した群のほうが、所要時間が有意に長
かった。また、「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面
の2群間において、手洗いの実施が有りと回答した群のほ
うが、所要時間が有意に長かった。1か月時、「授乳や搾
乳の前にはいつも～」の場面で手洗いの実施が無しと回答
した群、および「オムツ交換後、便のときのみ～」の場面
で有りと回答した群の手洗いの平均所要時間は、2つの群
とも27.50秒であった。一方、退院時に同様の回答した2つ
の群の平均所要時間は10.00秒と20.00秒であり、3か月時で
は20.83秒と21.88秒であった。1か月時は、これら2つの群の
平均所要時間が、退院時や3か月時と比較すると長かった
ことから、効果的な手洗いの割合が、3つの時期で一番多

くなった可能性が推測された。
　排泄物の処理場面において、便の時のみの手洗いは、手
の汚染があるため、手洗いの時間が長くなったと推測され
る。この場合、尿のみを処理する場合は、手洗いをしてい
ない可能性が推測された。手洗い場面での実施率の低下か
ら考えると、手洗いの時間の長さが、必ずしも適切な手洗
い行動に結びついているとは限らないことが推測された。
手洗いの行動において、効果的な手洗いの所要時間に関す
る情報がない場合、個人の習慣化した手洗い行動が行われ
ると推測された。便などの汚染がないと手洗いをしない人
が増加したことは、排泄物を処理した後の手指には、目に
は見えない細菌やウィルスが付着していることを再度、指
導することが必要であると考える。
　田場らの報告9）では、小児病棟入院児の母親の手洗い指
導前の手洗い所要時間は、7秒から25秒程度であった。し
かし、指導しながらの手洗いでは、1分30秒から2分間と長
くなり、爪の周囲や母指の間、手首に洗い残しが若干残る
ものの、全体的に洗い残しが減った。石鹸と流水での手洗
い指導の場合、洗い残しの多い爪の周囲、母指の周辺、手
首などの部位に特に注意するように指導を行う。しかしな
がら、これに加えて手洗いの所要時間についても根拠を説
明し、指導することが必要と考える。
　多田らの報告10）では、NICUに入院している児の両親に
対する感染管理教育において、1回の初回指導では手洗い
は不十分であった。再教育後にコロニーの減少率や手洗い
の時間が増加し、改善がみられた。手洗いを指導した後、
母親が手洗いをしている場面を見る機会をとらえ、効果的
な手洗いであるか否かを評価することが必要と考える。さ
らに、再指導が必要であれば行うことで、指導効果が高く
なると考える。習慣化した手洗い行動をより効果的な手洗
い行動に変容するには、なぜその方法が必要なのかを根拠
を示しながら、根気強く指導を続けていくことが必要と考
える。
　このように、母親が手の汚染の原因や程度、育児場面に
応じて、科学的な根拠に基づいた効果的な手洗いを継続で
きる指導方法が必要と考える。手洗いの指導内容として、
手技の指導に加えて、手洗い前後の手指の細菌数の変化を
示した媒体、手洗いチェッカーなどを用いた手洗い前後の
洗い残しの確認などを行い、継続的に支援することが重要
と考える。

４．３　手洗い方法
　手洗いの方法の経時変化では、退院時22人全員（100%）
が石鹸と流水により手洗いを行っていた。しかし、1か月
時23人中18人（78.3%）、3か月時24人中19人（79.2%）と減
少した。本研究では、3回のすべてに回答した人は14人と
少なかった。しかし、同一人のグループにおいては、手洗
い方法に有意な変化がなかった。また、1か月時と3か月時

では、流水のみで手洗いしている5人のうち3人が同一人で
あった。入院中の手洗い場所には石鹸があり、石鹸と流水
による手洗いが可能な環境が整っていた。しかし、退院後
では、必ずしも手洗い場所には石鹸があるとは、限らない
と推測する。退院後の回答者は、それまでの習慣化した手
洗い行動に戻った可能性があると推測された。本研究の設
問では、手洗い場面で手洗いをしない理由を尋ねなかっ
た。退院後の手洗い環境の変化や多忙であることなど以外
にどのような要因があるのか、今後さらに明らかにしてい
く必要があると考える。
　3か月時の手洗い方法において、32歳以上の人のグルー
プには流水のみの手洗いをしている人はおらず、32歳未満
の人に比べ、流水のみの手洗いの割合が少ない傾向があっ
た。本研究において、手洗いの方法として尋ねたのは、
「石鹸と流水」、「流水のみ」の2つであった。退院後、
この2つ以外の方法で手を清潔にしている場合も考えられ
た。母親は、どのような場面で上記2つ以外の方法で手を
清潔にしているかについて、さらに調査が必要と考える。
　CDCは2002年に「医療現場における手指衛生のためのガ
イドライン」を発表した11）。このガイドラインでは、短時
間の手洗いの有効性には、科学的な根拠がないことが明ら
かになった。これにより、従来の石鹸と流水による手洗い
から、擦式アルコール消毒剤による手指消毒が推奨され
た。また、ガイドラインでは、手の汚れの原因物質や程度
により、手指に目で見て明らかな汚れがある時や有機物で
汚染されている時は、石鹸と流水による手洗いを行い、手
を十分に乾燥させた後に擦式アルコール消毒剤の使用を示
している。その後、日本の医療現場において、擦式アル
コール消毒剤による手指消毒が取り入れられた。松村らの
報告12）においても、NICUにおける擦式アルコール消毒剤
による手指消毒の有効性が確認された。擦式アルコール消
毒剤は、成分中に手荒れを防ぐ成分を配合しており、市販
されている。
　家庭や外出先において、手洗い環境へのアクセスが悪い
場合に手洗いが必要な時、手洗いを行う方法として擦式ア
ルコール消毒剤による手指消毒が考えられる。母親は、育
児の他にも食事の準備や掃除､洗濯などの家事の時、幾度
となく手洗いが必要となる。手荒れのある手指には、細菌
が定着しやすい13）。したがって、手の汚染の程度や場面に
より、手洗いの方法を選択し、手荒れなどの皮膚のトラブ
ルを予防することが、手洗いの指導には必要であると考え
る。
　家庭内において、CA-MRSAが保菌されることがある14）。
何らかの感染経路により家庭に持ち込まれたCA-MRSA
が、家族内で伝播し、感染症を引き起こす原因になる。手
洗いは感染予防の視点から、重要な予防対策である。個人
衛生の教育は、小児期に開始することが重要である。母親
の清潔習慣の子どもへの影響は、大きいと考える。従って、
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小児を育児する母親と家族全体を含めた手洗いの指導につ
いて、今後検討していく必要があると考える。

５．本研究の限界と課題
　本研究は、1施設での調査であり、対象者が少なかった
ことから、研究結果を一般化することには、限界があると
考える。今後、さらに状況が異なる多くの施設においても
同様な調査が必要であると考える。また、本研究は質問紙に
よる調査のため、質問紙の回答と実際の手洗いとの間に
は、乖離の可能性も否定できないと考える。本研究では、
同一人のグループにおいては、手洗いの所要時間や手洗い
の方法において、有意な経時変化がなかった。このことか
ら、効果的な手洗いの行動を習慣化できるような取組みが
必要であることが示唆された。
　今後、母親の手洗い行動の意識や行動の変容を明らかに
し、効果的な指導の内容と方法を検討していくことが必要
と考える。　

６．結論
　授乳期の母親の育児場面での手洗い行動の状況を明らか
にするため、自記式質問紙により、分娩退院時、産後1か
月時、産後3か月時に継続調査し、以下の結論を得た。

1.　退院時には、授乳や搾乳の前（95.5%）、オムツ交換後
（86.4%）に高い実施率で手洗いをしていた。しかし、時
間経過とともに実施率は減少し、オムツ交換後の便のとき
のみや、目で見て手が汚れていると分かる時のみに手洗い
をする人が増加した。

2.　15秒以上の効果的な手洗いをしていた割合は、退院時
54.5%、1か月時73.9%、3か月時58.3%であり、1か月時は、
効果的な手洗いをしている人の割合が多かった。1か月時
は、「授乳や搾乳の前にはいつも実施している」の場面で
手洗いの実施が無しと回答した群、および「オムツ交換
後、便のときのみ実施している」の場面で有りと回答した
群の手洗いの平均所要時間が、退院時や3か月時と比較す
ると、長かったことから、効果的な手洗いの割合が3つの
時期で一番多くなった可能性が推測された。同一人のグ
ループにおいて、手洗いの所要時間に有意な経時変化はな
かった。

3.　石鹸と流水による手洗いは、退院時（100%）、1か月
時（78.3%）、3か月時（79.2%）と減少した。また、同一
人のグループにおいて、手洗い方法に有意な経時変化はな
かった。

　退院後の手洗い実施率と石鹸と流水による手洗いの減
少は、手洗い設備環境の変化が影響した可能性が推測され

た。今後、母親の手洗い行動への認識を高め、行動変容を
持続する看護支援が必要と考える。分娩入院時から退院後
の地域において、医療施設と地域保健サービス部門との連
携により、手洗いの指導を継続していくことが必要である
と示唆された。

謝辞
　本研究を行うにあたり御協力いただきました対象者の皆
様、地方独立行政法人三重県総合医療センター犬飼さゆり
氏、ならびに職員の皆様に心より感謝申し上げます。
（本研究は、平成16－17年文部科学省科学研究費補助金基
盤研究Cの助成を受けて実施した一部である）
（本研究の一部は、第26回日本看護科学学会学術集会で発
表した）

１．緒言

　超高齢社会を迎えたわが国では，単に長生きするだけでな
く，病気や障害がない｢健康長寿｣をできるだけ長く維持す
ることが国民の大きな関心になっており，厚生労働省は，健
康づくり政策あるいは介護予防政策の中に社会参加推進事
業を位置づけている．それは，高齢者の社会参加が死亡率
の低下や身体機能・認知機能の維持につながることが複数
の実証研究によって明らかにされてきたからである1）‒3）．
日本においてもパネルデータを活用して，グループ活動へ

の月1回以上の参加が死亡率の低下やADL低下の予防・回復
につながる可能性があること4）や，ボランティア活動への
参加が前期高齢者の抑うつを軽減する可能性があること5）

が報告されており，高齢者の社会参加が健康や心理面に良
好な結果をもたらす可能性が示されてきたからである．昭
和22年から昭和24年に誕生した第一次ベビーブーム世代，
いわゆる団塊世代は平成27年には65歳以上となり，団塊世
代は，その人口の多さが大きな特徴である．さらに，多様
な経験・経歴の持ち主であり，自己啓発意識が強い世代であ
るともいわれていることから，単なる社会参加ではなく，
これまでに培った技術や能力を活かした社会貢献活動を行
うことが彼らの生きがいや自己実現を高めることにつなが
ると考えられる．団塊世代の高齢世代突入によって，団塊
世代が65歳以上となる平成27年には3,000万人を超え，高齢
人口は飛躍的に増大することから，「いきいき長寿」「活
力ある高齢化」は社会的な要請でもある．
　「アクティブ・エイジング」とは，「人々が年を重ねて
も生活の質が向上するように，健康，参加，安全の機会を
最適化するプロセス」と定義されている6）．小田7）は，
WHOの概念定義に依拠しながらアクティブ・エイジング
の特徴を次のようにあげている．①単に身体的に活動的と
いうことではないこと，②社会的，経済的，精神的，文化
的，政治的な事柄に継続的に参加・関与することを通じて，
家族，友人，地域，社会に貢献すること，③自立，参加，

尊厳，優しさ，自己充実を原則とすること，④世話され
る対象から権利の主体へという発想の転換であることの4
つである．高齢社会は決してネガティブな暗い社会ではな
く，アクティブ・エイジングとして位置づけることによっ
て，誰もが安心して充実した生活を送ることができる社会
が創造される可能性がある．わが国の65歳以上の高齢者の
うち約8割が介護保険を要しない元気な高齢者であり，元
気高齢者が社会貢献活動を行い，支える側の人材として活
躍することで，地域福祉の担い手にもなり，共に支えあう
地域社会づくりへと発展していくことが期待される．
　社会活動は，フォーマルとインフォーマルな形態に大別
され，地域組織や宗教，社会的組織，職能団体等への参加
は｢フォーマルな社会活動｣，親族や友人等との交流は「イ
ンフォーマルな社会活動」と位置づけられている8）．社会
活動を狭義にとらえるならば，フォーマルな社会活動，す
なわち組織や団体で行われている活動への参加に限定され
る．Youngら2）は，フォーマルな社会活動を｢名称と明白な
目的をもった地域組織の中での自発的な活動｣と定義し，
ボランティア活動や政治活動への参加のように｢社会貢献
性が高い組織活動｣と会員自身のための「自己効用的な組
織活動」とに分類している．本研究ではこのような見解を
参考に，社会貢献活動とは，「名称と明白な目的をもった
社会貢献性が高い地域組織の中での自発的な活動である」
と操作的に定義し，就労及び自己効用的な活動は含まない
活動であるとした．本研究では，このような高齢者の社会
貢献活動に焦点をあてる．日本には，従来から自治会（町
会）等の地域社会に根差した組織があり，これらを組織す
る人は，ボランティアという意識はなく活動していると考
えられ，無償で活動していることが多い．本研究では，こ
ういった自治会（町会）による地縁組織型活動も含めて，
社会貢献活動として考えたい．
　橋本ら9），尾島ら10）は，高齢者の社会活動を｢家庭外での
対人活動｣と規定し，「個人活動：近所つきあい，近所で
の買い物等10項目」，「社会参加・奉仕活動：地域行事へ
の参加，自治会活動等6項目」，「学習活動：老人学級・
老人大学への参加，カルチャーセンターでの学習活動等
4項目」，「仕事：収入のある仕事1項目」の4側面で捉え
る｢社会活動指標｣を開発した．先の先行研究で述べた佐藤
ら11），岡本ら12）は，橋本らや尾島らが開発した｢社会活動
指標｣を用いて，高齢者の社会活動を検討している．高齢
者の社会活動は，さまざまな側面の活動が集まって構成さ
れた概念であり，研究者間で一致した見解があるわけでも
ない13）．高齢者のこれまでの社会活動に関する先行研究で
は，複合的な活動を測定しており，これからの高齢者に期
待される支える側の人材として社会に貢献する活動，つま
り高齢者の「社会貢献活動」という側面でとらえた実証研
究は見あたらないが，社会貢献活動に近接した概念である
と考えられるボランティア活動やプロダクティブな活動と

いう側面で高齢者の社会活動をとらえ，活動の関連要因を
検討した先行研究には，小林ら14），岡本15）17），島貫ら16），
の研究がある．小林ら14）は，都市部中高年（60～74歳）に
おけるボランティア活動の関係を検討し，高学歴者ほど仕
事等で得た知識・技術を教える知識提供型活動へのニーズ
が高いこと等を示した．岡本15）は，都市部の高齢者（65～
84歳）のボランティア活動に関連する要因を検討し，中年
期にボランティア経験がある，地域に貢献する活動をした
い，ボランティア活動情報の認知が低い，技術・知識・資
格がある等，ボランティア活動に参加する高齢者の特性を
明らかにしている．島貫ら16）は，宮城県の農村部の高齢者
（70～84歳）の介護予防推進ボランティアへの参加による
社会・身体的健康およびQOLへの影響を検討し，高齢者の
介護予防推進ボランティア活動への参加は，一般高齢者に
比べ高次の生活機能やソーシャルネットワークの低下を抑
制することが示唆されたとしている．岡本17）は，都市部の
高齢者（65～84歳）のプロダクティブ・アクティビティに
関連する要因を検討した．それによると，有償労働をして
いる者は，年齢が低い．とくに女性では貢献意識の高い者
であった．家庭外無償労働をしている者は貢献意識が高い，
男性では独居ではなく人間関係を広げる志向があり，女性
では手段的自立（Instrumental Activities of Daily Living：
IADL）が自立し親しい友人・仲間数の多い者であったと
している．以上，述べた先行研究では，小林ら14）は，都市
部中高年のボランティア活動ニーズを，岡本15）は，都市部
高齢者のボランティア活動の過去1年間の活動回数を，島
貫ら16）は，ボランティア活動の有無を，岡本17）は，高齢
者のプロダクティブな活動を有償労働，家庭内無償労働，
家庭外無償労働という側面でとらえ領域ごとの年換算回数
を，それぞれ従属変数とした分析を行っている．しかし，
本研究のように，高齢者の社会貢献活動をボランティア活
動（奉仕活動）も含む広い概念としてとらえ，社会貢献活
動の具体的な活動に焦点をあて，その活動の有無の合計得
点を従属変数として分析した研究は見あたらない．
　本研究では，地域在宅高齢者の社会貢献活動の実態を明
らかにし，その関連要因を身体的な側面，心理的な側面，
社会的な側面から検討することを目的とする．
　高齢者の社会貢献活動は，高齢自身の健康や生きがい，
自己実現にもつながるものであると考えられ，それらをめ
ざすことが高齢者福祉サービスの目的である．本研究の結
果を地域行政に還元することは，高齢者福祉政策の基礎デ
ータとなると考えられる．また，高齢者の社会貢献活動に
関連する基礎データが得られることは，さらに高齢者の社
会貢献活動を伸展させる取り組みにもつながり，高齢者の
手で地域を支える力が強化されることが期待される．

2．方法

1）対象者および調査方法
　調査対象者は，鹿児島県霧島市在住の65～79歳の高齢
者18,524人（住民基本台帳人口，平成23年6月1日現在）の
うち500名（2.7％）を霧島市選挙人名簿から無作為抽出し
た．対象者には，平成23年8月5日～20日にかけて，返信用
封筒を同封した自記式調査票を郵送し，無記名で回答を依
頼し，255人から回答を得た（回収率51.0％）．そのうち，
年齢・性別の無記入者1名を除き，254人を有効回答（有効
回答率99.6％）とした．
　霧島市は，平成17年に１市６町が合併し誕生した約12万
7000人の鹿児島県では人口第2位の地方都市である．中心
部はソニーや京セラなどのハイテク産業が発展し人口が集
中している一方で，周辺部は過疎化が進行している．わが
国の高齢化率は，23.0%（平成22年国勢調査）であるのに
対して，霧島市の高齢化率は22.3％（平成22年国勢調査）
であり，高齢化率からみると霧島市は，わが国の標準的な
地域であるといえる．

2）測定項目
（1）基本属性
　基本属性については，年齢，性別，配偶者の有無，家族
構成，居住年数,就労の有無について回答を求めた．

（2）身体的側面の要因に関する変数
　身体的な要因については，老研式活動能力指標（手段的
自立）と受診状況の2つの変数で測定した．老研式活動能
力指標は，Lawtonの活動能力の体系に依拠して，手段的
自立，知的能動性，社会的役割の3つの活動能力の総合的
評価を目的に，東京都老人総合研究所のグループが開発し
た13項目で構成される尺度である．本尺度の信頼性・妥当
性は高いことが，同グループによって確認されている18）．
本調査では，地域在宅高齢者の健康状態を把握するには有
用な指標である19）「手段的自立 Instrumental Activities of 
Daily Living：以後IADLとする」5項目を用いた．それぞれ
の質問項目について，「はい」という回答に1点，「いい
え」という回答に0点を与え，単純に加算して合計得点を
算出した．
　受診状況は，「この1年間に病院をどのくらい受診しま
したか」と問い，「週に１回以上」，「月に１回程度」，
「半年に1回程度」，「年１回以下」の4件法（1～4点付与）
で回答を求めた．

（3）心理的側面の要因に関する変数
　心理的側面の要因については，「自己有能感」，「主観
的健康感」の2つの変数で測定した．
　「自己有能感」については，「人より優れた能力が何か

あると思いますか」と質問し，「全く何もないと思う」，
「あまりないと思う」，「少しあると思う」，「かなりあ
ると思う」，「たくさんあると思う」の5件法（1～5点付
与）で回答を求めた．
　「主観的健康感」は健康度自己評価ともいわれ，「身体
への不安」といった高齢者の心理的な状況をも反映する指
標である19）といわれている．この見解にもとづいて，「主
観的健康感」の質問項目は，心理的側面の要因に関する変
数に含めた．主観的健康感は，「あなたは，現在，健康だ
と思いますか」と問い，「非常に悪いと思う」，「あまり
健康でないと思う」，「まあ健康であると思う」，「とて
も健康であると思う」の4件法（1～4点付与）で回答を求
めた．

（4）社会的側面の要因に関する変数
　社会的側面の要因については，社会的ネットワーク，外出
頻度，暮らし向き，教育年数の4つの変数で測定した．社
会的ネットワークの豊かさは，松岡20），岡本ら12）21）22），
等の先行研究において，高齢者の社会活動との関連が報告
されていることから，本研究においても取り上げた．社会
的ネットワークの豊かさの程度は，日本語版LSNS‐6を用
いて測定することにした．日本語版LSNS‐6は，家族ネッ
トワーク，友人（非家族）ネットワークのそれぞれ3項
目，計6項目の質問で構成され，ネットワークの人数を回
答するものである．それぞれ｢0人｣，「1人」，「2人」，
「3～4人」，「5～8人」，「9人以上」の6件法（0～5点付
与）で尋ね，単純に加算して合計得点を算出した（以後，
この合計得点をLSNS‐6得点とする）．得点範囲は，0～
30点で，得点が高い方が社会的ネットワークは大きく，12
点未満は社会的孤立を意味するとされる．日本語版
LSNS‐6は，尺度としての信頼性を有することが，栗本
ら23）によって報告されている．
　外出頻度については，外出頻度は，週にどのくらいの回
数で外出するかを問い，回答は「殆どまたは全く外出しな
い」，「週に1回程度外出する」，「週に2～3回は外出す
る」，「殆ど毎日外出する」の4件法（1～4点付与）で回
答を求めた．
　平成20年度内閣府「高齢者の生活実態に関する調査」24）結
果によると，暮らし向きの程度が社会活動への参加に関連
があること，金ら25），小林ら14）の先行研究において，学
歴と高齢者の社会活動の関連が報告されていることから，
この2つの変数も，社会的側面の変数として取りあげた．
　暮らし向きは，現在の生活について，「苦しい」，「ふ
つう」，「ゆとりがある」の3件法（1～3点付与）で回答
を求めた．受けた教育の程度については，「高卒以下」，
「高卒程度」，「大卒程度」の3件法（1～3点付与）で回
答を求めた．

（5）社会貢献活動に関する変数
　社会貢献活動の程度の測定には，橋本ら9），尾島ら10）

の高齢者の社会活動指標を用いることにした．この尺度は
「個人活動」，「社会参加・奉仕活動」，「学習活動」，
「仕事」の4つの側面から構成されているが，本研究の操
作的定義に基づいて，「社会参加・奉仕活動」を用いた．
またこの項目の中には，「自己効用的な活動」であると考
えられる「趣味の会の活動」が含まれており，この項目は
除外して，「地域行事への参加」，「自治会活動」，「老
人クラブ活動」，「奉仕活動（ボランティア活動）」，「特
技や趣味や経験を他者に伝える活動（伝承活動）」の5項
目を用いた．回答選択肢は，「していない」，「時々または
いつもしている」の2件法（0～1点付与）で回答を求め，
単純に加算して合計得点を算出した（以後，この合計得点
を社会貢献活動得点とする）．本研究で社会貢献活動の程
度の測定に用いた5項目の信頼性分析において，Cronbach 
α係数は0.697であり，測定尺度として用いるには問題はな
いと判断した．

3）分析方法
　分析対象者は，有効回答が得られた254人のうち，社会
貢献活動の質問に無回答であった者は除外したため，245
（男性122，女性123）人となった．地域在宅高齢者の社会
貢献活動に関連する要因として，基本属性（年齢，性別，
配偶者の有無，家族構成，居住年数，就労の有無）に加え
て，身体的側面（受診状況，IADL），心理的側面（主観
的健康感,自己有能感），社会的側面（LSNS‐6，外出頻
度，暮らし向き，教育程度）を独立変数として用い，従属
変数には，社会貢献活動得点を用いた重回帰分析を行った．
まず，地域在宅高齢者の社会貢献活動の現状を把握するた
めに，平均値の差の検定を行った．次に，社会貢献活動の
関連要因を把握するために，相関分析を行い，社会貢献活
動と関連がみられた変数を独立変数として用い，年齢，性
別，配偶者，就労，居住年数を調整変数として，社会貢献
活動得点を従属変数とする重回帰分析を行った．統計ソ
フトは，IBM SPSS for Windows ver20.0を使用し，有意水
準5％未満とした．

4）倫理的配慮
　桜美林大学研究倫理規定に基づき，研究倫理委員会の承
認を得た．対象者には，本研究の趣旨に基づいて，研究へ
の参加は任意であり拒否しても不利益は生じない，得られ
たデータは匿名化され，研究目的のみに使用されることを
書面で説明した．なお，同意書は作成せず，調査対象者か
らの調査票の提出によって，同意が得られたものとみなし
た．

3．結果

1）分析対象者の特性
　分析対象者の特性は，表１に示した．基本属性について
は，性別は，男性122人（49.8％），女性123人（50.2％），
平均年齢は72.0歳（標準偏差3.9歳）であった．家族構成
は，男性は同居している者が大半で91.8％であった．女性
は，「一人暮らし」の者が34.1％であった．配偶者は，男
性の87.8％がいるのに対して，女性は52.8％であった．居住
年数は，男女共に30年以上住み続けている者が最も多く，
全体では64.9％であった．また，就労している者は，29.1％
であった．
　身体的側面については，IADLの平均値は，4.67（±0.98）
であった．受診回数では，月に1回程度という者が最も多
く66.9％で，週に1回以上という者は11.0％であった．
　心理的側面については，主観的健康感は，「ほぼ健康」
以上が，84.5％を占め，「あまり健康でない」11.0％，「非
常に悪い」は，4.5％であった．自己有能感については，
「少しある」と答えた者が最も多く52.2％で「あまりない」
20.4％，「全くない」6.1％であった．
　社会的側面については，LSNS‐6得点の平均値は，16.69
（±6.27）であった．外出頻度は，「ほとんど毎日外出す
る」と答えた者が最も多く，57.1％で，「ほとんど全く外
出しない」は0.8％にすぎなかった．教育程度では，高卒
程度が最も多く40.8％，中卒程度は，39.6％，大卒程度は
19.2％であった．暮らし向きは，「ふつう」以上が全体の
81.6％を占め，ややまたは大変苦しいと答えた者は，18.4％
であった．

2）性別・年齢2区分における地域在宅高齢者の社会貢献活
動の平均値
　地域在宅高齢者の社会貢献活動得点の平均値を，性別お
よび年齢2区分（65～74歳・75～79歳）で比較して，表2に
示した．社会貢献活動得点は，性別・年齢2区分の比較に
おいては有意な差はみられなかった．社会貢献活動の具体
的な項目において，性別では，老人クラブ活動（p＜0.05）
と伝承活動（p＜0.01）の2つの活動，年齢2区分では，老人
クラブ活動（p＜0.01）のみが有意な関連がみられた．

3）社会貢献活動得点と独立変数との相関
　社会貢献活動得点と基本属性，身体的側面，心理的側
面，社会的側面に関する14項目の独立変数間の積率相関係
数は，表3の通りであった．基本属性では，居住年数，就
労の有無，身体的要因では，IADL，心理的側面では，主
観的健康感,自己有能感，社会的側面では，LSNS‐6得点，
外出頻度，教育程度，暮らし向きの9つの変数が社会貢献
活動得点と有意な正の相関関係にあった．

連絡先：池邉敏子　t-ikebe@cis.ac.jp　
　　　　竹之下信子　takenobutyan721@yahoo.co.jp
1）桜美林大学加齢・発達研究所
Institute for Aging and Development,J.F.Oberlin University
2）人間総合科学大学保健医療学部
University of Human Art and Sciences Faculty of Health 

and Medical
3）桜美林大学大学院老年学研究科
Graduate School of Gerontology,J.F.Oberlin University
4）千葉科学大学新設学部設置準備室
New Faulty Establishment and Planning Office, 

Chiba Institute of Science
（2012年10月1日受付，2012年12月21日受理）

一途をたどっている原因として考えられることには，老後
の生きがいを老人クラブ以外に求める人が増え，高齢者
の多様なライフスタイルも背景にあると考えられる．さら
に，老人クラブの入会を勧められても，その名称から「ま
だ老人という気持ちになれない」とか「老人クラブは縦社
会」，「入会すると役員をさせられる」という理由で敬遠
する人が増えたという．「団塊世代」が2012年から65歳に
なり，ますますこの傾向は顕著になっていくものと考えら
れる．団塊世代は，「会社員」になって以降，「モーレツ
社員」という代名詞のもと，「会社人間」として職業人生
を歩んできたため，地域との関係の希薄化が始まった世代
になったと考えられている．地域活動をしたくても，｢地
域になじみがないから｣との理由で，参加しにくい現状を
作っている．何か活動をしている人でも，知人・友人の多
いかつて職場のあった地域での活動になりがちのようであ
る．しかし，加齢とともに，活動範囲は限られてくる．そ
の時に，受け皿となるのが地域に密着した老人クラブであ
ると考える．団塊世代は，戦後の高度経済成長を担い，新
しい時代を作りあげてきた世代である．多様な経験や知
識，技術を習得してきた世代であり，その能力に対する各
方面からの期待は大きい．現在の高年齢化した老人クラブ
には，若いリーダーの養成が必要である．そのためには，
団塊世代の仲間入りが不可欠である．そして，その能力を
発揮してもらうためには，縦社会といわれる老人クラブか
ら，個々の会員がこれまでの人生経験を生かして主体的に
活躍できる場所をつくるなど，対等な立場で役割を担うフ
ラットな組織づくりがカギを握ると考えられ，老人クラブ
自体が変革の時を迎えているのではないだろうか．
　伝承活動は，女性よりも男性の方が有意に高かった．佐
藤ら11）の調査では，伝承活動は，性別で有意差はなかっ
たが，男性の方が活動している割合は高かった．男性は，
女性に比較して，多くの仲間とともに活動するというより
も，現役世代に培った知識・技術・経験といったものを他
者や次世代に伝えていくという個人的な貢献活動に魅力を
見出しているのかもしれない．伝承活動は，高齢者個人の
「結晶性知能（豊富な経験や知識にもとづいた判断力や思
考力，あるいは統率力といった高度な知能）」が活かされ
る場であり，次世代に「地域文化」を受け継いでいく教育
的な活動の場ともなる．このような場があることは，高齢
者が社会から必要とされている自分の役割に気づくことが
でき，生きがい感や自己実現感が高められていくと考えら
れる．女性においては，伝承活動の得点が最も低かったこ
とから，女性ならではの伝承活動の場の設定が十分である
か検討も必要である．例えば郷土伝統料理を若い世代に受
け継いでいくという食育への役割を担うこと等が貢献活動
として期待される．
　社会貢献活動得点が最も高かった活動は，自治会活動
（0.68±0.47）であった．次いで，地域行事への参加（0.54±

0.50），奉仕活動（0.52±0.50）であり，これらの活動にお
いて性別・年齢2区分（65～74歳・75～79歳）では有意な
差はなかったが，地域の高齢者の過半数が活動しているこ
とがわかった．内閣府 平成21年度 国民生活選好度調査
結果30）によると，自治会（町会）活動に「月に1日程度」
「年に数回」という活動をしている人が，全体の約5割であ
り，年々その割合は減少している．また一般に高齢者は，
自治会（町会）活動への参加割合は高いといわれてはいる
が，本研究の対象者は，約7割が活動に参加していた．自
治会（町会）活動，奉仕活動では，地域の防犯活動，防災
活動，交通安全活動，環境美化活動，資源回収活動，募金
活動，子供会の育成，ふれあいサロンの運営等が行われて
いる．対象地域では過疎化が急激に進む中，地域の生活の
安全・安心を守るためのこのような社会貢献活動は，高齢
者にゆだねられ，高齢者が支えているといっても過言では
ない．
2）地域在宅高齢者の社会貢献活動に関連する要因
　強制投入による重回帰分析の結果，主観的健康感，
LSNS‐6得点，居住年数の3変数が有意な関連をもつこと
が示された．つまり，地域に長く住み続け，社会的ネット
ワークが豊かであり，主観的健康感が高い高齢者は，社会
貢献活動を活発に行っているということが示唆された．
　関連がみられた変数の中で，地域在宅高齢者の社会貢献
活動にもっとも強い影響があると考えられる変数は，社会
的ネットワークであった．今回，社会的ネットワークの測
定のため使用したLSNS‐6得点は，家族ネットワークおよ
び友人ネットワークという2側面で構成されている．この2
つの変数と社会貢献活動得点との関連をみると，家族ネッ
トワーク（ｒ＝0.322, ｐ＜0.01），友人ネットワーク（ｒ＝
0.464, ｐ＜0.01）で共に正の相関があった．高齢者の社会活
動やボランティア活動に関連する要因を多変量解析で検討
した松岡20），岡本ら12）15）が，「親しい友人・仲間や隣人の
数が多い」という結果を示しているが，本研究においても
これと同様の結果が得られた．内閣府 平成21年度「高齢者
の地域社会への参加に関する意識調査」31）結果において，
「現在最も力を入れている活動を始めたきっかけ」につい
て尋ねたところ，「友人，仲間のすすめ」が39.3％で最も
高かった．これらの結果が示すように，「親しい友人・仲間
，隣人の数が多い」者は，彼らから活動の話を聞いて社会
貢献活動に対する関心が高まったり，共に活動しようと誘
われたりする機会が多くなり，活動参加に結びつきやすく
なることが推測される．また，前掲調査結果31）において，
「自治会，町内会の誘い」が27.6％という報告もあり，対象
地域では，自治会（町会）への参加者が多いことから，自治
会（町会）を通して，社会貢献活動を始めた高齢者も多い
のではないかと推測される．社会貢献活動に参加したこと
がきっかけとなり，さらに，友人や仲間が増えていくとい
う連環が起こり，活動に参加している高齢者の社会的ネッ

トワークは，より豊かになっていくことが考えられる．超高
齢社会を迎えた今，社会貢献活動の場を通して，高齢期にお
ける新しい価値観を共有した仲間づくりを形成する機会をつ
くり，その力をいかんなく発揮してもらうことで社会と高齢
者の両方が豊かさを享受できるのではないだろうか．
　社会貢献活動には，主観的健康感が関連していた．前掲
調査結果30）において，「地域の奉仕活動に実際に参加する
ための条件で最も必要なこと」として，「自分自身が健康
であること」が44.4％で最も多かったことが報告されてい
る．佐藤ら11），岡本15）の研究においても，社会活動，ボラ
ンティア活動に関連する要因として健康度自己評価（主観
的健康感）が示されている．主観的健康感は，身体的，心
理的，社会的な健康度を総合的にとらえた指標である32）33）

と考えられているので，主観的健康感が良好な者は，そう
でない者より，総合的に良好な状態であり，社会貢献活動
に積極的に参加しているのではないかと考えられる．
　社会貢献活動は，居住年数に関連があった．長く住み続け
るほど，社会的ネットワークは豊かになるであろうから，
居住年数は，社会的ネットワークの潜在的因子であると考
えられる．地域への愛着20）や地域共生意識25）を強く感じ
ている人は，社会参加が多いという結果が示されている．
地域共生意識とは，信頼感や連帯感に基づく人間関係を基
本にして，地域の問題に取り組みその地方の自治を築いて
いこうとする態度や意識である34）．つまり，長く住み続け
るほど，友人・仲間・近隣住人との「情緒的一体感」が生
まれ，社会的ネットワークは豊かになり，そのような人々
と共に力を合わせて地域のために役に立ちたいという地域
共生意識が生まれるとともに，「地域への愛着」が深まっ
ていくのではないだろうか．
　最後に，心理的側面の要因に関する変数として重回帰分
析に投入した「自己有能感」は，有意水準5％未満では，
有意な関連をもつ変数とはならなかったが，β＝0.115，ｐ＝
0.06であったことから，地域在宅高齢者の社会貢献活動に
多少は関連している心理的要因であると考えられる．自己
有能感は，自分の経験や知識に関する自身への「優れてい
る」とか「役立っている」という感覚であり，このような
感覚を高く持つ高齢者は，社会貢献活動を活発に行ってい
ることが示されたが，これは逆の解釈も可能である．つま
り，社会貢献活動を行うことによって自己有能感が高めら
れ，それによってさらに活動に積極的に参加している可能
性があるということも推測される結果であった．

5．まとめ

　本研究で明らかになった地域在宅高齢者の社会貢献活動
に関連する要因は，主観的健康感，社会的ネットワーク，
居住年数の3変数が有意な関連をもつことが示された．つ
まり，地域に長く住み続け，社会的ネットワークが豊かで

あり，主観的健康感が高い高齢者は，社会貢献活動を活発
に行っているということが示唆された．

6．研究の限界と課題

　本研究の限界と課題として，次の3点が挙げられる．
　第1に，調査対象数が500人であったのに対し，有効回答
数は254人（51％），分析対象者数は245人（49％）であっ
た．一般に，郵送調査の回収率はそれほど高くならないと
いわれている．その理由として本研究で考えられることは，
調査時期は8月の暑い時期であった．郵送調査によって得
られた回答は，心身の健康が比較的良好な高齢者によるも
のが多いことが推察され，心身の状態が悪いなどの理由で
調査協力が得られなかった高齢者の存在が考えられる．ま
た，当然ながら，本研究の目的に関心が薄かった者の協力
は得られていないであろう．郵送調査による限界として考
えられることとして，面接調査と違い調査員を派遣しない
ため，質問内容に対する回答の仕方等がわからない場合，
無回答箇所としたり，調査自体に全く協力を得られなかっ
たこと等が推測され，また代理回答の可能性も考えられ
る．さらに，本調査は65歳～79歳の男女を調査対象として
実施されたものであり，80歳以上の在宅高齢者は含んでい
ないことから，地域在宅高齢者の状況をそのまま反映して
いるとはいえないことに留意し，本研究の結果を解釈する
必要がある．
　第2に，本研究の対象者は，鹿児島県霧島市の65歳～79
歳の高齢者を対象に検討したものである．また，周辺部
地域は超高齢・過疎化が進む地域であった．他の地域にお
いても，本研究の結果が該当するかどうかは不明であるの
で，他の地域で同様の研究を行い，高齢者の社会貢献活動
に関する知見の蓄積が必要である．
　第3に，本研究では，調査紙面の制約があり，地域在宅
高齢者の社会貢献活動に関連する要因が十分に明らかにで
きたとはいえない．また，社会貢献活動に関する質問項目
は，橋本ら，尾島らの社会活動指標を参考に用いた．測定
尺度としての信頼係数から問題はないと判断して使用した
が，高齢者の社会貢献活動を適切にとらえているのか検討
が十分であったとは言い難い．高齢者自身が考える社会貢
献活動とは何か，また社会が期待する高齢者の社会貢献活
動とは何かという視点に立って，高齢者の社会貢献活動を
より精緻にとらえ，同様の研究を行っていくことが必要で
あると考える．
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4）社会貢献活動得点に対する重回帰分析
　社会貢献活動得点を従属変数とする重回帰分析を実施す
る前に，変数間の多重共線性の問題を除くために，積率相
関数（表4）で確認したところ，「配偶者」と｢家族構成｣
の変数間にｒ＝0.757（p＜0.01）という高い正の相関があっ
たことから，｢家族構成｣を除去し，｢配偶者｣の変数を残し
た．残りの変数間の相関係数は高くなかったため，身体的
要因（IADL），心理的要因（自己有能感,主観的健康感），
社会的要因（LSNS‐6得点，外出頻度，暮らし向き，教育
程度）の7変数に，調整変数として，年齢，性別，配偶者
の有無，居住年数，就労の有無の5変数を加えた12変数を
独立変数として，強制投入法による重回帰分析を行った．
　重回帰分析の結果，主観的健康感，LSNS‐6得点と調整
変数として投入した居住年数の3変数が有意な関連をもつ
ことが示された（表5）．つまり，地域に長く住み続け，
社会的ネットワークが豊かであり，主観的健康感が高い高
齢者は，社会貢献活動を活発に行っているということが示
唆された．
　なお，重回帰分析の結果において，VIF（分散拡大要因:

Variance Inflation Factor）の値は，すべて2以下であり，変
数間に多重共線性の問題はないことが確認された．

４．考察

1）地域在宅高齢者の社会貢献活動の実態
　社会貢献活動全般では，性別および年齢2区分（65～74
歳・75～79歳）の平均値の比較において，有意差は認めな
かったが，平均値では男性が高く，年代では75～79歳が高
かった．男女別にみた社会参加活動の参加状況を調査した
奥山26），松岡20），玉腰ら27）は，男性の方が活動的であっ
たとし，また佐藤ら11），岡本15）は女性の方が活動的で
あったと報告している．本研究では，老人クラブ活動は，
男性よりも女性の方が有意に高く，特技や趣味や経験を他
者に伝える活動である伝承活動は，女性よりも男性のほう
が高かった．性別で有意差があった活動は男女それぞれ1
項目ずつであり，本研究で調査した社会貢献活動において
は，どちらの性が活動的であるということはいえない結果
であった．老人クラブ活動は，男性よりも女性の方が有意

に高かったことについて，地域特性の違いもあるため単純
に比較はできないが，佐藤ら11）が青森県内の在宅高齢者を
対象とした調査結果と一致していた．平成15年全国老人ク
ラブ連合会調査28）によると，男女の構成比は男性37％に対
し，女性は63％で，女性の参加が明らかに多いことから，
女性にとって老人クラブは，身近な社会貢献活動の場であ
ることがわかる．本研究においても，先の調査結果と同様
に老人クラブ活動をしている男性は22％であり，それに対

して女性は37％と女性の割合が高い．また前期高齢者より
も後期高齢者の方が，老人クラブにおける活動は有意に高
かった．これは，若い世代の高齢者の老人クラブへの加入
率の低下やそれに伴う老人クラブ会員の高齢化を反映して
いる結果であるとも考えられる．厚生労働省 平成22年度 福
祉行政業務報告（福祉行政報告例）29）によると，平成12年
の時点では老人クラブの加入率が39.4％であったが，平成
19年には21.2％に年々減少している．老人クラブが減少の
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【原著】

　地域在宅高齢者の社会貢献活動の実態と身体的な側面，心理的な側面，社会的な側面から社会貢献活動に
関連する要因を検討した．鹿児島県霧島市の65～79歳の在宅高齢者500人に対して，平成23年8月5日～20日に
かけて自記式調査票による郵送調査を実施した．分析は，社会貢献活動得点を従属変数として，重回帰分析
を行った．独立変数は，身体的側面，心理的側面，社会的側面の3領域を構成する8変数，調整変数は，年齢，
性別，配偶者の有無，居住年数，就労の有無を調整変数とした．結果は，主観的健康感，LSNS‐6得点，居
住年数の3変数が有意な関連をもつことが示された．つまり，地域に長く住み続け，社会的ネットワークが豊
かであり，主観的健康感が高い高齢者は，社会貢献活動を活発に行っているということが示唆された．


